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１ はじめに  

令和６年度は、第二次山口市総合計画後期基本計画の２年目となります。 

こうした中、新型コロナウイルス感染症の５類移行などを契機として、人の流れが活発化し、市

内にも賑わいが戻りつつあります。一方で、長引く物価高騰の影響や、頻発化・激甚化する自然

災害など、市民生活の安定化に向けては、引き続きこうした課題への対応を図っていく必要があ

ります。 

また、国が新たに公表した将来推計人口では、今後２０年の間に、県の人口は１００万人を割る

推計が示されたところです。このように、県全体で人口減少が本格化していくことが見込まれる

中、本市においては、第二次総合計画後期基本計画の方向性のもと、人口長期ビジョンの達成

に向けた全力の取組を引き続き進めていく必要があります。 

そのため、本市の令和６年度当初予算を、「今の市民生活を豊かにし、安心して元気に暮らせ

るまちづくり」、「農山村と都市が共存共栄するまちづくり」、「未来に向けたチャレンジを支えるま

ちづくり」を基調とした「ずっと安心 元気山口」予算と位置づけ、目下の市民生活の安心と安全

の確保、そして、新市のまちづくりの総仕上げを含む第二次総合計画後期基本計画の６つの重

点プロジェクトの着実な推進が可能となる積極型の予算として編成しました。 

まず、「今の市民生活を豊かにし、安心して元気に暮らせるまちづくり」として、物価高騰の状

況を引き続き注視しつつ、市民生活の安定化に必要な対応を図り、同時に、自然災害から生命

と財産を守る防災・減災の取組を加速化させます。その上で、子育て世代から更に選ばれるまち

に向けた本市独自の子育て支援の強化を始め、教育、医療・介護、交通、産業振興、環境などの

各分野において、安心して元気に暮らせるまちの実現につながる取組を進めます。 

また、新市発足から１９年目を迎える中、「農山村と都市が共存共栄するまちづくり」として、人

口減少が進む農山村エリアにおける移住・定住促進や、地域交流センターを中心とした元気な地

域づくりの取組を進め、同時に、将来にわたって活力あふれる県都山口の実現に向けて、新市発

足以降の一連の都市基盤整備の総仕上げとしての新本庁舎整備や湯田温泉の再生整備等を

進めます。併せて、社会経済活動が回復局面にある中で、こうした流れを本市の活力につなげつ

つ、長い歴史と多くの先人に育まれた歴史・文化などの魅力を生かした豊かな暮らしぶりの実現

や交流創出、また、新山口駅や産業交流拠点施設などの都市機能を生かした新たな交流とビジ

ネスの創出に取り組みます。

さらに、「未来に向けたチャレンジを支えるまちづくり」として、大学等の多くの関係者と行政の

連携のもと、人材育成（ＨＸ）、デジタル技術の活用（ＤＸ）、地域脱炭素の推進（ＧＸ）の３つのＸ

の一体的な取組を推進しつつ、地域や企業、個人などの未来へのチャレンジを支え、地域課題の

解決や地域経済の活性化につなげていきます。 

また、物価高騰の影響への対応などを切れ目なく進めるため、国の「デフレ完全脱却のための

総合経済対策」も踏まえ、令和５年度における１２月以降の補正予算と令和６年度当初予算を、

いわゆる１６か月予算として一体的に執行することとします。 

以上のような基本的な考え方と方向性のもとで、「ずっと元気な山口」の実現に向けたまちづく

りに取り組みます。 

令和６年２月 

山口市長 伊 藤 和 貴
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令和６年度予算のイメージ図 
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（１）予算規模

■当初予算規模の対前年度比較 　（単位：千円）

令和６年度 令和５年度 増　減 伸　率

Ａ B （Ａ－Ｂ）　Ｃ C/B　％

■一般会計当初予算規模の推移 　（単位：億円）

　（注）平成２１年度までは山口市と旧阿東町の合計額（団体間の重複を除いたもの）

■令和５年度１２月・３月補正予算により切れ目なく対応

・国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」を踏まえた本市の経済対策

・自然災害から生命と財産を守る防災・減災の取組　など　※詳細はＰ１７８～１７９を参照

　令和６年度当初予算を令和５年度１２月以降の補正予算と一体的に編成・執行

２　予算の概要

会 計 別

一 般 会 計 109,200,000 95,080,000 14,120,000 14.9 

特 別 会 計 43,521,454 42,970,638 550,816 1.3 

合 計 152,721,454 138,050,638 14,670,816 10.6 

702 716 714
755 752 761 

828 849 824 830
871 902 939

877 904
951

1092

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

一般会計当初予算 １，０９２億円
（令和５年度比＋１４．９％）
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（２）歳入の概要（一般会計）

　市　　　税 約２７５億９千万円 　 （対前年度比　▲約１億２千万円　▲０．４％）

市税については、個人市民税が定額減税等の影響により約６億９千万円の減額を見込み、法

人市民税が景気動向を踏まえ約２億８千万円の増額を見込んでいます。固定資産税は、新築

家屋の増加などにより約１億９千万円の増額を見込み、全体では約１億２千万円の減額を見込

んでいます。

　地方交付税 １７８億６千万円  　（対前年度比　＋９億２千万円　＋５．４％）

地方交付税については、令和５年度の交付決定額や地方財政計画を踏まえるなど、普通交付

税が７億２千万円、特別交付税が２億円、それぞれ増額を見込んでいます。

　国庫支出金 約１４９億７千万円  　（対前年度比　＋約１８億１千万円　＋１３．７％）

国庫支出金については、新本庁舎や湯田温泉パークの整備に伴い地域脱炭素移行・再エネ推

進交付金が約６億１千万円、児童手当の拡充に伴い児童手当負担金が約３億２千万円、中心

市街地周辺地区の整備に伴い都市構造再編集中支援事業費補助金が約３億１千万円増額す

ることなどにより、全体では約１８億１千万円の増額を見込んでいます。

　繰　入　金 約７０億８千万円  　（対前年度比　＋約２１億円　＋４２．２％）

繰入金については、庁舎建設基金繰入金が約１０億７千万円増額するなど、特定目的基金につ

いてその目的に応じた事業や経費の財源として、約５６億５千万円の繰入れを見込んでいます。

また、財政調整基金は約１３億４千万円の繰入れを見込み、全体では約２１億円の増額を見込

んでいます。

　市　　　債 約２０２億６千万円 　 （対前年度比　＋約７５億３千万円　+５９．２％）

市債については、地方財政計画を踏まえ臨時財政対策債が約３億円の減額を見込んでいるも

のの、新本庁舎整備等の建設事業の進捗に伴い、全体としては約７５億３千万円の増額を見込

んでいます。

（単位：千円、％）

　市税

　地方交付税

　普通交付税

　特別交付税

　国庫支出金

 うち過疎対策事業債

 うち臨時財政対策債

　その他（→詳細はＰ160） 9.6 

14.9 歳    入    合    計 109,200,000 100.0 95,080,000 100.0 14,120,000 

21,435,239 19.5 19,551,829 20.5 1,883,410 

▲38.8 

206,000 0.2 510,000 0.5 ▲304,000 ▲59.6 

1,248,400 1.1 2,038,300 2.1 ▲789,900 

13.9 1,805,381 

42.2 

　市債 20,258,800 18.6 12,727,900 13.4 7,530,900 59.2 

　繰入金 7,078,437 6.5 4,977,047 5.2 2,101,390 

4.8 

13.7 

2,180,000 2.0 1,980,000 2.1 200,000 10.1 

15,680,000 14.4 14,960,000 15.7 720,000 

14,973,492 13.7 13,168,111 

▲0.4 

17,860,000 16.4 16,940,000 17.8 920,000 5.4 

27,594,032 25.3 27,715,113 29.2 ▲121,081 

区　　分
令和6年度 令和5年度 比較

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 伸率
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（３）歳出の概要（一般会計）

　人　件　費 約１６４億３千万円  　（対前年度比　＋約１０億３千万円　＋６．７％）

人件費については、給与改定に伴い給与が約３億２千万円、退職者が増加することにより退職

手当が約５億４千万円増加することなどにより、全体では約１０億３千万円の増額を見込んでい

ます。

　扶　助　費 約２０６億９千万円  　（対前年度比　＋約９億１千万円　＋４．６％）

扶助費については、児童手当の拡充に伴い児童手当支給費が約４億８千万円、定員拡大等に

より認定こども園運営費が約２億１千万円増額することなどにより、全体では約９億１千万円の

増額を見込んでいます。

　公　債　費 約１０２億７千万円  （対前年度比　＋１億６千万円　＋１．５％）

公債費については、新規に発行した市債による償還元金、利子の総額が、過年度に発行した

市債の償還終了による償還元金、利子の減額を上回るため、約１億６千万円の増額を見込ん

でいます。

　投資的経費 約２９０億１千万円 （対前年度比　+約１１１億５千万円　+６２．４％）

投資的経費については、普通建設事業費が事業の進捗に伴い新本庁舎整備事業費が約６７

億１千万円、湯田温泉パーク整備事業費が約２０億６千万円増額することなどにより、全体で

は約１１１億５千万円の増額を見込んでいます。

　物　件　費 約１５５億円 （対前年度比　+９億９千万円　＋６．８％）

物件費については、介護保険特別会計からの移管により地域包括支援センター運営事業費

が約２億７千万円、戸籍法の改正に係る対応として戸籍管理事務費が約１億８千万円増加す

ることなどにより、全体では約９億９千万円の増額を見込んでいます。

（単位：千円、％）

　人件費

　うち給与

　うち退職手当

　扶助費

　公債費

　投資的経費

　普通建設事業

　災害復旧事業

　物件費

　その他（→詳細はＰ162）

14.9 歳    出    合    計 109,200,000 100.0 95,080,000 100.0 14,120,000 

▲0.6 

15,503,250 14.2 14,517,716 15.3 985,534 6.8 

17,289,656 15.8 17,401,106 18.3 ▲111,450 

7.7 

28,805,049 26.4 17,672,686 18.6 11,132,363 63.0 

209,756 0.2 194,756 0.2 15,000 

62.4 

10,273,440 9.4 10,118,108 10.6 155,332 1.5 

29,014,805 26.6 17,867,442 18.8 11,147,363 

4.6 

979,609 0.9 437,399 0.5 542,210 124.0 

20,686,714 19.0 19,772,946 20.8 913,768 

3.1 

16,432,135 15.0 15,402,682 16.2 1,029,453 6.7 

10,554,237 9.7 10,233,203 10.8 321,034 

区　　分
令和６年度 令和５年度 比較

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 伸率
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３ まちづくりの概要  

山口市経済対策 第１６弾（令和５年１２月７日公表）＜総額：２１億８，１００万円＞ 

第１６弾拡充版（令和６年１月１５日公表）＜総額：５億３，２００万円＞ 

＜２１億４，１００万円＞ 

事 業 名 等 事 業 費 

補正 【地域福祉課】 1,630,000千円 

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を特に受けている令和５年度住民税非課税世

帯を対象に、「物価高騰対応重点支援給付金」（１世帯当たり７万円）を給付します。 

［対 象 者］世帯全員の令和５年度の住民税が非課税である世帯 

（住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く） 

［給 付 額］１世帯当たり７万円 

［給付方法］プッシュ型方式（申請不要）により給付 

補正 【こども未来課】 331,000千円 

食料品等の物価高騰の影響が大きい子育て世帯の経済的な負担軽減に向けて、子ども 

１人当たり１万円分の市内取扱店で使用できる商品券を配布します。 

［対 象 者］高校生以下（１８歳以下）の子ども（約３０，０００人）のいる世帯 

［配 布 物］子ども１人当たり１万円分の紙商品券（１，０００円券×１０枚） 

［配布時期］令和６年１月送付済 

［使用期間］令和６年３月末日まで 

補正 【ふるさと産業振興課】 180,000千円 

市民が安心して快適に長く住み続けられる良質な住宅環境づくり（住宅の省エネ化含む）

と、リフォームを契機とした市内消費の下支えに向けて、市内施工事業者を利用した市民の

住宅リフォーム工事（自己居住）費用の一部について、市内の取扱店で使用できる商品券に

より支援します。 

［助成額等］・デジタル商品券の場合：対象工事金額の１５％（助成金額上限２０万円） 

・紙商品券の場合：対象工事金額の１０％（助成金額上限１０万円）

［申請期間］令和６年４月１５日、申請受付を開始予定 

新規事業は○新 、拡充事業は□充 、令和５年度補正分は補正と表記しています。 

実
施
済

実
施
済

実
施
準
備
中 
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＜５億３，２００万円＞ 

事 業 名 等 事 業 費 

  340,000千円 

 補正 【地域福祉課】  

 物価高騰の影響を特に受けている令和５年度住民税均等割のみ課税世帯に対する国の

支援制度として、「物価高騰対応重点支援給付金」（１世帯当たり１０万円）を給付します。 

［対 象 者］令和５年度の住民税が均等割のみ課税世帯 

（住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く） 

［給付方法］プッシュ型方式（申請不要）により給付 

 

  192,000千円 

 補正 【こども未来課】  

 物価高騰の影響を特に受けている低所得の子育て世帯に対する国の支援制度として、児

童１人当たり５万円の「物価高騰対応重点支援給付金」を給付します。 

［対 象 者］①令和５年度の住民税が非課税の世帯であって、 

１８歳以下の児童がいる世帯 

（住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く） 

②令和５年度の住民税が均等割のみ課税世帯であって、 

１８歳以下の児童がいる世帯 

［給 付 額］児童１人当たり５万円 

［給付方法］原則、プッシュ型方式（申請不要）により給付 

 

  

 国においては、令和６年のできる限り早期に、以下の世帯等への給付を開始することとされており、今後、詳細が

示され次第、速やかに補正予算を編成し、対応します。 

（１）令和６年度の住民税が新たに非課税となる世帯及び均等割のみ課税となる世帯 

[給付額]１世帯当たり１０万円 

(2)令和６年度の住民税が新たに非課税となる世帯及び均等割のみ課税となる世帯であって、 

１８歳以下の児童がいる世帯 

[給付額]児童 1人当たり５万円 

（3）令和６年分所得税及び令和６年度分個人住民税所得割納税者のうち、定額減税しきれないと見込まれる方 

[給付額]定額減税額と、実際に減税される額との差額（１万円単位） 

定額減税・・・１人４万円※×（本人＋扶養親族）  ※令和６年分所得税３万円、令和６年度分個人住民税１万円 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実
施
準
備
中 

実
施
準
備
中 
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＜４，０００万円＞ 

事 業 名 等 事 業 費 

 補正 【ふるさと産業振興課】
20,000千円 

物価高騰等の影響により厳しい経営状況にある中小企業者等の経営改善支援を行うと

ともに、地域脱炭素の取組を促進するための省エネ機器等の導入支援の追加対応を行い

ます。 

［対 象 者］市内に事業所を有し、１年以上の事業継続の実績を有する中小企業者等 

（中小企業者、中小企業団体（信用協同組合・商工組合連合会を除く）、 

医療法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人） 

［対象経費］（ア）省エネ機器の導入経費（以下のａ、ｂのいずれも満たすもの） 

ａ 対象となる省エネ機器（品目） 

エアコン、ＬＥＤ照明機器、冷凍・冷蔵庫、温水機器、

ＬＥＤ電球、ショーケース、複写機・複合機・プリンター、ガス調理機器

ｂ 必要とする省エネ性能 

トップランナー基準を満たす（省エネ基準達成率１００％以上）製品

（イ）事業用車両（緑・黒ナンバー車に限る）又は自動車運転代行業車両に

取り付けるための低燃費タイヤ（エコタイヤ）の導入経費

［補 助 額］上限３０万円（補助率（ア）１／２、（イ）１／４） 

［申請期間］令和６年２月１５日～令和６年１２月２０日を予定 

補正【農業振興課】 20,000千円 

化学肥料等の価格が依然として高い水準にある中、堆肥や地域内の有機性資源の活用

に取り組む農業者に対して、堆肥等の製造や貯蔵に必要な施設等の整備・改修や、堆肥等

の散布や製造に必要な農業用機械等の導入を支援します。  

［対 象 者］①市内に住所または所在地を有する認定新規就農者や認定農業者、 

農業法人等 

②市内に住所または所在地を有する農業者等

［対象経費］①堆肥等を製造・貯蔵する施設等の整備・改修 

②堆肥等の散布等を目的として使用する機械・機器の導入

［補助率等］①補助率 １／２以内（補助上限額３，０００千円） 

②補助率 １／２以内（補助上限額５００千円）※

※ただし農業法人や認定農業者及び２戸以上の農業者で組織する団体等は

補助上限額を３，０００千円にかさ上げ

省エネルギー基準達成率

１００％以上マーク
低燃費タイヤ統一マーク

（施設整備例） 

実
施
中

実
施
中

堆肥舎 

（農業用機械の導入例） 

堆肥等散布機（マニアスプレッダ） 
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事 業 名 等 事 業 費 

近年、全国的に大雨等による災害が激甚化・頻発化しており、本市においても、令和５年

６月から７月にかけて発生した大雨災害により、市内各地における住宅浸水や道路の冠

水・崩落など、多数の被害が発生しました。こうした浸水被害から、市民の生命と財産を守

るため、防災・減災対策の取組を加速化します。 

○新E

― 

市域全体の災害治水対策の総合的なマネジメント機能を強化し、大雨・浸水対策の

取組の更なる加速化を図るため、市長部局と上下水道局の役割等を整理・再編し、「河

川治水課」を新設します。なお、河川治水課の設置に伴い、道路河川管理課を「道路管

理課」に、道路河川建設課を「道路建設課」として再編します。 

□充E

【下水道整備課、○新河川治水課】＜企業会計＞ 200,000千円 

近年の降雨量の増加など、気候変動の影響を踏まえた下水道による浸水対策を実

施すべき区域や対策目標等を定める「雨水管理総合計画」については、令和８年度の

策定に向けて、これまでの浸水被害の状況や降雨記録、河川の水位や地形などのデー

タを収集し、地域毎の概況を整理する基礎調査を実施してきました。令和６年度は、こ

うした基礎調査を踏まえ、浸水シミュレーションの実施に向けた既存水路等の現地測量

調査を行います。

□充E ～

公共下水道事業【下水道整備課】＜企業会計＞ 

199,000千円 

重点的に浸水対策を講じる地区において、雨水排水施設の整備を行います。 

令和６年度は、引き続き問田雨水ポンプ場の整備、小郡下郷地区長通り雨水幹線の整備

を実施します。問田雨水ポンプ場は、令和６年度中の供用開始を予定しています。 
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【○新河川治水課←○現道路河川建設課】 83,000千円 

重点的な浸水対策として、転倒ゲートの設置、取水ゲートの整備、雨水排水路の整

備、雨水貯留槽の設置、住宅における雨水貯留タンク等の設置費用への助成などの取

組を進めます。 

令和６年度は、令和５年６月から７月の大雨災害を受け、特に浸水被害の大きかった

平野川（平川地域）における浸水危険流域箇所の基本調査や、八方原（小郡地域）にお

けるポンプ排水補助施設の設置に向けた調査を実施します。 

＜令和６年度実施箇所＞ 

・雨水排水路整備

野坂三原排水路工事（阿東徳佐）

西１号線横断水路工事（平川）

○新E 水防活動業務【防災危機管理課など】 一部補正 229,637千円 

浸水常襲地帯における内水氾濫等による浸水被害の軽減を図るため、既存の排水

ポンプ車等による対応に加え、新たに移動式の排水ポンプ設備を４台導入するととも

に、委託している排水業務のポンプ数を７台増加し、排水業務を強化します。 

（12 月補正：212,000 千円） 

（当初予算：17,637 千円） 

□充E 119,989千円 

準用河川維持補修事業【○新河川治水課など←○現道路河川管理課など】

河川氾濫等の浸水被害を軽減するため、準用河川等のうち、特に危険度の高い箇

所について、集中的な浚渫工事を行います。 

＜令和６年度実施箇所＞ 

（平川地域）吉野川、黒川川 

（鋳銭司地域）綾木川、梅ノ木川 

（秋穂二島地域）堰戸川、長沢川 

（嘉川地域）河内川 

（佐山地域）須川川 

（秋穂地域）新川川 

（阿知須地域）江畑川 

（徳地地域）引谷川 

（阿東地域）朴川  など 

【○新河川治水課←○現道路河川建設課】 計 139,200千円 

油川（宮野）、大塚川（平川）、仁保地川（宮野）、綾木川（鋳銭司）、千坊川（小鯖）の

河川改修を計画的に進めます。 

【農林整備課など】 97,070千円 

大雨時のため池の決壊等による災害を未然に防止するため、国の補助制度を活用

し、利用しなくなったため池の切開工事を進めます。令和６年度は、４箇所のため池切

開工事や４箇所の調査設計を行います。 

平川地域の冠水被害の様子（令和５年） 

10



令和５年６月から７月にかけて発生した大雨災害を受け、本市では、県管理河川にお

ける災害対策の強化として、老朽化した樋門やゲート等の更新、浸水常襲地帯への樋門

等の新設、河川改修や浚渫の推進を要望しているところです（令和５年７月、１１月）。 

本市においては、こうした県管理河川における災害対策の進捗とあわせた排水ポン

プの増設など、効果的な防災・減災の取組を進めます。 

 

□充E

○新E

避難者対策推進事業【防災危機管理課】 

30,000千円 

高潮ハザードマップの更新を踏まえ、沿岸部の浸水被害が想定される地域におい

て、浸水想定区域に居住する住民の避難について検討を行うため、高潮（一部津波）を

想定したシミュレーション調査を実施します。対象地域は、名田島、秋穂、阿知須の３地

域です。 

□充E

【水産港湾課】 542,698千円 

漁港海岸保全施設の整備や老朽化対策を行います。 

秋穂漁港海岸（大海地区）井南入川から防府市台道との市境までの海岸線（約

1,640m）の高潮対策として、護岸及び離岸堤等の整備を計画的に進めます。また、秋

穂二島地区の長浜入川の高潮対策に向けて、測量調査を行います。 

□充E

道路維持補修事業【阿東総合支所土木課】 46,675千円 

迅速な市道の除雪作業の実施に向けて、老朽化、分散化している除雪車両倉庫を集約

整備し、除雪作業員の負担軽減や、除雪作業体制の強化を図ります。令和６年度は、除雪

基地の造成設計及び建築設計、用地取得及び、除雪車両の追加配備を行います。 

【県への主な要望箇所等】 
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【開発指導課】 3,636千円 

木造戸建て住宅の耐震診断・改修及びコンクリートブロック等で造られた危険性が

ある塀の除却等に要する費用の一部を補助します。 

【生活安全課】 20,206千円 

「山口市空家等対策計画」に基づき、管理不全な空き家等への対応を計画的に進め

ます。引き続き、所有者等への管理改善要請・情報提供・助言・指導・勧告等を行い、特

に危険な空き家については、所有者や相続権者等による自主的な解体・除却が促進さ

れるように、老朽危険空家等除却促進事業補助金による支援を行います。また、崩落・

崩壊に至る前段階からの早期の対応を進め、所有者等が不明な場合は、財産管理人

制度の活用等を検討します。 

□充E
計 897,002千円 

□充E

【道路管理課など】 511,772千円 

道路を適切に維持管理します。定期的なパトロールや地域からの通報により、道路の

陥没などの異常を発見し、維持補修工事を行うとともに、舗装長寿命化計画に基づく舗

装改修工事を行います。 

□充E

【道路管理課】 234,254千円 

市道橋について、令和２年度に策定した第２次山口市橋梁長寿命化修繕計画のも

と、予防保全型の維持補修工事を行い長寿命化を進めます。令和６年度は、光円寺橋

（大内）・神田橋（大内）・下恋路橋（宮野）・初音橋（宮野）・えびす橋（白石）・面坊橋（小

鯖）の維持補修工事を実施します。また、今宿東四辻線横断歩道橋（鋳銭司）の撤去を

行います。 

【道路管理課】 150,976千円 

市道橋の維持補修工事、５年に１回の近接目視点検を継続実施します。 

□充E

法定外公共物等の整備について、技術的な支援とあわせた地域への補助・交付金交付

を行います。また、地域で実施することが困難な大規模な法定外公共物の改修や、災害や

事故につながる道路等の破損、緊急的に対応が必要な修繕について、市が修繕・改修を

行います。 

【道路管理課など】 21,464千円 

【道路管理課など】 72,759千円 

【道路管理課】 12,000千円 

□充E

□充E

【本庁舎整備推進室】（詳細は、７２ページ） 10,885,715千円 

□充E

□充E

【協働推進課】（詳細は、５２ページ） 74,100千円 

【協働推進課】（詳細は、５２ページ） 1,000千円 

【協働推進課】（詳細は、５２ページ） 19,600千円 

木造住宅の耐震診断に要する費用 

１００％補助（上限６万円）

耐震化が特に必要と診断された 
木造住宅の耐震改修に要する費用 

８０％補助（上限額１００万円）
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□充E
3,192,419千円の内数 

湯田温泉パーク整備事業【湯田温泉パーク整備推進室】

湯田温泉パークについては、災害時の指定避難所としての活用に向け、避難所とな

るスペースのライフライン（電気・給排水）の自立化対策や、地震後にも建物を継続使用

できる耐震性の確保を図りつつ、整備を進めます。 

 

□充E 9,100千円 

防災対策推進事業【防災危機管理課】

災害時における災害対応力の強化に向けて、災害対策本部体制時に、本部と総合支

所、各地域交流センター間において、これまで、電話やＦＡＸ等により行っていた災害情報

の共有をオンライン上で行うことができ、各種気象情報や河川カメラ映像等の情報共有も

行うことのできる「総合防災情報システム」の運用を開始します。 

□充E

□充E

【防災危機管理課】 2,185千円 

災害時の避難行動の実効性を高めることを目的として、避難行動要支援者等管理シ

ステムに災害の発生に備えた避難行動を時系列に整理できるタイムライン機能を導入

します。 

□充E

【防災危機管理課】 1,000千円 

一般の避難所では避難生活が困難な避難行動要支援者のために、福祉避難所の確

保を進め、運営に必要なマットや簡易ベッドなどの環境整備を行います。 

断水時にも継続した風呂の利用が可能 

＜災害時の施設機能維持イメージ＞ 

・敷地地下への雨水貯留槽の設置や、施設整備とあわせた 

周辺の水路整備等により、浸水対策を強化 

・地震による下水本管の故障に備えた 

貯留型マンホールトイレの設置 

(出典：国土交通省ＨＰ) 
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□充E

【防災危機管理課など】 4,710千円 

住民の防災意識の高揚と地域防災力の向上を図るため、総合支所・地域交流センタ

ーと地域が連携した地域防災活動の促進に努めます。防災講座、自主防災組織の立ち

上げ・活動支援、防災訓練、２１地域における防災活動支援などを行います。 

【防災危機管理課】 3,500千円 

防災資機材の整備や防災訓練・研修など、地域における自主防災活動を支援します。 

□充E

消防団員災害等活動事業、消防団管理運営業務【警防課】
69,545千円の内数 

地域防災の中核を担う消防団員の知識や技術向上を目的に、消防団ＯＪＴや緊急自

動車運転研修などの新たな教育訓練を行うとともに、より高度な専門知識・技術等の習

得に向けた県消防学校への研修派遣などを行います。また、引き続き、各消防分団独

自の人材育成や入団促進などの活動に対する支援を行うとともに、消防団員の準中型

自動車運転免許取得に係る費用の一部を助成します。 

□充E

消防団管理運営業務【警防課】 4,444千円 

消防団における情報伝達や、申請等の事務手続き、活動実績の報告のデジタル化を

進め、消防団員の負担軽減を図ります。令和６年度は、引き続き、消防団専用アプリの

活用による出動報告や情報伝達を行うとともに、災害時における出動指令の通知など

により、災害対応力の向上を図ります。また、各種事務の効率化や災害現場における正

確な情報共有の迅速化に向けて、消防団へ段階的にタブレット端末を導入します。 

□充E

消防本部新庁舎整備事業【消防総務課】 938,746千円 

老朽化が進んでいる消防本部庁舎の建替整備を行います。建替は、新本庁舎に消防

本部機能を集約するかたちで整備を行います。 

□充E

【通信指令課】 2,188,649千円 

消防本部庁舎の建替整備に合わせ、山口県央連携都市圏域の本市・萩市・防府市の３

市では、消防通信指令業務の共同運用に向けて、指令システム・無線システムの共同整備

を行います。令和６年度は、指令センターのシステム構築や非常用発動発電機の設置を進

めます。３市の共同による山口県央消防指令センターの運用開始は、令和７年度を予定し

ています。 

□充E

中央消防署整備事業、消防庁舎維持管理業務【消防総務課】

135,860千円 

中央消防署は、建築後４８年を経過する建物や設備の老朽化、緊急車両の大型化に伴

う車庫の狭隘化などの課題を抱えていることから、現地での建替整備を行います。令和６

年度は、実施設計・造成設計を行います。あわせて、整備期間中において、業務継続が必

要なことから、仮設庁舎として利用する市役所別館（教育委員会庁舎）、中央消防署大内

出張所の一部改修に向けた実施設計を行います。 

【救急課】 46,835千円 

高度救命資機材を搭載した高規格救急自動車を中央消防署へ更新配備します。 

【警防課】 46,325千円 

消防ポンプ自動車１台（小鯖）、小型動力ポンプ付積載車２台（仁保・徳地）を更新配

備します。 

【予防課】 2,515千円 

火災予防の普及啓発を実施します。小中学生を対象とした「消防ブートキャンプ」を

開催し、将来の地域防災を担うジュニアリーダーの育成に取り組みます。また、防火講

習会や高齢者を中心とした消防座談会を開催し、住宅用火災警報器の設置の促進を

図るとともに、デジタルサイネージを活用した火災予防の啓発を行います。 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E

○新E

計 1,193,730 千円 

子どもの医療費（保険診療による自己負担分）を無料とする助成制度について、助成の

対象を高校生世代まで拡大します。また、ひとり親家庭に対する経済的な支援として、引き

続き、所得が基準額以下のひとり親家庭の高校卒業までの子どもと母又は父の医療費（保

険診療による自己負担分）を無料とします。 

○新E

104,409千円 

複数の子どもを育てる家庭について、所得や第 1子の年齢制限を設けず、第 2子以降の

保育料を無償化します。 

(公費による負担額) 

○新E

乳幼児健康診査事業【子育て保健課】 6,443千円 

公費負担により実施する乳幼児健診について、現行の 1か月、3か月、7か月、1歳 6か

月、3歳児の健診に加え、初めての誕生日を迎える 1歳児の健康診査を実施します。 

○新E

予防接種事業【健康増進課】 11,001千円 

任意接種（自己負担）である「おたふくかぜワクチン」の予防接種について、接種費用の一

部を助成（助成額：3,800円／回）します。 

【1回目】１～２歳未満(令和５年４月２日以降に生まれた方) 

【2回目】５～７歳未満で、小学校就学前の 1年間 

○新E

学校給食運営事業【教育総務課】

170,835千円 

(公費による負担額) 

旧市町の各地域で異なっている給食費について、市内統一の額へと見直した上で、保護

者の負担となる給食費が現在から増額となることのないよう、公費負担による支援を拡充し

ます。 

□充E

児童手当支給事業【こども未来課】 3,118,497千円

令和６年１２月支給分（１０月分以降）から、児童手当の内容を拡充します。 

【拡充内容】 

・支給期間を高校生世代（１８歳に達する日以降の最初の３月３１日まで）まで延長

・第３子以降の子どもを対象とした児童手当を３万円/月へ増額

・所得制限の撤廃

・児童手当の支払月を年３回から、隔月（偶数月）の年６回へ

□充E

児童扶養手当等支給事業【こども未来課】 699,773千円 

令和７年１月支給分（令和６年１１月分以降）から、児童扶養手当の内容を拡充します。 

【拡充内容】 

・所得制限限度額の引き上げ

・第３子以降の加算額を第２子と同額に増額
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令和６年度からの子育て支援 

＋

児童手当の拡充

支給期間を高校生世代まで延長 

第３子以降の支給額増額 

国と連携した取組

山口市独自の取組

など 

17



□充E

本市では、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもへの一体的な相談支援体制の強化に向け

て、令和５年１１月に、「山口市こども家庭センター」を設置しました。同センターや各保健セン

ター等を中心に、母子保健施策、子育て支援施策及び児童虐待防止施策を一体的に展開

します。

□充E

児童健全育成事業【こども未来課】 

10,097千円 

子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用で

きるよう、身近な場所での相談や情報提供、助言等の必要な支援を行うとともに、関係

機関との連絡調整、連携・協働の体制づくり等を行います。 

□充E 【子育て保健課】 49,513千円 

母子保健サービスや子育て支援を必要とする妊産婦や子ども、子育て世帯に確実に

支援を届けるため、個々の事情に応じたサポートプランを作成し、妊娠期から子育て期に

わたるまでの切れ目のない支援を円滑かつ効果的に実施します。 

また、妊産婦に対して心身のケアや育児のサポートを行い、安心して妊娠・出産・子育

てができるよう、産後ケア事業を実施する医療機関等との調整や利用促進を図るととも

に、地域子育て支援拠点やＮＰＯ法人等と連携した産前・産後サポート事業及び多胎ピ

アサポート事業の実施により、伴走型支援の充実を図ります。

さらに、子育て世帯が気軽に相談できるように、子育て支援アプリ「やまここｂｙ母子モ」

において、子育て情報の配信やオンライン相談などの相談支援を行います。 

【子育て保健課】 7,945千円 

家庭における児童の養育に関する相談に応じ、児童相談所などの他の機関と連携しな

がら問題解決に当たります。また、24 時間体制で家庭の相談を行うため、引き続き、夜

間・休日の家庭児童相談受付電話を設置するとともに、一時的・緊急的な児童の預かり

などの子育て支援短期利用事業などに取り組みます。 

市こども家庭センター 
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□充E
【子育て保健課】 18,271千円 

子育て世帯の抱える複雑かつ多様な相談支援ニーズに対応するため、官民一体とな

った相談支援体制の充実を図ります。令和６年度は、新たに、地域の児童家庭センターと

の連携や公認心理師等の活用により、休日・夜間の相談受付や同行支援・移送支援等に

取り組みます。 

子育て福祉総合センター管理運営事業【保育幼稚園課】

6,041千円 

「山口市こども家庭センター」との連携のもと、山口保育園内に設置している「やまぐち

子育て福祉総合センター」において、子育て家庭が、保育園・幼稚園・認定こども園やそ

の他の支援施設・サービス等から子育て家庭の個別ニーズに合った支援を選択し、円滑

に利用できるよう情報提供を行うとともに、相談支援を行います。 

□充E

□充E 【子育て保健課】 ＜再掲＞ 18,271千円 

児童虐待防止のため、子どもに関わる支援機関と連携して児童虐待の未然防止、早期

発見、早期対応を図るほか、児童虐待防止啓発講演会の開催やリーフレットの作成を行

い、虐待防止の啓発活動に取り組みます。 

また、ヤングケアラー相談専用電話を開設し、子ども等からの相談体制の充実を図りま

す。 

【子育て保健課】 4,400千円 

支援ニーズの高い子ども等を必要な支援につなげていくため、定期的に見守る体制の

強化を図ります。地域の支援機関のネットワークを活用し、家庭訪問や、電話等による状

況の把握、食事の提供、学習・生活支援などを実施します。 

児童健全育成事業【こども未来課】 200千円 

ヤングケアラーの支援に向けた連携強化を図るため、福祉・介護・医療・教育等の関係

機関による研修等を行います。 

母子父子福祉対策事業【子育て保健課】 10,272千円 

ひとり親家庭等の多様化する相談ニーズに対して、地域の民間団体の活用等による

休日・夜間相談や、同行支援、見守り支援等を実施し、相談体制の充実を図ります。 

また、母子・父子家庭及び寡婦に対して、母子・父子自立支援員による相談、母子父子

寡婦福祉資金の貸付等の業務を行い、就業、自立に向けた支援を行います。 

□充E

子どもの生活・学習支援事業【こども未来課】 7,100千円 

ひとり親家庭等のこどもの居場所づくりとして、あらかじめ登録された小学生以上の児

童に対して、ボランティア等による生活支援（食事の提供など）や学習支援の場を、市内８

か所で運営します。 

また、令和６年度は、こども食堂のネットワーク化により、関係機関との連携体制を強化

し、ひとり親家庭等の生活環境の向上を図ります。 

【子育て保健課】 2,084千円 

育児不安などで養育支援（家事・育児支援、専門的相談支援）が必要な家庭に対して

養育支援計画を作成し、訪問支援者（養育支援員・保健師・助産師等）を派遣して、定期

的な訪問等を行い、養育上の問題の解決、改善を図ります。また、家事・育児支援につい

て、引き続き、地域の民間団体等との連携による支援体制の充実を図ります。 
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学校や地域交流センターにおいて、保護者同士の交流の場として開催している「保護

者カフェ」について、不登校に関する悩みを抱える保護者を対象とした「保護者カフェ」を

開催するとともに、家庭教育アドバイザーによる訪問支援を行うことで、保護者の心理的

負担の軽減を図ります。 

また、引き続き、家庭教育の充実に向けた家庭教育講座を開催するとともに、「山口市

家庭教育支援チーム」による家庭教育支援ダイヤルに依頼のあった家庭への訪問相談

やオンライン相談、就学時検診、仮入学の機会を利用した家庭教育講座などを開催しま

す。 

【社会教育課】 1,937千円 

【社会教育課】 607千円 

【こども未来課】 9,381千円 

子育ての援助を受けたい人と援助を行いたい人の橋渡しを行う「ファミリーサポートセン

ター」の運営を行います。地域子育て支援拠点において、引き続き、ファミリーサポートセン

ターの受付業務を実施することで、子育て世代の負担軽減を図ります。

【保育幼稚園課】 108,068千円 

市内４か所の病児保育所において、病気回復期に至らない児童で、集団保育が困難

な場合や家庭保育ができない場合に一時預かりを行います。 

＜市内の病児保育所＞ 

・メディキッズ山口（吉敷地域）

・のせ・おおうち病児保育所（大内地域）

・メディキッズ新山口（小郡地域）

・まえば小児科病児保育（小郡地域）

□充E

私立保育園特別保育事業【保育幼稚園課】 13,110千円 

医療的ケア児（日常生活を営むために医療を要する状態にある児童）が、保育所等の利

用を希望する場合に、受入れが可能となるよう、保育所等に対する支援を行います。 

□充E

【保育幼稚園課】

□充E

6,192,330 千円 

令和５年度当初において待機児童は解消されたものの、年度途中においては地域別・

年齢別に待機児童が発生している状況であることから、年間を通した保育園等の待機

児童の解消に向けて、定員を１４９人拡大します。 

なお、令和６年度の定員拡大は以下のとおりです。 

・認可保育園

「大内すこやか保育園（大内）」（定員４５人増：９０人→１３５人）

「みのり保育園（宮野）」（定員１０人増：６０人→７０人） 

・認定こども園

「菅内幼稚園（大内）」（認定こども園移行：保育園部の定員８７人）

「明星幼稚園（大殿）」（定員７人増：６６人→７３人） 

市立保育園管理運営業務 

666,882千円 

へき地保育所管理運営業務 

47,813千円 

私立保育園運営事業 

3,660,721千円 

認定こども園運営事業 

1,437,839千円 

地域型保育運営事業 

  342,521千円 

市立認定こども園管理運営業務 

36,554千円 
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□充E

□充E

 放課後児童クラブ運営事業【こども未来課】 976,331千円 

放課後児童クラブの待機児童の解消に向けて、定員を２４０人拡大します。 

なお、令和６年度中の定員拡大は以下のとおりです。 

・小郡小学校区（定員：１１０人→17０人）

「はちのこ第 3学級」（定員６０人増）

・大内小学校・大内南小学校区（定員：３００人→４２０人）

「大内臨時学級」の開設（定員１２０人増）

・平川小学校区（定員：１８５人→２４５人）

民間事業者への助成を通じた放課後児童クラブの開設（定員６０人増）

□充E

放課後児童クラブ整備事業【こども未来課】 762,022千円 

待機児童の解消に向けて、放課後児童クラブの新設や移転増設を行います。 

なお、令和６年度の整備予定は以下のとおりです。 

・大歳小学校区 「さわやか第３学級」 新設（定員１２０人：令和７年度開設予定）

・鋳銭司小学校区 「わくわく学級」 移転増設 （定員３０人増：令和８年度開設予定）

・嘉川小学校区 「おおぞら第２学級」 新設（定員１００人：令和７年度開設予定）

・阿知須小学校区 「おひさまクラブ３」 新設（定員１２０人：令和７年度開設予定）

□充E

保育の受け皿づくりを引き続き進めていくために、保育士等の人材確保につながる取組

を進めます。令和６年度は、市内の私立保育園等に新たに就職する新卒者に対し、１０万円

（１年目：５万円、２年目：５万円）を助成する就職支援制度を創設します。また、保育人材の

年間を通じた求人募集や県の保育士就職支援金貸付事業等の情報発信に引き続き取り組

みます。 

また、子育て支援員等を保育補助者として雇用する保育施設を支援します。さらに、やまぐ

ち子育て福祉総合センターにおける「保育士資格応援講座」や、保育資格所持者の保育現場

への復帰促進に向けた「潜在保育士応援講座」を開催するとともに、受講者を始めとした求

職者と各保育施設とのマッチング強化や保育士養成校等との連携を進めます。 

○新E

【保育幼稚園課】 2,250千円 

【保育幼稚園課】 6,041千円の内数 

【保育幼稚園課】 307,098千円の内数 

【保育幼稚園課】 59,053千円の内数 

【保育幼稚園課】 16,963千円の内数 

放課後児童クラブ運営事業【こども未来課】

976,331千円の内数

放課後児童クラブ支援員の確保・雇用の安定化に向けて、中堅職員（週の勤務時間が

２０時間以上の支援員）の育成に向けた処遇改善等に引き続き取り組みます。 

整備中のはちのこ第３学級 さわやか第２学級の様子 
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【こども未来課、保育幼稚園課、子育て保健課、障がい福祉課など】

関係機関との連携のもと、未就学児の発達支援の充実に向けて、公共施設や保育人

材の有効活用等について、支援の充実に向けた検討を進めます。 

【障がい福祉課】 7,385千円 

子どもの発達支援については、引き続き、ライフステージに応じた切れ目のない支援

に取り組みます。子どもの発達に関する相談窓口の周知活動、発達支援に関わる専門

職による子ども発達相談会などを行うとともに、放課後児童クラブにおける環境整備等

への助言を行うための巡回支援専門員の派遣、地域の支援者の育成に向けた保健師・

保育士・幼稚園教諭等を対象とした研修会を実施します。 

また、発達障がいへの理解促進に向けて、ＶＲ（仮想現実）機器を用いた体験会を行

うとともに、児童発達支援センター等との連携のもと、発達障がい児やその家族の皆様

が地域において必要な支援を受けることができるよう、地域の支援体制の構築に向けた

取組を進めます。 

【こども未来課】 976,331千円の内数 

放課後児童クラブにおいて、支援が必要な児童への支援体制の充実を図るため、

専門的な知識・技術を有する専門員による支援員を対象にした研修会や現場指導等

を実施します。 

【健康増進課】 6,696千円 

産科医療機関及び産科医等の確保に向けて、分娩手当を医療従事者に支給されている

産科医等に、分娩１件当たり１万円を上限に補助を行います。また、市内において、分娩を取

り扱う産科の新設や再開等を行う診療所に対して、設備導入に係る費用、承継に伴う医師

の招へい等の費用の一部を補助します（補助上限額２,０００万円・補助率 2/3）。 

【子育て保健課】 9,982千円 

不妊治療を受けている夫婦の経済的な負担を軽減するため、引き続き、医療保険の適用

となる不妊治療費の自己負担金の一部を助成します（上限金額３万円/年度）。また、不育症

治療費の自己負担金の一部を助成します（保険適用の有無を問わず、上限金額２０万円/

年度）。 

妊娠・出産包括支援事業【子育て保健課】 

49,513千円の内数

子育て支援アプリ「やまここｂｙ母子モ」の運用を通じ、妊娠届のオンライン提出など、妊婦

の手続きに係る負担軽減や利便性の向上を図ります。また、同アプリを活用し、妊娠８か月

頃の妊婦を対象とした出産・育児等に関する面談の案内やアンケートを実施することで、必

要な支援につなげます。 
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母子保健指導事業【子育て保健課】 18,827千円の内数 

婚姻届出時（希望者）及び妊娠届提出時に、産まれてくる子どもの神経管閉鎖障害や妊

娠期の貧血等の予防に効果が期待される葉酸サプリを配布することを通じて、健康管理を

促す栄養指導を強化します。 

また、妊娠届出時の保健指導や、保健師・助産師による妊産婦・乳幼児の訪問指導を行

います。 

【こども未来課】 143,326千円 

妊娠届出や出生届出を行った妊婦等に対し、出産育児関連用品の購入や子育て支援サ

ービスの利用の負担軽減を図るため、妊産婦等への伴走型相談支援と一体的に給付金を

給付します。妊娠届出時・出生届出時に、それぞれ５万円、計１０万円を給付します。 

妊娠・出産包括支援事業【子育て保健課】 200千円 

特定妊婦等の経済的負担の軽減を図り、必要な支援につなげるため、初回産科受診料を

支援します。 

□充E

妊娠・出産包括支援事業【子育て保健課】 7,460千円

安心して子育てができるよう、産婦に対して心身のケアや助産師等による授乳や育児指導

などの育児サポートを行う産後ケア事業を自己負担なしで実施します。 

□充E

□充E 公園リフレッシュ整備事業【都市整備課】 19,000千円 

誰もが安心して遊べるインクルーシブ遊具の設置を始めとした遊び場機能の強化に向け

て、河原谷公園（佐山）の再整備に向けた取組を進めます。令和６年度は、測量・設計を実

施します。 

○新E 公園管理事業【徳地総合支所土木課】 1,000千円 

公園の遊具の劣化に伴い、既存の遊具を撤去し、新たな遊具を設置します。令和６年度

は、設計を行います。 

【湯田温泉パーク整備推進室】 （詳細は、７７ページ） 3,192,419千円 

公園リフレッシュ事業【都市整備課】 20,009千円 

都市公園施設の事後保全的な維持管理から、予防保全的な維持管理への転換を図る

ため、令和４年度に「山口市公園施設長寿命化計画（計画期間：令和５年度～令和１４年

度）」を策定しました。本計画のもとで、公園が安心して利用できるよう、計画的に施設を更

新します。 

令和６年度は、サビエル公園、高砂公園、若草公園のトイレ改修工事、椹野公園の水飲

み・手洗場改修工事を行います。 

□充E

私立保育園特別保育事業【保育幼稚園課】 12,348千円 

国の補助事業を活用し、障がいの有無に関わらず誰もが一緒になって遊べるインクルー

シブ遊具等の整備を行う私立保育園に対して支援を行います。

□充E 2,260千円 

児童健全育成事業【こども未来課】

「第二期山口市子ども・子育て支援事業計画」が令和６年度をもって計画期間を満了するこ

とに伴い、「第三期山口市子ども・子育て支援事業計画（計画期間：令和７年度～令和１１年

度）」を策定します。 

23



【こども未来課】 ― 

国においては、こども政策を総合的に推進するため、政府全体のこども施策の基本的な方

針等を定める「こども大綱」を令和５年１２月に閣議決定されました。「こども基本法（令和５年４

月施行）」において、市町村は、この「こども大綱」を勘案して、各自治体におけるこども施策に

ついての計画を定めるよう努めることとされています。こうした国の動向や県における山口県

こども計画の策定状況なども踏まえながら、本市における「（仮称）山口市こども計画」の策定

に向けた検討を進めます。 

□充E

児童健全育成事業【こども未来課】 2,441千円 

子育て世代のニーズに沿った子育て支援情報発信の仕組みづくりを構築します。令和６年

度は、ＳＮＳを活用した子育て支援情報発信の更なる強化を図ります。また、引き続き、山口市

子育て応援サイトのリニューアルに向けた取組を進めるとともに、「子育て支援情報ハンドブッ

ク」を発行します。
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E 英語指導助手配置事業【学校教育課】 46,600千円 

市立小・中学校に１１名のＡＬＴ（外国語指導助手）を配置し、本場の英語を体験する時間を

設けることで、英語によるコミュニケーション能力の向上を図ります。  

また、外国の方々との直接的なコミュニケーションの機会の充実を図り、英語の学習意欲の

向上につなげるため、令和５年度から開始した海外とのオンライン授業や、ＡＬＴを講師とし、留

学生や大学生の協力のもと開催するやまぐちＥｎｇｌｉｓｈ Ｖｉｌｌａｇｅについて、令和６年度は、実

施校数・開催回数を拡充して実施します。さらに、英語教員の指導力向上や英語教育の改善

を図るため、外部講師による研修会を開催します。 

□充E

子ども芸術体感事業【学校教育課】 12,465千円の内数 

市立小・中学校とＹＣＡＭとの連携による先進的な教育事業として、「やまぐち子ども未来型

学習プロジェクト」の取組を進めます。 

令和６年度は、令和５年９月に第 1７回キッズデザイン賞の経済産業大臣賞を受賞した 

「３６０°図鑑」の取組を市内全ての市立小学校で引き続き展開するとともに、市立中学校にお

ける日常的な授業等でのＩＣＴ活用を図る取組や、教職員の指導力向上を図るための研修を

実施します。また、新たに、情報リテラシー教育の取組を実施することで、ＩＣＴを積極的に活用

できる児童生徒の育成を図ります。 

□充E

ＩＣＴ教育推進事業【学校教育課】 544,141千円 

児童・生徒１人１台のタブレット端末や電子黒板等のＩＣＴ機器を活用した学習活動の更なる

充実を図るため、これまで導入してきた電子黒板等の計画的な更新・増設を行います。 

また、市立小・中学校における指導者用デジタル教科書やＡＩドリル教材、授業支援ソフト等

を引き続き活用するとともに、学校におけるデジタル化やＩＣＴ教育の支援体制として、情報教

育支援アドバイザーや、ＩＣＴ機器の活用をサポートする情報教育支援員 13名を配置します。 

さらに、令和６年度から、統合型校務支援システムの運用を開始し、校務事務の効率化を図

ることで、教職員が子どもたちと向き合う時間や授業準備にかける時間の確保につなげます。 

各学校の実情に応じて、引き続き、特別支援教育事業補助教員、確かな学力アシスト事業

補助教員、日本語指導補助員、部活動指導員を配置します。 

【学校教育課】 124,938千円 

【学校教育課】 137,608千円の内数 

やまぐちＥｎｇｌｉｓｈ Ｖｉｌｌａｇｅの様子 

３６０°図鑑 ３６０°図鑑作成の授業風景 
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□充E

本市では、コミュニティ・スクールの仕組みを生かした地域連携教育の取組を基盤としなが

ら、義務教育９年間の連続した子どもの成長と学びを支え、子どもたちが「本物の学力」を育むこ

とを目的として、小中一貫教育の取組を進めています。 

令和６年度は、小中一貫教育の本格実施に向けて、未来を担う子どもたちの「地域づくり」や

「学校づくり」の提案を具現化する取組を引き続き進めます。 

【学校教育課】 1,446千円の内数 

□充E

【学校教育課】 7,697千円の内数 

□充E

地域全体で未来を担う子どもたちの学びや成長を支え、地域とともにある学校づくりと学校を

核とした地域づくりを目指し、コミュニティ・スクール推進活動や各中学校区における小・中連携

の取組に対する支援などを行います。 

令和６年度は、学校運営協議会等に参画した児童・生徒からの提案の具現化を図る取組に

ついて、小中一貫教育の推進につながる取組を引き続き重点的に支援します。また、全ての

小・中学校に配置している地域学校協働活動推進員（地域協育ネットコーディネーター）の活

動促進と人材育成を図るとともに、地域が有する人材や教育力を生かした生涯学習の推進に

向け、引き続き、やまぐち路傍塾の活動推進を図ります。 

□充E

【学校教育課】<再掲> 7,697千円 

【社会教育課】 22,501千円 

□充E
17,402千円 

部活動地域移行推進事業【○新部活動地域移行推進室←○現スポーツ交流課、文化交流課、学校教育課など】 

国においては、令和４年に中学校部活動の地域移行に関するガイドラインを示され、令和５

年度から７年度までを「改革推進期間」として位置付けられています。 

本市では、令和５年度に中学校部活動改革推進協議会を開催し、地域や関係団体等の御

意見を伺いながら、円滑な地域移行に向けた検討を進めています。 

令和６年度は、交流創造部内に「部活動地域移行推進室」を設置し、地域移行に向けた取組

を本格化することで、令和８年度からの地域移行を目指します。 

市立小・中学校の学校図書の充実を図るとともに、学校司書を小学校に１６名、中学校に８

名配置します。また、学校、幼稚園、保育園等への定期的な配本・団体貸出、学校司書との連

携に加え、学校図書館用の資料購入などの支援サービスを実施します。 

【学校教育課】 52,202千円 

【中央図書館】 5,726千円 

【教育総務課】 87,951千円 

市立小・中学校の統廃合やバス路線廃止で通学不便となった地域において、スクールバス

等の運行による通学支援や学期ごとの定期券購入費補助を行っています。また、通学距離が

おおむね３ｋｍ以上で路線バス等を利用して通学する児童を対象とするバス代等の半額補助

を引き続き行います。 

仁保小・中学校における小中一貫教育の取組 
（小６・中１ 野鳥観察会） 

平川小・中学校における小中一貫教育の取組 
（中学校教員による小学校での英語の授業） 
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教育相談員や、スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー、いじめ初動対応サポー

ター、いじめ不登校専門相談員等の連携のもと、いじめ・不登校問題の解消に取り組みます。

スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーの派遣、いじめ初動対応サポーターと

専門相談員２名による学校との連携やカウンセリングなどを行うとともに、教育支援センター

（あすなろ教室）において、不登校の児童・生徒一人ひとりの状況に応じた活動内容を計画し、

学校への復帰と自立に向けた支援を行います。 

【学校教育課】 16,096千円 

【学校教育課】 13,217千円 

【学校教育課】 4,134千円 

【社会教育課】<再掲> 1,937千円 

【社会教育課】<再掲> 607千円 

【教育施設管理課】 16,000千円 

児童数が増加し、普通教室の不足が見込まれる学校について、校舎等の増改築等を行いま

す。 

＜校舎増改築に向けた耐力度調査＞白石小 

□充E

小・中学校施設について、予防保全型の長寿命化工事などを順次進めます。 

なお、令和６年度の予定は、以下のとおりです。 

・校舎長寿命化改良 ＜設計＞大内小 ＜工事＞湯田中

・トイレ洋式化  ＜設計＞小鯖小、中央小 

＜工事＞湯田小、平川小、潟上中、二島中 

・キュービクル改修  ＜設計＞仁保小、鴻南中、阿知須中

＜工事＞大海小 

・消防用放送設備改修 ＜工事＞仁保小

・校舎非構造部材耐震化に合わせた一部改修 ＜工事＞白石小

【教育施設管理課】 274,031千円 

【教育施設管理課】 623,100千円 

小学校施設安心安全推進事業【教育施設管理課】 15,000千円 

小・中学校施設の防災機能を高めます。 

小・中学校施設の耐震化（平成２７年度完了）や、屋内運動場における吊り天井撤去（平成 

３０年度完了）、屋内運動場等の非構造部材（例：バスケットゴール・照明器具など）の落下防

止対策（令和５年度完了）に続き、令和６年度は、校舎における非構造部材（例：吊り天井、照

明器具など）の落下防止対策を行います。 

・校舎非構造部材耐震化改修<工事>白石小
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事 業 名 等 事 業 費 

結婚を希望する方の出会いの創出や交流を図る婚活イベント等を支援します。 

また、農林水産業の担い手の定住促進を目的とした出会いの創出を図るイベント等を支

援します。 

【こども未来課】 300千円 

【農山村づくり推進課】（詳細は、５５ページ） 500千円 

□充E

― 

湯田温泉観光誘客事業【観光交流課】、湯田温泉パーク整備事業【湯田温泉パーク整備推進室】、 

小郡がつながる・つなげる交流促進事業【小郡総合支所地域振興課】など

大規模なイベントを活用した誘客事業を始め、市内でのイベント等の実施により、若者が
活躍し、楽しめる場の充実を図ります。（詳細は、「重点プロジェクト５ 元気な県都づくり」） 

若者の遊び場の充実に向けて、令和６年度は、都市機能誘導エリアを中心としたエリアに
おけるアミューズメント施設等の立地促進に向けた情報収集や検討を進めます。 
また、令和７年４月に供用開始を予定している湯田温泉パークのプレイベントとして、高校

生や大学生を対象に、新たな遊び場の創出やコミュニティの形成につながるイベントを実施
します。（詳細は、７７ページ） 

【スマートシティ推進室】 57,594千円の内数 

【湯田温泉パーク整備推進室】 3,192,419千円の内数 

【スマートシティ推進室】 （詳細は、８２ページ）

20,000千円 

57,594千円の内数 

○新E ― 

都市連携推進事業【企画経営課】 2,000千円 

経済団体の若手組織などが行う、圏域内での交流を促進する新たな取組や、全国規模の大
会の開催に向けた取組等などの支援を通じて、次世代の圏域を担う人材の育成を図ります。 

2,450千円 

にぎわいのまち支援事業【中心市街地活性化推進室】

中心商店街において、各商店街の担い手と大学生を始めとした若者が連携して行うにぎ
わい創出の取組を支援します。 
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 シェアサイクルの更なる充実やシェアカーの導入促進、ＪＲ駅の利便性向上など、若者が
市内をより円滑に移動できるように、移動手段について、検討や取組を進めます。  

□充E  【交通政策課】 14,400千円 

□充E  【管財課】 34,539千円の内数 

□充E  【中心市街地活性化推進室】  143,500千円の内数 

□充E  【交通政策課】 18,769千円の内数 

□充E   若者地元就職促進事業【ふるさと産業振興課】 45,100千円 

 大学生を始めとした若者等の地元就職の促進に向けた取組を進めます。 

令和６年度は、新卒者等の若手人材の確保を目指し、インターンシッププログラムの改善

や立ち上げを行おうとする市内中小企業等への伴走支援を行うとともに、山口県央連携都

市圏域内の複数企業等が連携し、大学生等のグループを受け入れる地域連携型インターン

シップの試行に取り組みます。 

また、本市の誘致企業においても、人材確保が課題となっている中、地元の学生にとって

誘致企業が就職先の選択肢となるよう、認知度向上につながる情報発信等を行います。 

さらに、引き続き、初任給の引き上げや、奨学金返済支援、各種手当の新設・増額等の福

利厚生の充実に取り組む市内企業への支援を行います。 

また、ＫＤＤＩ維新ホールにおいて、山口県央連携都市圏域内の中学生等を対象に、圏域

内の企業紹介・職業体験などのブースを設置した総合的な職業理解フェア「やまぐち未来の

しごとフェスタ」を開催するとともに、ウェブ上のオンライン会場においても企業紹介などを行

うことで、地元就職の促進を図ります。 

さらに、地元企業の魅力を発信する「やまぐちしごと応援サイト」に、市内中小企業等の紹

介動画や、大学生の市内企業の業務体験動画を掲載し、市内企業の認知度向上を図りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 【ふるさと産業振興課】 10,380千円の内数 

 起業家が高校生を対象に出前授業等を行うことで、起業機運の醸成につなげる「起業家教

育プログラム」を実施します。（詳細は、３７ページ） 
  

□充E  
 

 

外部人材活用事業【農山村づくり推進課】 （詳細は、５４ページ） 

106,500千円 

 

A 消防団員災害等活動事業、消防団管理運営業務【警防課】 1,740千円 

 将来の地域防災の担い手となる人材を育成するため、市内大学及び専門学校に通いな

がら消防団活動を行う学生消防団員の入団促進と活動推進に取り組みます。顕著な活動を

した団員に、活動認証状を交付し、認証状の交付を受けた団員（ＵＪＩターン者含む）が市内

企業に就職した場合には、就業奨励金（１０万円）を交付するとともに、雇用した企業には、雇

用奨励金（３０万円）を交付します。 

 

令和５年度「やまぐち未来のしごとフェスタ」の様子 
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事 業 名 等 事 業 費 

   

  55,000千円 

 スマート農業推進事業【農業振興課】  

 経営規模の拡大や、担い手不足の解消、農業生産における省力化に向けて、デジタル技

術を活用したスマート農機を始めとした農業機械等の導入を支援します。 

令和６年度は、引き続き、省力化や生産性の向上につながるスマート農機等の導入を支

援（補助率１/２・補助上限額３００万円）します。また、農業者が経営の効率化や生産性向上

等に取り組むために必要な農業用施設の整備や農機具の購入等への支援を行います（認

定農業者等への支援：補助率１/３｟補助上限額４０万円｠、認定農業者等以外の方への支

援：補助率１/３｟補助上限額２０万円｠）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  森林経営管理事業【農林整備課】 184,897千円の内数 

 航空レーザを活用した森林資源情報の高精度化・高度利用化により森林施業を促進す

るとともに、航空レーザの解析データを基に、市内森林のゾーニングを行い、長期的・計画

的な視点に立った森林経営管理制度の適正かつ効率的な事業展開を進めます。  

また、生産性の向上に向けて、森林組合を始めとした林業事業体における森林施業の省

力化につながるＩＣＴ機器等の導入を支援します。 

 

   

 【農業振興課】 60,190千円 

 新たな担い手の確保・育成に向けて、国や県の支援制度を活用し、現地での就農体験へ

の支援や経営ノウハウ等の習得に向けた実践的な研修への支援、経営開始直後の新規就

農者の資金支援などを行うとともに、本市独自の支援として、経営開始に必要な農業用機

械・施設への支援や新規就農者の本市への定着、定住を図るための家賃補助を行います。 

 

  森林経営管理事業【農林整備課】 184,897千円の内数 

 新規林業従事者の確保・育成に向けて、免許等の資格取得への支援や新規就業者の定

着支援(引越し費用補助：上限１０万円・補助率１/2、家賃補助：上限３万円）を行います。 
 

 【水産港湾課】 945千円 

 新規漁業就業者の確保・育成に向けて、国や県の研修制度に加え、本市独自の取組とし

ては、長期漁業研修生に対し、漁業研修期間中の住宅手当助成制度として、月額３万円を

上限に補助するとともに、研修１年目について、月額３万円の生活支援金を支給します。 

また、研修後の新規漁業就業者の経営安定化に向けた経営自立化支援金については、

県制度を活用した３年間の支援に加え、本市独自の取組として、支援期間を２年間延長し、

計５年間の支援を行うことで、新規漁業就業者の確保につなげます。 

 

 【農業振興課】 102,656千円 

 認定農業者や集落営農法人等の経営基盤の強化に向けて、農業用機械・施設整備等へ

の支援を行います。 
 

直進アシスト機能付きトラクター 農業用ドローン 

 

操作画面 
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□充E

□充E

仁保の郷整備事業【農山村づくり推進課】 一部補正 572,600千円 

道の駅「仁保の郷」の老朽化への対応や、駐車場不足への対応、農産物・特産品の更な

る販売促進に向けて、令和５年度に、道の駅「仁保の郷」大規模改修に係る基本設計及び

実施設計を行いました。 

令和６年度は、朝市広場及びレストランの増改築工事を行うとともに、駐車場の増設に向

けた用地取得及び造成設計、敷地内通路拡幅等に向けた設計を行います。 

施設全体のリニューアルオープンは、令和８年度を予定しています。 

  <今後のスケジュール> 

   令和７年度 朝市広場等供用開始 

本館改修工事（老朽化対策等） 

建物周辺整備工事（駐車場整備、 

敷地内通路拡幅等） 

令和８年度 全面供用開始 

（3月補正：400,000千円） 

（当初予算：172,600千円）

□充E

令和６年度は、引き続き基本設計を進めます。また、移転整備に向けて、整備予定地前

面道路（県道宇部防府線）の管理者である県との協議を進めます。 

【農山村づくり推進課】 9,200千円 

【秋穂総合支所地域振興課】 1,234千円 

【農業振興課】 1,806千円 

市内の農林水産物の認知度向上や販売促進を図るため、関係団体等と連携し、生産者等

による地元の農林水産物の直売イベントを開催します。令和６年度は、新山口駅や中心商店街

での定期的なマルシェの開催やイベントへのブース出展を行います。 

また、山口県央連携都市圏域の道の駅等を巡るスタンプラリーや、南部の地域資源を活用

した瀬戸内美食ツアーを開催します。 

【農業振興課】 14,139千円 

国の「みどりの食料システム戦略」を踏まえ、地域循環型農業の実現に向けた取組を進めま

す。農業者等の地域ぐるみで行う化学肥料・化学農薬低減の取組と併せて実施する有機農業

や堆肥の施用などの営農活動等に対して、支援を行います。 

また、有機農産物等の理解促進・地産地消に向けて、山口県央連携都市圏域の連携のもと

で「オーガニック＆ナチュラルライフ ガーデンフェア」を開催するとともに、モデル校の学校給

食において、学校・地域・農業者等が連携し、有機農産物の計画的な活用を図る取組を進めま

す。 

道の駅「仁保の郷」 

「あぐまるやまぐち」 

「オーガニック＆ナチュラルライフ ガーデンフェア」の様子 
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 【農業振興課】 5,138千円 

 

農林水産物の高付加価値化の促進に向けて、６次産業化の推進を図ります。 

令和６年度は、引き続き、新規加工品の開発への支援、加工施設の整備への支援、商工業

者と市内の農林水産事業者が連携して行う加工設備の整備への支援を行います。 
 

 【農業振興課】 36,500千円 

 地域の特性に応じた園芸品目の産地育成と拡大を図ります。農家の所得向上に向けて、栽

培用ハウスに係る資材経費等を支援するとともに、新規就業者等の受入れ・定着に向けて、園

芸産地等の規模拡大・生産体制強化等に資する園芸用機械・施設の導入経費を支援します。 

  

  地域特産物流通支援事業【徳地総合支所農林課】 1,800千円 

 令和２年度に本市で初めて地理的表示（ＧＩ）に登録された「徳地やまのいも」の更なる高付

加価値化や生産量の拡大に向けて、新規生産組合員の種芋購入支援、生産拡大や省力化に

必要な機械器具等への支援、新たな加工品開発の研究、優れた栽培技術の継承に向けた研

修会の開催などを行います。 

  

 【阿東総合支所農林課】 700千円 

 
新たな野菜生産者の掘り起こしにより、野菜生産量の増加を図るため、野菜の栽培講習会を

実施します。また、自家消費できなかった野菜を集荷することで、更なる出荷量を確保します。  

 【農業振興課、阿東総合支所農林課】 17,896千円 

 畜産農家の経営基盤の強化を図ります。令和６年度は、引き続き、肉用牛の地域一貫生産

体制の確立に向けて、市内産黒毛和牛の肥育素牛の導入や繁殖雌牛の導入、子牛生産の促

進を支援するとともに、飼養規模拡大のための施設整備（畜舎等）を支援します。 

 

   

 【農業振興課】 11,714千円 

 山口農業振興地域整備計画の見直しを引き続き進めます。令和６年度は、農用地の地図

データの作成・整理を行うとともに、農用地区域図のオープンマップへの搭載を行います。   

 【農業振興課】 38,913千円 

 各集落における話し合いによって定めた人・農地プランに基づき、地域の中心経営体へ

の農地集積を進め、それに協力する地域や農家に対して協力金を交付します。 
 

 【農林整備課】  一部補正 310,691千円 

 ・黒潟地区(１３３ha)平成２７年度～令和７年度 

・鋳銭司地区（76.0ha）平成２８年度～令和８年度 

・徳地島地下地区（21.3ha）平成３０年度～令和７年度 

・川西中地区（25.4ha）令和元年度～令和７年度 

・佐山北第一地区（24.7ｈａ）令和３年度～令和９年度 

・徳地島地上地区（１８．３ha）令和５年度～令和１１年度 

≪補正分≫ 77,471千円 

土地改良事業等に係る県事業負担金 

○農業競争力強化農地整備事業（区画整理等） : 黒潟、鋳銭司、島地下、川西中、 

佐山北第一、島地上 

○海岸メンテナンス事業（老朽化対策） : 昭和開作 

（3 月補正：77,471 千円） 

（当初予算：233,220 千円） 

 【農林整備課】 31,000千円 

 佐山・嘉川・名田島・陶地域のほ場整備の事業採択に向けて、令和６年度は、補助事業

採択申請に必要となる調査と資料作成を進めます。 

・佐山北第二地区（約３５ｈａ）：公共用地編入業務 

・川西上地区（約３３ｈａ）：公共用地編入業務、促進計画作成業務 

・新開作東地区(約２５ｈａ)：公共用地編入業務、促進計画作成業務 

・陶地区（約６０ha）：地形図作成業務、農地等集団化業務 

  

 【農林整備課】 3,382千円 

 団体営土地改良事業に対する市負担分を補助金として事業主体に交付します。 

令和６年度は、阿知須、椹野川東の土地改良区における揚水機場の更新等を支援します。 
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□充E    

 有害鳥獣による人的被害の発生を防止するため、引き続き、地域ぐるみでの被害防止に向

けた体制づくりや研修会を開催します。また、有害鳥獣による農作物被害を防止し、農業者の

経営安定化を図るため、侵入被害防止柵の設置などを支援します。令和６年度は、有害鳥獣

被害の軽減に向けた実証的なＧＰＳデータの活用に取り組みます。 

 

 【農業振興課】 9,158千円 

 【農業振興課】 19,727千円 

○新E  【スマートシティ推進室】 10,000千円 

 【徳地総合支所農林課】  360千円 

 徳地地域において、椎茸生産技術の継承、生産量拡大、後継者育成を図るため、椎茸生産

の担い手育成に向けた栽培技術研修を行います。 
  

 【農林整備課】 800千円 

 椎茸等特用林産物の生産量増加及び高品質化を図るため、生産施設（乾燥機・作業用建物

等）の整備を支援します。 
  

□充E  【農林整備課】 184,897千円 

 「森林経営管理法（平成３１年４月１日施行）」に基づく「森林経営管理制度」により、経営管理

が行われていない森林について、市が仲介役となり、森林所有者と林業経営者をつなぐシステ

ムを構築し、担い手を探します。 

令和６年度は、森林環境譲与税を活用して、徳地地域（野谷）における経営管理が行われて

いない森林所有者の意向確認調査や、経営管理権を取得した森林の森林施業に取り組みま

す。 

また、森林の適正な保全管理を行うため、森林施業に係る経費など、林業事業体に対する

支援や、市内産木材の利用促進に向けて、市内産木材を使用した住宅を市内施工業者等によ

り新築した市民に対する支援を行います。 

  

 【地籍調査課】 131,467千円 

 第７次国土調査事業十箇年計画（計画期間：令和２年度から令和１１年度）に基づき、地籍調

査を進めます。令和６年度は、宮野上地区、小郡下郷地区、秋穂二島地区、阿東生雲西分地

区の実施を予定しています。 

 

 【農林整備課など】  103,996千円 

 山林における生産・生活環境基盤整備の促進及び林道利用者の安全を図るため、林道の維

持管理を行います。令和６年度は、林道橋の補修工事、調査設計及び点検を実施します。 
 

 【水産港湾課】 30,000千円 

 漁港施設の長寿命化を図るため、機能保全計画に基づき、漁港施設の保全工事を進めてい

ます。令和６年度は、秋穂漁港（大海地区）の浚渫工事及び測量調査を行います。 
  

 【水産港湾課】 3,970千円 

 

漁業生産量の向上、販路拡大をするための環境整備への支援により、漁業者の所得向上を

図ります。令和６年度は、引き続き、牡蠣養殖の１０月操業開始に向けた環境整備への支援を

行います。また、県事業によるカサゴ・キジハタ・メバルを対象魚種とした当歳魚保護礁・幼稚

魚育成礁の設置に取り組みます。（県事業負担金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

牡蠣の養殖 
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 【水産港湾課】 4,779千円 

 水産資源の保護・回復に取り組みます。引き続き、漁業協同組合が実施するカサゴ、キジハ

タ、アユ等の種苗放流事業の経費の一部を補助します。 
 

 【水産港湾課】 2,901千円 

 市内産水産物を使った魚食普及推進活動を通じて、本市の魚介類の魅力発信、市内消費

の拡大を図ります。また、学校給食への市内産水産物の供給、若者世代等を対象とした魚食普

及講座などを開催します。 
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事 業 名 等 事 業 費 

○新E   ― 

 

本市におけるあらゆる産業分野の人材確保と、移住・定住促進の取組を一体的に進めるた

め、組織体制の強化として、商工振興部ふるさと産業振興課内に「人材確保支援担当」を新設し

ます。 
 

□充E   人材確保企業重点支援事業【ふるさと産業振興課】 21,858千円 

 市内中小企業等において、人手不足が経営上の大きな課題となる中、人材確保に取り組む企

業への支援として、求人情報サイトや人材紹介サービス等の利用料、採用ホームページの作成・

改修・動画制作等に係る経費、企業説明会等の出展に係る経費などを支援します。 

また、市内企業の採用力の向上や、外国人労働者の受入れなどに関するセミナー、アクティブ

シニアを対象としたセミナーや市内企業との面談会を開催するとともに、就職氷河期世代をはじ

めとした求職者を対象とした就職支援に向けたスキルアップなどのセミナーや市内企業との交

流会を開催します。 

加えて、令和６年度は、深刻化する人手不足への緊急的な対応として、人が行っていた既存

業務を代替（省人化・省力化）する機器等の導入に係る経費などの支援を行います。 

 

 

 

 

 

  

□充E  【ふるさと産業振興課】  4,000千円 

 中小企業の後継者不足に対する重点的な支援を行います。商工会議所、商工会、士業等専

門家、金融機関、行政の連携による山口市版のプラットフォーム（事業承継支援協議会）や、山

口県央連携都市圏域における商工会議所・商工会との連携のもとで令和３年度に形成した圏域

版のプラットフォームにおいて、事業承継支援の取組を展開します。 

令和６年度は、県の事業承継・引継ぎ支援センター等との連携のもと、後継者を求める企業

の魅力を公開し、事業の引き継ぎ手とのマッチングを図る「オープンネーム事業承継」のモデル

事業に取り組むとともに、引き続き、相談体制の強化や、士業等の専門家派遣、経営者・後継

者・支援機関担当者向けのセミナー・研修会の開催、無料相談会の開催等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

Ｍ＆Ａをはじめ、経営基盤の強化に 

つながる様々な手法の検討を図りつつ、 

人材確保、事業承継を進めます。 

 

 
事業承継支援 

スタート 
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○新E    

 ２０２４年４月から、運送・物流業における時間外労働の上限規制が適用されることに伴う

諸問題、いわゆる「２０２４年問題」により、人手不足が更に深刻化する懸念がある中、不足

する運転士の確保や、配送サービスの維持確保に向けた地域等との連携による新たな取組

を進めます。 

  

○新E   交通政策推進事業【交通政策課】＜再掲＞ 18,769千円の内数 

 市民や観光客等の移動を支える公共交通であるバスやタクシーについては、現状の交

通サービスを維持するために必要な運転士が既に不足している状況にあります。こうした

状況を踏まえた緊急的な対策として、令和６年度は、引き続き実施する「運転士体験会」

に加え、新たに市内の路線バス・タクシー事業者（営業所を含む）の運転士として就労（正

規雇用）された市内在住者に対し、２０万円を助成する就労支援制度を創設します。 

  

○新E  
スマートシティ推進事業【スマートシティ推進室】 

37,306千円の内数 

 運転士の不足等により、とりわけ中山間 

地域の物流の維持が困難となることが予想 

される中、物流事業者と地域とが連携して 

行う持続可能な配送サービスの構築に向け 

た実証的な取組を支援します。 

  

□充E    

○新E  【保育幼稚園課】＜再掲＞ 2,250千円 

 【保育幼稚園課】＜再掲＞ 6,041千円の内数 

 【保育幼稚園課】＜再掲＞ 307,098千円の内数 

 【保育幼稚園課】＜再掲＞ 59,053千円の内数 

 【保育幼稚園課】＜再掲＞ 16,963千円の内数 

□充E  【介護保険課】  （詳細は、４３ページ） 6,500千円 

□充E  【ふるさと産業振興課】＜再掲＞    45,100千円  

□充E  【ふるさと産業振興課】 15,845千円 

 移住就業支援及びテレワーク移住支援として、東京２３区在住者等が県の登録する対象企

業への就職あるいは創業等を経て市内に移住した場合や、本人の意思により市内に移住し、

引き続き業務をテレワークで実施する場合には、２人以上世帯１００万円・単身世帯６０万円 

（１８歳未満の子１人につき１００万円の加算あり）の補助金交付により支援します。 

また、テレワーク移住については、東京２３区以外の東京圏、愛知県、京都府、大阪府及び

兵庫県在住者についても、２人以上世帯５０万円・単身世帯３０万円（１８歳未満の子１人につ

き５０万円の加算あり）を支援します。 

さらに、令和６年度からは、東京圏のキャンパスに在学する大学生の本市への UJI ターン

の促進に向けて、本市に立地する企業が実施する就職活動への参加に係る交通費を支援し

ます。 

  

  

【事業イメージ】 
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□充E    

□充E   人材確保企業重点支援事業【ふるさと産業振興課】 6,000千円 

 働く意欲のある女性が継続していきいきと働けるよう、就労環境の一層の充実を図り

ます。 

令和６年度は、女性が活躍できる職場環境づくりを図るため、事業者が行うトイレ等の

施設改修やスキルアップにつながる取組を引き続き支援します（助成限度額３０万円・補

助率 1/2、一般事業主行動計画を策定し、県から「やまぐち女性の活躍推進事業者」とし

て認定された場合は助成限度額５０万円・補助率 2/3） 

また、企業等の意識改革に向けて、男性の家事・育児への参画や育児休業取得率の向

上に向けたセミナーを開催するととともに、未就労者の就労意欲の向上に向けて、多様な

働き方や働く場を学ぶセミナーを開催します。さらに、働く意欲のある女性人材と企業と

の交流・就労マッチング事業を実施します。 

 

 【農業振興課】<再掲> 102,656千円 

 引き続き、女性・障がい者の方が働きやすい環境づくりとして、事務所やトイレの改修

等への支援を行います。 

の内数 

 【ふるさと産業振興課】 1,250千円 

 障がい者の特性に応じた就業を促進するため、障がい者雇用に係る事業所の環境整備

費用を助成します。（補助上限額２０万円・補助率１/２） 

また、障がい者雇用に向けた事業者向けのセミナー等を実施します。 

  

  多文化共生推進事業【国際交流課】   3,138千円 

 

外国人市民が地域社会の一員として安心して暮らしていけるように、多文化共生社会の

構築に向けた取組を進めます。令和６年度は、日本語ボランティア養成講座の開催、外国人

市民を対象とした日本語講座や日本の生活習慣講座の開催、高校生を対象とした多文化共

生講座、地域における住民と外国人市民との交流事業を実施します。 

 

 

 【ふるさと産業振興課】<再掲> 10,380千円 

 

山口市創業支援協議会における産学金官の連携のもと、相談・支援体制の強化を図り

ます。 

令和６年度は、起業家が高校生を対象とした出前授業等を行うことで、起業機運の醸成

につなげる「起業家教育プログラム」を実施するとともに、起業セミナーや創業者の事業Ｐ

Ｒ支援、経営基盤強化や経営革新講座、ＵＪＩターン創業の初期投資への支援、山口県央連

携都市圏域内の各産業支援施設の連携のもとでの広域的なセミナー・イベント等を開催し

ます。 

 

 【中心市街地活性化推進室】  41,500千円の内数 

 やまぐち創業応援スペース「mirai３６５」において、チャレンジショップの設置や、地場

産品のテストマーケティング、情報発信を行う「やまぐち良品プレイス」の運営を行いま

す。 

また、広域からの来街者の増加につながる集客イベントや百貨店・高等学校・美術館な

どの中心商店街の周辺施設と連携したイベントの開催、中心商店街の稼ぐ力の向上に向

けたセミナーの開催を行うとともに、商店街組合の枠を越えた連携事業や、大学生・高校

生が考案した特産品を使ったオリジナルスイーツの販売、チョコレート等を活用した新た

なブランド創出に向けた取組や中心商店街の風物詩となるような取組などへの支援を行

い、様々なプレーヤーが中心商店街に関わる機会を創出し、賑わいづくりの取組を進め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

山口県立大学の学生による自作スイーツの販売 山口農業高校による「山農マルシェ」 
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 【ふるさと産業振興課】 58,556千円 

 産業交流拠点施設内の産業交流スペース「Ｍｅｇｒｉｂａ（メグリバ）」の運営を行いま

す。 拠点施設内に入居する山口商工会議所広域ビジネスサポートセンターや、国・県

等の支援機関と連携した支援体制のもと、コワーキングスペース等を活用し、起業創業

の促進、中小企業の経営改善、新事業創出に向けたセミナー・イベントの開催、相談支

援を行います。併せて、次世代を担う産業人材の育成に向けた取組を進めます。また、

カフェやライブラリ機能の活用により、利用者同士の交流やビジネスマッチングを図る

など、幅広い世代が誰でも気軽に利用でき、多様な人材が交流するビジネスコミュニテ

ィの創出を図ります。 

  

   

 【ふるさと産業振興課】（詳細は、６３ページ） 11,554千円 

 【ふるさと産業振興課】（詳細は、３９ページ） 326,420千円の内数 

 【ふるさと産業振興課】 11,844千円 

 産業交流拠点施設の機能を活用した新産業や新事業の創出を図ります。 

県と共同で、産業交流拠点施設のメディフィットラボ内に設置した「やまぐちヘルスラ

ボ」において、引き続き、企業との連携による新製品開発のための実証事業を実施する

など、企業のヘルスケア関連製品・サービスの事業化支援を行うとともに、企業間の交

流・連携の場として活用することで、新たなヘルスケア関連産業の創出や事業化の促進

を図ります。 

  

 【農山村づくり推進課】（詳細は、５６ページ） 19,800千円 

□充E  【ふるさと産業振興課】 20,000千円 

 商工団体や民間事業者等と連携し、市内企業のデジタル・トランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）の促進やデジタル人材の育成の取組を進めます。 

市内企業のＤＸ促進に向けて、セミナーの開催や専門家窓口相談会の開催、専門家の

派遣を行います。 

また、プログラマー・クリエイター等のデジタル人材のネットワーク化や、人材育成を図る

ことで、起業創業や市内企業等のＤＸ促進につなげるとともに、大都市圏から仕事を獲得

する仕組みづくりを構築します。 

さらに、オープンイノベーションの手法を用いたＤＸの推進に向けて、市内企業とスター

トアップ企業の共創に向けたマッチングイベントを開催するとともに、AR（拡張現実）等を

活用した市内の回遊性向上や誘客促進につなげる実証事業を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 【ふるさと産業振興課】 1,047,733千円 

 市制度融資を通じて、中小企業の経営安定化や経営基盤の強化を図ります。 

市内中小企業等が長引く物価高騰の影響を受ける中、中小企業原油価格・物価高騰

等対策資金の申請期間を令和６年度末まで延長するとともに、引き続き、同資金制度を

利用される事業者に対して、信用保証料の支援を行います。 

  

  補正 20,000千円 

 商工業振興対策事業【ふるさと産業振興課】<再掲>  

  

市内中小企業のＤＸ促進に向けたセミナーの様子 
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 【ふるさと産業振興課】 2,800千円 

 本市の中小企業の成長促進を図るため、山口県央連携都市圏域内の中小企業を対象とし

たセミナー等の開催、市内企業や圏域内企業の連携による新商品等の共同開発支援を行い

ます。 

  

 【ふるさと産業振興課】<再掲> 326,420千円 

 本市のふるさと産品の付加価値向上や販路拡大を図ります。 

令和６年度は、ふるさと寄附金目標額６億円の達成に向けて、新たなふるさと納税返礼

品の掘り起こしを行うとともに、宿泊や、体験、食事などを組み合わせた着地型・体験型の

返礼品の造成に引き続き取り組みます。 

また、ＳＮＳ等を活用した広告など、本市のふるさと産品の認知度向上に向けたＰＲ事業

を実施します。 

さらに、ふるさと産品の販売促進に向けて、商談会やマッチングイベント等への出展支援

を行うとともに、山口県央連携都市圏域の７市町連携での物産イベント等を開催します。 

併せて、中心商店街エリアの特産品販売機能との連携のもとで、インバウンド来訪者を

はじめとした方々への情報発信の取組を強化します。 

  

   

 【中心市街地活性化推進室】（詳細は、７３ページ） 13,000千円 

 【ふるさと産業振興課】（詳細は、７８ページ） 5,000千円 

 【ふるさと産業振興課】（詳細は、６３ページ） 2,100千円 

□充E    

 

鋳銭司第二団地への早期の企業立地や都市型産業の企業誘致に向けて、重点的な情報

発信や誘致活動などの取組を進めます。また、小郡都市核における支店や営業所などのオ

フィス誘致や、豊かな自然や地域資源に恵まれた農山村エリアへのサテライトオフィスの誘

致促進に取り組みます。 

併せて、産業団地の整備可能性について検討を行うため、必要な調査を行います。 

 

□充E  【産業立地推進課】 21,055千円 

 【産業立地推進課】 222,139千円  

 【産業立地推進課】 6,005千円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…区画③：分譲済 区画①②：分譲に向けて交渉中 
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事 業 名 等 事 業 費 

  医療施設・設備整備費助成事業【健康増進課】 113,400千円 

 

二次救急医療を担う済生会山口総合病院の病棟等の建替整備に対し、引き続き、国の都

市構造再編集中支援事業を活用し支援します。今後は、令和７年度に南棟の供用開始を予

定されています。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【健康増進課】 43,451千円 

 【健康増進課】 77,121千円 

 

二次救急医療体制の維持・確保に向けて、二次救急病院による輪番制の運営や設備整備

に係る費用を支援します。また、地域医療に携わる看護師の養成など、人材育成に係る費用

を支援します。 
  

□充E  
 

 

 

本市における休日日中の一次救急医療については、山口市医師会（北部地域）及び吉南医

師会（南部地域）の会員開業医の輪番制による在宅当番医（内科、外科）制度で実施されてい

ます。このうち、山口市北部地域の内科診療については、令和６年度中を目途に、市休日・夜

間急病診療所での休日日中診療に移行します。 

これにより、休日日中においても、受診先に迷うことなく受診が可能となります。 

なお、山口市医師会のうち阿東地域、吉南医師会ついては、引き続き、輪番制の在宅当番

医による内科診療を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

   

□充E  【健康増進課】 153,026千円 

 【健康増進課】 30,160千円 

  

令和４年９月に供用開始した北棟 解体工事中の病棟（南棟建設予定地） 

休日日中の
内科診療は、 
ここに行けば 
ＯＫ！ 

 

市休日・夜間急病診療所 

 駐車場が渋滞して 
駐車できない… 

 
どこ？ 

今週の在宅当番医は 
どこ？ 

十分な台数 

 

従前 開始後 
（北部地域の休日の内科診療） 
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  徳地地域診療所管理運営事業【健康増進課】 13,877千円 

 徳地地域の医療提供体制の確保に向け、引き続き、徳地地域複合型拠点施設内の山口市

徳地診療所における診療を行うとともに、串診療所と柚野診療所における週１回の診療を行

います。 

加えて、無医地区である三谷地区等での医療提供体制を確保するため、巡回診療の取組

について支援を行います。巡回診療は、市徳地診療所の診療看護師（※）が巡回診療車によ

り、現地に出向き、市徳地診療所の医師が車載の遠隔診療システムを通じて診察を行いま

す。 

（※）特定教育課程を修了し、医師と連携・協働し、一定レベルの診療を行うことができる看護師 

 

□充E  【健康増進課】 892,784千円 

 

定期予防接種を実施します。令和６年度は、６５歳以上の高齢者等を対象とした新型コロナ

ウイルスワクチンの定期接種化が予定されている中、安定的な接種体制を確保します。また、

現在、任意接種のため自己負担が必要な帯状疱疹ワクチンについて、接種費用の一部助成

を開始します。 

また、国において接種勧奨の再開を決定された子宮頸がん予防接種の積極的勧奨を引き

続き行います。風しん対策については、国において、緊急対策の期間を令和６年度まで延長さ

れたことに伴い、引き続き、昭和３７年度から昭和５３年度生まれの男性を対象に、抗体検査

及び予防接種を実施するとともに、本市独自に、抗体検査により抗体価の低い妊娠希望の女

性とその配偶者等に対する助成制度を継続します。 

 

 【健康増進課】 185,497千円 

 

がん検診や、骨粗しょう症検診、歯周疾患健診等の各種検（健）診等を実施し、がんの早期

発見や、早期治療、疾病予防に取り組みます。引き続き、節目年齢の方を対象とした各種が

ん検診の自己負担金を無料にすることで、受診率の向上を図ります。 
 

 【保険年金課】＜特別会計＞ 136,668千円 

 

特定健康診査とは、生活習慣病の予防のために、４０歳から７４歳までの方を対象に、メタ

ボリックシンドロームに着目して実施する健診です。 

令和６年度は、引き続き、国民健康保険の特定健康診査の自己負担額を無料にするとと

もに、人工知能（ＡＩ）を活用した未受診者への受診勧奨を行います。 

 

 【スポーツ交流課】   5,650千円 

 幅広い世代を対象とした体力づくりに向けて、イベントやスポーツ教室等を開催します。 

令和６年度は、子どもから高齢者までの多世代が気軽に参加できる市民参加型のイベント

として、「山口市スポーツフェスタ」を開催し、健康運動指導士による運動指導を始め、各種ス

ポーツ教室やウォーキング講習などを行います。また、市スポーツ施設において、子育て中の

方を対象とした「スタートアップ・スポーツ講座」などを開催します。 

 

 【健康増進課】 7,581千円 

 生活習慣病予防のため、生活習慣病予防教室や、若い世代の健康づくり教室、身体活動・

運動に関する教室等を開催します。また、ウォーキングを始めやすい環境を整え習慣化できる

仕組みとして、歩数アップサポート事業の実施、ウォーキングマップの情報発信に取り組みま

す。 

 

 【健康増進課】 9,950千円 

 

市民の健康づくり活動の推進を図るため、働く世代の健康コンシェルジュ事業等、地域や

事業所等との連携による健康づくりについての普及啓発活動を行います。また、引き続き、元

気いきいき大賞の募集を行い、優れた健康づくり活動を行っている８０歳以上の健康長寿の

方を表彰し、健康づくりの取組の促進を図ります。併せて、骨髄等移植の推進に向けて、助成

制度による支援及び制度の周知を行います。 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E   49,333千円 

 包括的支援体制構築事業【地域福祉課】  

 

福祉に関するあらゆる悩み事を「丸ごと」受け止める身近な相談窓口として、「やまぐち『まち

の福祉相談室』」（通称：ふくまる相談室）を市内全ての地域包括支援センターと山口市社会福

祉協議会本所の１０か所に設置しています。 

令和６年度は、高齢、障がい、子ども、生活困窮などの分野を問わず、全世代に応じた「相

談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」を一体的に行う「重層的支援体制整備事

業」の本格実施に取り組みます。「ふくまる相談室」を始めとした各分野の相談窓口や関係機

関等の連携強化により、「相談支援」体制の更なる充実を図るとともに、既存の福祉サービス

では対応が困難な支援ニーズに対応する「参加支援」や、人と人、人と地域がつながり合うた

め、世代や属性を超えて交流できる場づくりの支援として「地域づくりに向けた支援」を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

□充E    

 

高齢者の方が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、統括機能を有する市直営の「基幹

型地域包括支援センター」と、７か所の民間委託による「地域型地域包括支援センター」の８セ

ンター・２分室の体制で、介護・保健・医療・福祉などに関する相談に対応し、必要な支援を行

います。また、全ての地域包括支援センターに配置した生活支援コーディネーターが、地域や

関係機関と連携して、高齢者の生活課題の解決に向けた地域の支え合いを推進します。 

さらに、令和６年度からは、「重層的支援体制整備事業」における相談支援窓口として、高

齢福祉分野に限らず、生活困窮、障がい、子ども分野の関係機関等と連携し、高齢者やその

家族、地域住民からの保健・医療・福祉などに関する相談に対応し、必要な支援を行います。 

 

 【高齢福祉課】 311,402千円 

 【高齢福祉課】 27,849千円    
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□充E  【介護保険課】＜再掲＞ 6,500千円 

 国においては、介護職の処遇改善が図られるよう、令和６年度介護報酬の改定を予定されて

いる中、本市においては、「第九次山口市介護保険事業計画」（令和６～８年度）に基づき、介護

人材の育成・確保に向けた取組を進めます。令和６年度は、市内介護サービス事業所における介

護人材の育成・定着促進に向けて、市内の事業所で働く介護職員を対象に介護福祉士国家試

験の受験手数料の一部を支援するとともに、新たに、主任介護支援専門員の資格取得及び更新

に係る費用の一部を支援します。また、子育て世代やシニアなどの潜在的な介護人材の発掘に

向けて、再就職に向けた研修の実施や介護事業所とのマッチングを実施するとともに、再就職に

係る費用の一部を支援します。さらに、介護現場の生産性向上や安全で働きやすい職場環境づ

くりに向けて、ノーリフティングケアの導入につながるセミナーの実施やモデル事業所の選定、用

具・機器等の導入経費の一部支援などを行うとともに、引き続きデジタル技術の導入促進に取り

組みます。併せて、介護の仕事の理解促進・イメージアップに向けて、市内小・中学校と連携した

出前授業や各種イベント出展・広報ツール等を通じた介護の仕事の魅力発信を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□充E    

□充E  【高齢福祉課】＜特別会計＞ 346,937千円 

 自立支援・重度化防止を進めるため、高齢者の個々の状態に応じて、訪問型・通所型サー

ビスや、多様な介護予防・生活支援サービスを提供します。本市では、高齢者の自立支援に

向けた取組を強化し、効果的な介護予防を推進するため、令和３年１１月から、原則３か月で

運動機能、生活動作、栄養状態等の改善を目指す短期集中型サービスＣ事業について、実

証事業を実施してきました。令和６年度は、これまで行った短期集中型サービスＣ事業の成果

検証を実施マニュアルに反映させるとともに、各日常生活圏域（中山間地域を除く）において

１か所以上の事業所で事業実施が可能な体制を確保します。また、通所型サービスＢにおけ

る実施事業の基準について、事業所が参入しやすくなるよう、見直しを行います。 

 

□充E  【高齢福祉課】＜特別会計＞ 18,476千円 

 介護予防や地域の通いの場づくりのため、いきいき百歳体操の普及に取り組んでいます。

いきいき百歳体操の講師派遣やリハビリテーション専門職員の派遣などを通じ、地域住民の

通いの場の立ち上げ支援・継続支援などを行います。 

 

 【高齢福祉課】 5,802千円 

 地域で介護予防を実践する高齢者自主グループの活動支援を行います。 
 

○新E    

 介護保険事務における各種システムの導入やシステム間の連携により事務の効率化を図るこ

とで、迅速な要介護認定を行い、介護サービスの提供につなげるとともに、介護サービスの質の

向上を目指します。 

令和６年度は、介護認定手続きに必要な調査票の作成支援システムを導入し、既に導入済の

介護認定審査会システムとのデータ連携による事務の効率化に取り組むとともに、介護認定審

査会のデジタル化に実証的に取り組み、資料のペーパーレス化や会議の効率化を図ります。 

 

 【介護保険課】＜特別会計＞ 22,660千円 

 【介護保険課】＜特別会計＞ 770千円 

「やまぐち未来のしごとフェスタ」 

での職業体験の様子 
「山口市二十歳のつどい」での

介護のおしごと魅力発信 
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 【介護保険課】＜特別会計＞ 5,968千円 

 国及び県の指針の見直しにより再編された、「主要３事業」（要介護認定の適正化、ケアプラ

ン等の点検、医療情報との突合・縦覧点検）を中心に、介護給付費の適正化に取り組みます。

令和６年度は、引き続き、ケアプランの点検の一部を外部専門団体に委託し、効果的・効率的

に事業を実施し、受給者が真に必要とするサービスの提供など、ケアマネジメントの質の向上

を図ります。 

 

   

 各地域包括支援センターに配置した認知症地域支援推進員を中心に、認知症の方や家族

等への相談支援を行うとともに、認知症初期集中支援チームと連携し、早期診断・早期支援に

向けた包括的な支援を受けられる体制づくりを行います。 

また、本市では、国の認知症施策大綱に基づき、認知症の方やその家族のニーズと支援を

つなげる仕組みとしての「山口市版チームオレンジ」の取組を進めており、令和６年度は、オレン

ジサポーターの養成講座やフォローアップ研修会、チームオレンジの活動拠点となる認知症カ

フェの運営支援や未設置地域における新規開設支援、活動周知のための普及啓発事業など

を実施します。さらに、ほっと安心ＳＯＳネットワーク事業において、行方不明の高齢者の早期

発見に向けて、引き続き、ＧＰＳ機能端末の購入費用等を支援するとともに、ＶＲ機器を活用し

た認知症の体験講座の開催などを通じ認知症に関する理解促進を図ります。 

 

 【高齢福祉課】＜特別会計＞ 30,277千円  

 【高齢福祉課】＜特別会計＞ 2,330千円  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□充E    

 「山口市成年後見センター」を中心に、関係機関との地域連携ネットワークを構築し、成年後
見制度の利用促進を図ります。 
成年後見制度に関する出前講座やセミナーの開催、成年後見制度の利用に係る費用への

助成を行うとともに、令和６年度は、引き続き、成年後見制度や日常生活自立支援事業といっ
た支援制度の狭間にある身寄りのない方の権利擁護支援の仕組みづくりに向け、ニーズ調査
や研修会、関係機関との協議を行います。 

 

□充E  【高齢福祉課】 1,824千円  

 【高齢福祉課】＜特別会計＞ 9,634千円  

  

□充E     

 タクシー料金１,０００円あたりの助成額を３００円から４００円に引き上げることで、１回の乗
車で利用できる金額を増額します。また、おでかけサポートタクシー利用券と福祉タクシー
利用券の名称を「山口市タクシー利用券」に統一します。 

 

 【高齢福祉課】 21,987千円 

 【障がい福祉課】 29,416千円 

 【高齢福祉課】 122,631千円 

 
７０歳以上の高齢者の社会参加の促進を図るため、敬老福祉優待バス乗車証を交付して

います。  

山口市版チームオレンジ 

活動イメージ 
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  自立相談支援事業【地域福祉課】 38,613千円 

 

生活困窮者及び生活保護受給者の自立を促進するため、生活困窮者自立支援法に基づ

き、就労その他の自立に関する総合的な相談支援を行う「自立相談支援事業」、住居を失った

生活困窮者に対して、一定期間宿泊場所や衣食の提供等を行う「一時生活支援事業」、一般

就労に従事する準備としての基礎能力の形成を支援する「就労準備支援事業」、金銭管理の

指導・助言を行う「家計改善支援事業」を実施します。 

 

□充E  
 

 

□充E  
 

 

児童健全育成事業【こども未来課】＜再掲＞ 

10,097千円 

 

□充E  【子育て保健課】＜再掲＞ 49,513千円 

 【子育て保健課】＜再掲＞ 7,945千円 

□充E  【子育て保健課】＜再掲＞ 18,271千円 

 
 子育て福祉総合センター管理運営事業【保育幼稚園課】＜再掲＞ 

6,041千円 

 

□充E    

□充E  【子育て保健課】＜再掲＞ 18,271千円 

 【子育て保健課】＜再掲＞ 4,400千円 

 

 

 

児童健全育成事業【こども未来課】＜再掲＞ 

200千円 

 

 

 

 

母子父子福祉対策事業【子育て保健課】＜再掲＞ 

10,272千円 

 

□充E  
 子どもの生活・学習支援事業【こども未来課】＜再掲＞ 

7,100千円 

 

 【子育て保健課】＜再掲＞ 2,084千円 

   

 【社会教育課】＜再掲＞ 1,937千円 

 【社会教育課】＜再掲＞ 607千円 

 【こども未来課】＜再掲＞ 9,381千円 

 【保育幼稚園課】＜再掲＞ 108,068千円 

□充E   私立保育園特別保育事業【保育幼稚園課】＜再掲＞ 13,110千円 

  

45



 

□充E   相談支援事業【障がい福祉課】 50,738千円 

 障がい者が地域で安心して生活を営むことができるよう、引き続き、障がい者基幹相談支

援センターや相談支援事業所等において、相談支援を行います。令和６年度は、障がい者の

方やその家族の緊急事態等への対応として必要となる支援・サービスの調整や、一時的な短

期入所等の受入れ施設の確保など、地域生活支援拠点等の機能の充実を図ります。 

また、ひきこもり支援体制の充実を図るため、ひきこもり状態にある方とその家族のための

相談支援、居場所づくり、関係相談支援機関等とのネットワーク構築などを行います。 

 

   

 【障がい福祉課】 4,448千円 

 

障害者差別解消法の施行に伴う合理的配慮の取組として、民間事業者における合理的

な配慮の提供を支援することで、合理的配慮に対する意識の醸成を図ります。 

令和６年度は、引き続き、市民を対象とした障がい者の差別解消に関する公開講座の開

催や、市内事業者等を対象とした筆談ボード・対話支援機器などの物品購入費用の支援を

行います。また、令和４年４月の「山口市みんなの手話言語条例」の施行を踏まえ、市内事

業者等の講演会・研修会の開催時における手話通訳者等の設置費用への支援や、意思疎

通支援普及啓発事業として、手話体験講座を開催します。  

また、全ての人が利用しやすい公共施設の整備に向けた山口市ユニバーサルデザイン

推進検討会の開催や、成年後見制度の利用促進、虐待防止に関する取組を進めます。 

 

 【障がい福祉課】 30,076千円 

 

意思疎通や情報の取得が困難な聴覚障がい者に対し、手話・要約筆記によるコミュニケ

ーション手段を提供し、社会参加の促進を図ります。手話通訳者・要約筆記者の派遣事業

を行うとともに、しらさぎ会館に配置した手話通訳士・要約筆記者によるオンラインでの遠

隔による手話通訳サービス、要約筆記サービスを実施します。 

また、意思疎通支援に関わる人材育成のため、手話通訳士・手話通訳者・要約筆記者の

資格を取得するために必要な受講料やテキストなどの経費の一部を助成します。（補助上

限額２万円） 

 

○新E   放送・新聞等広報事業、 

ケーブルテレビコミュニティチャンネル番組供給事業、広報広聴事務【広報広聴課】 

46,866千円の内数 

 

 

テレビによる市政情報の発信事業において、画面上に手話通訳を表示して放送します。 

また、令和６年度から、市長定例記者会見を市公式ウェブサイト上で動画配信するととも

に動画に手話通訳・字幕を挿入します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  議会運営事務【市議会事務局】 31,344千円の内数 

 議会傍聴時において、申込みに応じて意思疎通支援者（手話通訳者・要約筆記者）の配

置を行います。 
 

  － 

 山口市二十歳のつどいや学校行事、移動市長室などのイベント開催時において、引き続

き、意思疎通支援者（手話通訳者・要約筆記者等）の配置を行います。 
 

  

「市長定例記者会見」手話導入の実証（令和５年度）の様子 
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□充E

【障がい福祉課】 3,063千円 

障がい者の社会参加の促進を図ります。聴覚や視覚に障がいのある人との交流を促進す

るため、手話奉仕員や朗読奉仕員を養成するとともに、手話奉仕員養成講座修了者の更な

る技能向上を図るためのステップアップ講座を実施します。また、障がい者の運転免許取得

費用や障がい者が使用・乗車する自動車の改造費用の助成を行います。 

【障がい福祉課】 10,571千円 

身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者・指定難病患者等を対象と

し、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等、社会参加のための外出にヘルパーが

同行し、安全に移動できるように必要な支援を行います。 

【障がい福祉課】 23,238千円 

障がい者の社会参加の促進を図るため、障がい福祉優待バス乗車証を交付しています。 

【ふるさと産業振興課】＜再掲＞ 1,250千円 

□充E

【障がい福祉課】＜再掲＞ 29,416千円 

□充E
障がい者雇用推進事業【職員課】 85,383千円 

就労を希望される障がい者が個々の能力や障がいの特性に応じて本市業務に従事できるよ

う、ワークステーションの運営、各部局での雇用促進などを引き続き行うとともに、障がい者の

職業生活全般の相談・支援を行う体制として、生活相談員を引き続き配置します。 

また、障がい者法定雇用率の引き上げなども踏まえながら、ワークステーションの増員や職

場環境の充実を図ります。 

【障がい福祉課】 3,757,776千円 

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの提供を行います。 

介護給付サービスとして、居宅で入浴、排せつ又は食事の介護等を行う居宅介護サービス

や、重度の肢体不自由者又は重度の知的障がい若しくは精神障がいにより、行動上著しい困難

を有する常時介護が必要な方に、居宅での入浴、排せつ、食事の介護等及び外出時の介護を総

合的に行う重度訪問介護サービス、常時介護が必要な方に、障害者支援施設等での入浴・排せ

つ・食事の介護・創作的活動等の機会の提供・身体機能や生活能力の向上に必要な援助を行う

生活介護サービス、施設に入所する方に、入浴・排せつ・食事の介護等を行う施設入所支援サー

ビスなどの各種サービスの提供を行います。 

訓練等給付サービスとして、就労を希望する方に、生産活動等を通じて、就労に必要な知識や

能力の向上に必要な訓練等を行う就労移行支援サービス、通常の事業所に雇用されることが困

難な方に就労の機会を提供し、生産活動等を通じて、知識や能力の向上に必要な訓練等を行う

就労継続支援サービス（Ａ型・Ｂ型）、共同生活を営むべき住居で、主として夜間に相談やその他

の日常生活上の援助を行う共同生活援助サービスなどの各種サービスの提供を行います。 

地域相談支援サービスとして、障害者支援施設等に入所されている方や精神科へ入院されて

いる精神障がいの方に、地域での生活に移行できるよう支援を行う地域移行支援サービスや、

居宅において単身等で生活されている障がい者の方に、障がいの特性に起因して生じた緊急事

態等の相談などの支援を行う地域定着支援サービスなどの各種サービスの提供を行います。 

【障がい福祉課】 52,405千円 

在宅の身体障がい者等の日常生活を容易にするため、入浴補助用具や特殊ベッド、ストマ

装具等の日常生活用具の給付を行います。 

□充E

避難者対策推進事業【防災危機管理課】 38,384千円 

災害時に支援を必要とする避難行動要支援者の地域における避難支援体制づくりを進めま

す。 

令和６年度は、避難行動要支援者名簿を基にした個別避難計画（避難マイプラン）の作成・更

新を引き続き行うとともに、避難行動要支援者の避難行動の実効性を高めるため、関係機関と

の情報共有を一元的に管理できる「避難行動要支援者管理システム」上に、災害の発生に備え

た避難行動を時系列に整理できるタイムライン機能を導入します。また、高齢者・障害者福祉施

設の協力による福祉避難所の確保を進め、避難所開設に必要な資機材（マット等）の配備や、

避難所看板の設置を行います。 
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事 業 名 等 事 業 費 

山口大学、山口県立大学、山口学芸大学の３つの大学が立地している本市の特性を生かし

た学都山口のまちづくり連携や、ＹＣＡＭ、産業交流スペース「Megriba（メグリバ）」、社会教

育施設、やまぐち路傍塾、県の専門機関、企業などとの連携のもとで、人生１００年時代のライ

フステージに応じた学びの環境づくりを進めます。

令和６年度は、山口大学、山口県立大学、山口学芸大学、山口商工会議所、山口銀行、本市

を会員とする「やまぐち地域共創プラットフォーム」の枠組みを活用した学びの場づくりに向け

た検討や、山口大学、山口県立大学及び山口学芸大学の３大学連携による「地域活性化人材

育成事業（SPARC）」との連携を引き続き進めます。 

また、「やまぐち街なか大学」での講座開催や、大学等と連携した公開講座の開催、山口県

立大学と連携した講座の開催、デジタル化などの社会の変化に対応した学び直しのきっかけ

づくりにつながる講座の開催を行います。 

【スマートシティ推進室】<再掲> 6,000千円 

【社会教育課】 2,735千円 

山口市産業交流拠点施設（ＫＤＤＩ維新ホール）内のシェアハウス型の若手人材育成施設

「アカデミーハウス」や産業交流スペース「Ｍｅｇｒｉｂａ（メグリバ）」において、様々なセミナーや

イベント等の開催により、次世代を担う人材育成につなげます。

【ふるさと産業振興課】 336,217千円の内数 

【ふるさと産業振興課】<再掲> 58,556千円 

社会教育活動推進事業【社会教育課】

49,821千円 

２１地域の全ての地域交流センターにおいて、活動推進委員会が行う、それぞれの地域の特

色ある社会教育講座の開催や、図書の充実、地域内での交流イベントなどへの支援を通じて、

子どもを始めとしたあらゆる世代の学びや生きがいづくりにつなげます。 

アカデミーハウスでの活動の様子 Ｍｅｇｒｉｂａでのセミナーの様子 

染め絵体験講座の様子 おやつ作り講座の様子 
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地域の団体や企業等と連携し、地域交流センターを中心に、デジタルに不慣れな方へのス

マートフォンの使用方法等に関する講座を開催するとともに、地域内でのデジタル活用支援の

仕組みづくりの検討を行います。また、老人クラブ会員によるＩＣＴ活用の推進に向けた講座

や、ＩＣＴリーダーの育成、ＩＣＴを活用した事業など、老人クラブ活動の活性化に向けた取組を

支援します。

【デジタル推進課】 111,980千円の内数 

【高齢福祉課】 17,604千円の内数 

□充E

【学校教育課】<再掲> 7,697千円 

【社会教育課】<再掲> 22,501千円の内数 

地域ぐるみでの子育て、生涯学習の推進に向け、豊かな経験や知識・技能を有する人材が、

学校教育や生涯学習の場で活躍する「やまぐち路傍塾」の取組を進めます。 

□充E
12,465千円の内数 

子ども芸術体感事業【学校教育課】<再掲>

□充E

「人生１００年時代における 身近に役立つ 市民の図書館」を目指した取組を進めます。 

図書館活用や利用層の拡大に向けて、生後５ヶ月前後の乳児とその保護者を対象としたブッ

クスタート体験会の開催と絵本・図書館利用案内等をパックにした「ブックスタートパック」の配

布、春のこども読書週間や秋の読書週間を中心としたイベント等の開催、特別企画展示、図書

館まつりなどのイベントを引き続き行うとともに、山口県央連携都市圏域の各市町の図書館と連

携したイベントを開催します。

また、カフェ等の民間事業者との連携による「まちじゅう図書館」や、学校、幼稚園、保育園等

への定期的な配本・団体貸出、学校司書と連携した学校図書館支援の充実に向けた取組を進

めます。 

□充E
【中央図書館】 232,095千円 

【中央図書館】 588千円 

【中央図書館】 1,502千円 

【中央図書館】 1,896千円 

【中央図書館】<再掲> 5,726千円
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事 業 名 等 事 業 費 

   

○新E  【協働推進課】 1,000千円 

 地域資源の活用や磨き上げなどを通じ、地域コミュニティの元気創出や住民の地域に対

する愛着、誇りの醸成を図る「地域発のプロジェクト」の具現化を支援するための新たな補

助金（交付金）制度を創設します。 

併せて、「地域発のプロジェクト」を具現化する上で必要な伴走支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  地域の個性を活かす交付金事業【協働推進課】 199,303千円 

 地域振興、地域福祉、安全安心などの各分野において、市内２１の地域が主体的に使途

を決定できる地域づくり交付金を交付します。また、令和６年度は、地域内外の交流や連携

促進による、地域の愛着や誇りを育み、地域活性化につなげる事業に対して、「地域の未来

づくり促進特別交付金」を引き続き交付します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

□充E   自治会等支援事業【協働推進課】 107,982千円 

 自治会等の地域振興や情報発信等の自主的、持続的な活動を促進します。令和６年度

は、自治会役員の負担軽減に向けて、自治会内の情報共有等にデジタル技術を活用する

モデル事業への支援を行うとともに、自治会加入率の低下傾向の実態把握に向けて、集合

住宅等を対象に住民意識調査を行い、対応策の検討を進めます。 

  

 【協働推進課】 1,259千円 

 地域づくりの担い手育成に向けて、地域づくり協議会や、自治会、町内会などの地域コミ

ュニティの関係者を対象とした研修会を開催するとともに、地域づくり協議会の組織運営

や地域づくり計画の策定作業において適切なアドバイスができるよう、地域づくりアドバイ

ザーを各地域に派遣し、活動の支援を行いながら人材の育成を図ります。 

 

 【協働推進課】 3,553千円 

 地域住民が抱える福祉などの日常生活に密着した課題への支援を進めるため、地域の

実情に応じ、関係機関と連携した相談体制の充実や、地域交流センターの機能強化につい

ての検討を進めます。 

 

嘉川地域：子どもみこし 白石地域：ミニちょうちんツリー点灯 
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□充E    

 【道路管理課など】＜再掲＞ 72,759千円 

 【道路管理課】＜再掲＞ 12,000千円 

 【道路管理課など】＜再掲＞ 21,464千円 

□充E  【地域福祉課】 2,755千円 

 山口市地域福祉計画に基づき、地域福祉の推進を図るため、小地域福祉活動計画の策定

を支援するとともに、福祉の種まきリーディング事業として、住民座談会の開催や福祉教育推

進指定校の指定による福祉教育の推進、災害ボランティアリーダー養成研修会等を支援しま

す。 

さらに、令和６年度から、子育てサロン等の団体への支援やネットワークづくりなど、子育て

活動団体や障がい者団体等への支援の充実を図ります。 

 

 【協働推進課】 15,674千円 

 自治会活動の活動拠点となる集会所設置を促進するため、集会所の建設及び補修のため

の費用を一部助成します。また、財産管理のために自治会所有の集会所の土地建物を登記す

る際の費用を一部助成します。 

 

□充E   20,419千円 

 明るいまちづくり推進事業【生活安全課】  

 自治会等が実施する防犯灯の設置及び維持管理に係る経費の一部について、引き続き、

補助します。令和６年度は、ＬＥＤ防犯灯の修繕・更新における補助限度額を１万円から１．８万

円へと増額します。 

【ＬＥＤ防犯灯の新設・取替】補助率２/３、補助限度額２．８万円 

【ＬＥＤ防犯灯の修繕・更新】補助率１/２、補助限度額１．８万円 

なお、建柱が必要な場合は、いずれも補助限度額を１．８万円加算します。 
加えて、自治会等が安心して継続的に防犯灯設置に取り組めるよう、市が自治会等に代わ

って、防犯灯に起因する事故に備えた賠償責任保険に加入します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【社会教育課】<再掲> 49,821千円 

  多文化共生推進事業【国際交流課】<再掲> 3,138千円 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E  【協働推進課】<再掲> 74,100千円 

 平川地域交流センターの建替整備を進めます。令和６年度は、現在の地域交流センター

の解体工事を行います。また、センター建替中の代替施設として、ＪＡ山口県ふれあい平川

支所の一部を借用するため、同支所を使用する上で必要となる改修工事を行います。新た

な地域交流センターの供用開始は、令和８年度を予定しています。 

 

 【協働推進課】<再掲> 1,000千円 

 大内地域交流センターの建替整備に向けた取組を進めます。令和６年度は、引き続き、移

転候補地となる山口県農業試験場跡地の跡地利用計画の策定の取組と連携しつつ、大内

地域交流センターの機能検討調査等に取り組みます。 

 

   1,000千円 

 地域交流センター機能強化事業【協働推進課】<再掲>  

 小鯖地域交流センターは、エレベーターの設置等のバリアフリーへの対応や、災害時の避

難所機能の強化が必要となっていることから、地域交流センターを中心とした日常生活圏の

維持・確保に向けて、施設の機能強化や複合化の方向性について、検討を進めます。 

 

○新E   18,600千円 

 地域交流センター機能強化事業【協働推進課】<再掲>  

 阿東地域交流センター生雲分館に隣接する県道の改良工事に伴い、必要な駐車場台数が

確保できない状況となるため、新たな駐車場の整備に向けた取組を進めます。令和６年度

は、用地取得、測量調査、造成設計を行います。 
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事 業 名 等 事 業 費 

公共交通ネットワークの利便性や持続可能性を高めるための取組を進めます。 

引き続き、幹線バスを維持するための支援や、徳地・阿東地域における生活バスの運

行、仁保・小鯖地域におけるスクールバスの運行、コミュニティバスの実証運行、コミュニテ

ィタクシーの市内８地域における本格運行への支援や新たに実証運行を検討する地域へ

の支援を行うとともに、新たに、徳地地域における一部区間の生活バス運行について、ＡＩ

を用いて効率的な配車を行うデマンド型交通の実証運行に取り組みます。 

また、令和６年１月から開始した、タクシー共同配車アプリ「やまぐちＴＡＸＩアプリ」を活用

した実証実験により、観光地域づくりとしての二次交通の充実や、市民の移動の快適性・

利便性を高めるため、県との連携のもと、今後の取組の展開について検討を進めます。 

さらに、二次交通の充実に向けて、引き続き、シェアサイクル実証事業などに取り組むと

ともに、ＭａａＳ用ウェブアプリ「ぶらやま」の民間ＭａａＳへの移行に向けた取組、バス・タク

シーの運転士確保に向けた新規就労支援制度の創設や運転士体験会等を実施します。

併せて、公共交通の利用促進に向けた取組として、山口商工会議所と連携したノーマイ

カーデーの取組や公共交通の利用体験などを行います。

また、市民の日常生活を支え、本市の観光振興についても重要な役割を担っているＪＲ

山口線について、トイレの利便性向上などの駅周辺の環境整備に取り組むとともに、引き

続き、利用促進を図ります。（詳細は、８１ページ） 

【交通政策課】 220,745千円 

【交通政策課】 68,200千円 

【交通政策課】 57,665千円 

【交通政策課】 5,300千円 

【交通政策課】 11,323千円 

□充E

【交通政策課】 48,631千円 

【阿東総合支所地域振興課】 21,522千円 

□充E

【交通政策課】 18,493千円 

【交通政策課】 10,390千円 

□充E

【交通政策課】<再掲> 14,400千円 

□充E

【交通政策課】<再掲> 18,769千円
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事 業 名 等 事 業 費 

【企画経営課、都市計画課、建築課、農山村づくり推進課、農業振興課など】

― 

人口減少が進む農山村エリアにおける転出超過抑制に向けた取組として、山口農業振興地

域整備計画の見直しと合わせ、農山村エリアへの居住促進の在り方を検討します。また、地域

交流センターを中心とした地域拠点への市営住宅の集約化や再構築の検討を進めます。 

農山村にぎわい創出事業【農山村づくり推進課】 1,000千円 

農山村エリア９地域（仁保、小鯖、陶、鋳銭司、名田島、秋穂二島、秋穂、徳地、阿東地域）に

おける居住促進に向けて、令和６年３月の決定を見込む「山口市農山村エリア居住促進基本

方針」に基づき、各地域において特に居住促進を図る区域や、取組の方向性等を位置付ける

「（仮称）農山村にぎわい計画」を策定します。 

□充E

外部人材活用事業【農山村づくり推進課】<再掲> 

106,500千円 

地域に根ざす人材の誘致に向けた取組を進めます。 

若者が都市部から地域に一定期間居住し、地域ブランドや特産品開発などの地域づくりを

担いながら活動する「地域おこし協力隊」については、２０名の受入れを予定しています。その

ための受入体制づくりを進めるとともに、任期終了後の定住を支援します。また、地域おこし協

力隊として活動する前に、地域協力活動を体験する「おためし地域おこし協力隊」制度を引き

続き活用し、地域おこし協力隊員の確保を図ります。また、地域おこし協力隊の現役隊員とＯ

Ｂ・ＯＧのネットワーク化を進め、ＯＢ・ＯＧの知見を活かしたサポートや研修機会を提供するこ

とで、任期中の隊員の不安解消や地域とのミスマッチの予防を図り、協力隊が地域で活躍しや

すい環境づくりを進めます。また、三大都市圏の民間企業の社員を「地域活性化起業人」とし

て受け入れ、そのノウハウや知見、ネットワークを生かして、地域独自の魅力や価値向上につな

げます。 

【農山村づくり推進課】 4,843千円 

県外から本市への移住希望者に対して、交通費や滞在費等を支援します。また、農山村エリ

アにおいて、移住希望者が移住前に地域の魅力や暮らしを体感できるお試し暮らし住宅を運

営する地域づくり協議会に対して支援を行います。さらに、農山村エリアの事業者や市内登録

事業者への就職や第一次産業に就労する際の引っ越し費用の支援や、本市に移住して創業を

した４５歳未満の者に対する家賃補助を行うとともに、大学生等を対象とした山口県央連携都

市圏域内の企業訪問バスツアーを行います。

地域おこし協力隊の活動の様子 
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 【農山村づくり推進課】 9,425千円 

 仁保・秋穂二島・秋穂・徳地・阿東地域において、空き家・空き地バンク制度を運用し、空

き家等の購入（売却）・賃貸のマッチングを行います。 

空き家・空き地バンク制度で成約された物件に対しては、改修費の支援を行います（補助

上限額４５万円・補助率１/２。若者・子育て世帯には、補助上限金額６０万円・補助率２/３を

支援。）また、空き家・空き地バンク制度における家財道具等の処分に係る経費の一部を支

援します（補助上限額１０万円・補助率 1/2）。併せて、定住サポーターの活動支援に引き続

き取り組みます。 

  

 【農山村づくり推進課】<再掲>（詳細は、５８ページ） 3,685千円 

 【農山村づくり推進課】<再掲> 17,923千円  

 

地域に継続的に多様な形で関わる関係人口の創出や拡大を図り、将来的な移住者の増加

につなげます。 

令和６年度は、引き続き、テレワークやワーケーションなどに対応可能な環境を整備する事業

者を対象に、ワーキングスペースの改装や Wi-Fi 等の通信環境の設備整備を支援するととも

に、地域と関係人口をつなぐコーディネーターの育成に向けた取組を進めます。 

また、農山村エリア等において、本市に関心がある企業を対象としたフィールドワークや市民

参加型のワークショップ等を行うことで、地域と企業の関係性の構築を図るとともに、情報発

信を行い、さらなる企業の呼び込みを図ります。さらに、移住やワーケーションを希望する人へ

のオーダーメイド型のワーケーション体験プログラムの提供、移住者の仲間づくりや、疑問・不

安の解消を図る交流会の開催、農山村エリア等における婚活イベントを実施する事業者への

支援を行います。 

 

□充E  <再掲>  

 【農業振興課】<再掲> 60,190千円 

  森林経営管理事業【農林整備課】<再掲> 184,897千円の内数 

 【水産港湾課】<再掲> 945千円 

 【農山村づくり推進課】 7,781千円 

 移住・定住に関する情報（住まい、しごと、地域情報等）を集約し、山口の魅力発信や、移住

希望者の相談などをワンストップ化し、きめ細やかに対応します。また、大都市圏で開催される

移住フェア等への出展やオンライン上で開催される移住フェアでのＰＲ・移住相談を行うととも

に、山口県央連携都市圏域の各市町と連携した移住促進フェアやセミナーを開催します。併せ

て、本市への移住定住に向けた関心を高めるため、ウェブサイトや、ＳＮＳ、ガイドブック等によ

る情報発信を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

移住フェアの様子 ＳＮＳによる情報発信
アの様子 
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事 業 名 等 事 業 費 

  19,800千円     

 農山村ビジネス創出支援事業【農山村づくり推進課】<再掲>  

 

農山村エリアの起業・創業・事業拡大の促進を通じて、地域における雇用創出や地域経済

の活性化を図ります。農山村エリアにおいて、地域資源を活用し起業・創業・事業拡大に取り

組む際に、必要となる施設整備や機器の取得等を支援します。 

 

□充E    

□充E   一部補正 572,600千円 

 仁保の郷整備事業【農山村づくり推進課】<再掲>  

□充E    

□充E  【農山村づくり推進課】<再掲> 9,200千円 

 【秋穂総合支所地域振興課】<再掲> 1,234千円 

 【産業立地推進課】<再掲> 222,139千円の内数 

 【農業振興課】<再掲> 55,000千円 

 【農業振興課】<再掲> 1,806千円 

 【徳地総合支所農林課】<再掲> 1,800千円 

 【阿東総合支所農林課】<再掲> 700千円 

 【農業振興課】<再掲> 5,138千円 

 【農業振興課】<再掲> 36,500千円 

 【徳地総合支所農林課】<再掲> 360千円 

 【農林整備課】<再掲> 800千円 

 【農業振興課、阿東総合支所農林課】<再掲> 17,896千円 

        

 【農業振興課】<再掲> 11,714千円 

 【農業振興課】<再掲> 38,913千円 

 【農林整備課】 一部補正<再掲> 310,691千円 

 【農林整備課】<再掲> 31,000千円 

 【農林整備課】<再掲> 3,382千円 

□充E  【農林整備課】<再掲> 184,897千円 

 【水産港湾課】<再掲> 4,779千円 

 【水産港湾課】<再掲> 3,970千円 

 【水産港湾課】<再掲> 2,901千円 
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【農山村づくり推進課、秋穂総合支所地域振興課、阿知須地域交流センター】 7,650千円 

農山村エリア等の地域資源を活用した新商品・新サービスの開発や更なる交流・賑わいの
創出につながる取組を支援します。（補助上限額：３０万円 補助率：２/3） 
また、南部地域の景観や食資源の魅力を生かし、地域経済の活性化や交流創出に向けた取

組として、サイクルイベント「ツール・ド・ヤマグチ湾」の開催支援のほか、山口きらら博記念公
園を活用したノルディックウォーキングのフォーラムや体験会、お大師まいりをテーマとしたツ
アー「シェ・アイオ」を実施します。 
さらに、生産者、加工事業者、関係団体等のネットワーク化など、関係者間の調整・橋渡しを

行う専門人材（ブリッジ人材）を活用し、農山村エリアにおける地域資源の掘り起こしや、新た
な特産品の開発、地域資源の更なる付加価値化の促進を図ります。 

□充E

【農山村づくり推進課】<再掲> 106,500千円 

□充E

令和６年度末の重源の郷体験交流公園のリニューアルオープンに向けて、新たな施設コンセ

プトである「花づくし・旨いものづくし・心づくし」のもと、引き続き、茅葺古民家の改修や展望台

の整備、水生植物池の再生整備や親水広場整備、遊歩道の舗装などを行います。また、リニュ

ーアルオープンに向けた開園準備や広報活動、オープニングイベントの実施に向けた取組を進

めるとともに、同公園の誘客効果を徳地地域全体に波及させるため、外部人材を活用し、地域

内連携体制の構築に取り組みます。 

【観光交流課】 478,300千円 

【観光交流課】 2,000千円 

【観光交流課】 3,000千円 

□充E

【観光交流課】 3,000千円 

現在の指定管理期間が令和６年度末で終了する国民宿舎秋穂荘の機能検討については、

老朽化対策、新たな機能の導入、民間活力の活用など、様々な手法を検討・調査します。 

□充E
【文化財保護課】 32,229千円 

整備基本計画に基づき、国指定史跡「周防灘干拓遺跡名田島新開作南蛮樋」の保存整備を

行います。令和６年度は、堤防の保存整備工事を行います。 

□充E
【文化財保護課】 47,141千円 

平成２８年度から、山口大学山口学研究センター等と連携して、鋳銭司・陶地区の文化財の

総合調査を進めています。令和４年度に策定した「史跡周防鋳銭司跡保存活用計画」に基づ

き、令和６年度は、史跡内や関連遺跡等において発掘調査等を実施するとともに、遺構で採取

した土の水洗選別や史跡内の土地の買上げなどを行います。また、令和７年度の周防鋳銭司

設置 １２００年記念事業に向けて、鋳銭司郷土館の展示内容のリニューアルなどの取組を進

めます。 

整備イメージ 

史跡周防鋳銭司跡 
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指定文化財保存助成事業【文化財保護課】 420千円 

指定無形民俗文化財及び指定無形文化財の保存伝承活動等に対する助成を行います。 

 国：地福のトイトイ（阿東） 

県：山口鷺流狂言、鷺の舞（大殿）、小鯖代神楽舞（小鯖）、陶の腰輪踊（陶）、 

徳地人形浄瑠璃（徳地） 

市：須川の山固め神事（佐山）、岩戸神楽（小郡）、十二の舞（秋穂）、 

中河内注連縄打ち（阿東）、生雲八幡宮奴道中（阿東）、土居神楽舞（阿東）、 

須賀社の厄神舞（阿東）、蹴出し踊り（阿東） 

大内文化まちづくり推進事業【文化交流課】 1,000千円 

（詳細は、６６ページ） 

【文化財保護課】 3,121千円 

山口市に存在する歴史文化資源を適切に保存・活用するため、令和元年度に策定した

「山口市歴史文化基本構想」や、令和３年７月に国の認定を受けた「山口市文化財保存活

用地域計画」に基づく取組として、歴史文化資源の情報発信や普及啓発を推進します。 

【農山村づくり推進課】<再掲> 3,685千円 

空き家を活用し、新たな交流の創出や地域課題の解決を図る取組を支援します。 

「交流促進空き家活用事業」として、空き家を活用し、市内外からの新たな交流を創出

する先駆的な取組を支援します。また、「地域応援空き家活用事業」として、自治会や地域

づくり協議会等の地域団体と民間事業者が連携し、空き家所有者との合意形成のもと、空

き家を活用した交流創出や地域課題の解決を図る事業を支援します。（補助上限額１００

万円・補助率１/２（農山村エリア：補助率２/3））併せて、クラウドファンディングを活用して

資金調達を行う場合の支援を行います。（補助上限額２０万円） 

 空き家を活用した交流活動 

（秋穂二島地域：ワーケーション） 

空き家を活用した交流活動 

（阿知須地域：料理教室） 
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（１）

このたび、国宝瑠璃光寺五重塔に代表される「西の京」としての歴史的な文化や街並み、まちなか温泉で

ある湯田温泉など、長い歴史と多くの先人の不断の努力に支えられた本市の魅力について、海外から高い

評価をいただきました。 

山口のまちは、室町時代の大内氏による京の都に模したまちづくりに始まるとされ、当時の最新の文化や

学問などを取り入れながら、のちに「大内文化」と呼ばれる独自の文化を創り出しました。 

この「大内文化」における、新たなものを受け入れ、積極的に取り入れようとする、いわゆる「進取
しんしゅ

の気風
き ふ う

」

は、今日の山口市や山口市に暮らす人々にも息づいており、伝来の歴史や文化、街並みといった古き良き

ものが継承されつつ、最先端の文化・芸術が、まちの中に溶け込む、大都市にはない魅力となってかたちづ

くられています。 

こうした魅力を生かし、更に磨きをかけながら、山口市ならではの豊かな暮らしぶりを大切にしていきま

す。そして、観光地としての魅力に留まらず、普段の姿や暮らしぶり、あるがままの山口市の魅力を、本市を

訪れた方自身が思い思いに実感していただけるよう、また、来訪者と市民が交流を通じて、お互いに豊かな

時間を過ごせるよう、引き続き、「住んでよし・訪れてよし」のまちづくりを進めます。 

事 業 名 等 事 業 費 

【文化交流課】 250,903千円 

文化芸術を活用した創造的なまちづくりの推進や人材育成につなげるため、ＹＣＡＭの持

つ技術、人的ネットワークなどを活用し、市民やアーティスト・関係団体等が参画する企画事

業や教育普及活動を展開します。 

令和６年度は、オランダの現代美術を代表するウェンデリン・ファン・オルデンボルフ氏によ

るインスタレーション作品の展覧会、「クリエイターとの夏休み自由研究」の展示、メディアア

ーティスト山内翔太氏との匂いと愛をテーマにしたパフォーミングアートの上演等を開催しま

す。また、市民と共同制作したオリジナルダンス映像の展示や子ども向けのＹＣＡＭオリジナ

ル演劇作品の開発など、令和５年度に開催した２０周年記念事業の成果を踏まえ、市民や地

域とともに新しい価値を創造する企画を展開します。

山口情報芸術センター２０周年記念事業 
「浪のしたにも都のさぶらふぞ」 

（令和５年度事業） 

ウェンデリン・ファン・オルデンボルフ氏

撮影：山中慎太郎（Qsyum!） 
撮影:Jakub Danilewizc 
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□充E 15,167千円 
指定文化財保存助成事業【文化財保護課】＜再掲＞

１４４２年頃に建てられた本市唯一の国宝である瑠璃光寺五重塔の檜皮葺屋根は、平成 

１０年の部分葺き替えから２５年が経過し、経年劣化への対応が必要となっています。 

令和６年度は、令和５年度に引き続き、約７０年ぶりとなる檜皮葺屋根の全面葺き替え工

事に対して助成を行います。工事終了は、令和７年度末の予定です。 

○新E

【観光交流課】＜再掲＞ 75,160千円の内数 

国宝瑠璃光寺五重塔の改修工事期間中に限定した、香山公園での誘客事業を引き続き

実施します。 

「大内氏の思想を纏う五重塔」を 
デザインテーマとした外壁シートに覆われた 

瑠璃光寺五重塔 

大内氏と五重塔がわかる「時代絵巻」 「大内文化 思想をめぐる道」 

五重塔５層目の屋根の葺き替え作業 

国宝瑠璃光寺五重塔の屋根全面葺き替えを契機とした観光誘客事業（令和５年度実施） 

による改修工事期間中の対応（令和５年度実施） 

 外壁シートの一部を透明パネルに取替

改修作業を見ることができるモニターの設置

東側面 

正 面 

東側面 透明パネル配置図 
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【文化交流課】 8,327千円 

令和２年３月に改定した「大内文化まちづくり推進計画」に基づき、市全域における歴史

文化を生かしたまちづくりの具体化及び大内文化特定地域における取組を進めます。 

令和５年度に引き続き、市内伝統芸能の保存継承の促進や周知を図るため、伝統芸能

公演イベントの開催、歴史文化を生かしたまちづくりワークショップの開催、雪舟ゆかりの自

治体で構成する雪舟回廊協議会におけるガーデンツーリズムの取組などを行います。 

□充E

【文化交流課】 19,274千円 

明治維新や大内文化を始めとする本市の歴史文化について、調査・研究、情報発信を行

い、シビックプライドの醸成や交流人口・関係人口の増加につなげていきます。令和６年度

は、大内氏や大内文化を幅広い層の方々に発信するため、令和２年度から令和４年度にか

けて発刊した「大内氏がわかる本」の増刷、「大内氏がわかる絵本」を新たに作成するととも

に、広報紙「やまぐちヒストリア」の発行などを行います。また、引き続き、本市の郷土研究者

資料に係る県立大学との共同研究を行います。 

□充E

【文化交流課】 8,632千円 

大内文化特定地域内における歴史的なまちなみ景観の形成に向けて、令和６年度は、昨

年度に引き続き、地域内に残る古い町屋を生かした地域のにぎわい創出に向けた可能性

調査を継続し、運用方法の検討や、事業計画の策定を行います。 

また、引き続き、地域の取組の支援や町屋を活用しようとする事業者等に対する支援を

行います。 

□充E

有形文化財の保存・活用の取組や、無形民俗文化財等の保存伝承活動への支援を行い

ます。令和６年度は、国指定重要文化財「今八幡宮本殿」等の防災施設整備への助成や、

県指定文化財「河村写真館」の活用方法の検討に向けた詳細調査等を行います。 

また、ふるさと納税を活用し、歴史文化を生かしたシビックプライドを育む取組について

研究を行います。 

□充E

【文化財保護課】 37,006千円 

□充E

【文化財保護課】<再掲> 24,969千円 

【文化財保護課】 3,480千円 

大内文化ゾーン等に集積する大内氏遺跡や関連する歴史文化資源についての案内・情

報発信機能として、大路ロビーを拠点に、ガイダンス事業を実施します。また、引き続き、大

内氏館跡と高嶺城跡の御城印の販売を行うとともに、令和４年度に供用開始した築山跡史

跡公園等を活用したイベントを開催します。 

「第 1 回やまぐち伝統芸能フェス in 菜香亭」の様子（土居神楽） 
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【ふるさと産業振興課】<再掲> 2,100千円 

大内文化ゾーン等の歴史資源やまちなみ景観を生かした事業展開を通じて、地場産業

の振興と交流人口の創出を図ります。地域内への事業所の創業・出店を促進するため、体

験工房を併設した事業所や地域の交流人口の増加に資する事業所の出店などに対して、

設備の購入・設置・改修に係る経費を支援します。 

・体験工房等を併設した小売業を営む事業者（補助上限額２００万円・補助率２／３）

・大内塗・萩焼・外郎を製造・販売する事業者（補助上限額１５０万円・補助率１／２）

・大内文化特定地域の活性化に資する事業者（補助上限額１００万円・補助率１／３）

【文化財保護課】＜再掲＞ 3,121千円 

大内塗の後継者育成と、技術習得のための環境整備等への支援を行います。 

大内塗の継承と活性化を図るため、職人の育成に取り組むとともに、大内塗の技術習得

に必要な設備等の導入支援や、新規従事者への技術指導を行う指導者への支援を行いま

す。また、山口県立大学等と連携した新商品の販路拡大に向けた取組を支援します。 

【ふるさと産業振興課】＜再掲＞ 11,554千円 

【ふるさと産業振興課】＜再掲＞ 326,420千円の内数 

□充E 【文化財保護課】＜再掲＞ 32,229千円 

□充E

【文化財保護課】＜再掲＞ 47,141千円 

□充E

【文化交流課】 15,000千円 

中原中也記念館は、本年２月に開館３０年を迎えます。 

令和６年度は、中也に大きな影響を与えたフランス詩人ランボ

ーとヴェルレーヌを題材とした特別企画展や、中也にまつわる企

画展、講演会などを開催します。また、教育企画として、中学生

向け副読本のデジタル化、中也の生涯や代表作を紹介する動

画を作成するほか、ＰＲの強化として、３０周年記念グッズの制

作などを行います。 

○新E

小郡文化資料館管理業務【文化財保護課】 810千円

小郡文化資料館では、俳人・種田山頭火、ふるさとにゆかりのある作家の美術作品、小

郡地域の歴史・文化に関する資料や作品などを展示しています。令和６年度は、開館３０年

周年を迎えることから、山口市指定文化財「秋本春三鉄道資料」で知られる、技術者で元小

郡町長の秋本春三生誕１５０周年企画展などの記念事業を実施します。 

○新E 山口市菜香亭企画運営事業【文化交流課】 2,000千円 

山口市菜香亭は、明治１０年頃に料亭として創業され、平成１６年１０月に市民の文化活動

やまちづくり活動の場として移築・開館し、令和６年１０月で開館２０年を迎えます。 

令和６年度は、記念事業として、菜香亭の「おもてなし」に関する企画展や記念講演、大

内文化特定地域内の回遊につながるまち歩きイベント等を開催します。 

技術指導を受ける様子 イベントにおいて大内塗体験の指導を行う様子
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市民会館施設管理運営業務【文化交流課】 （詳細は、７４ページ） 

1,000千円 

□充E 山口市菜香亭管理運営事業【文化交流課】 65,500千円 

移築・開館してから約２０年が経過する山口市菜香亭について、令和６年度は、空調設備

の改修や照明のＬＥＤ化、木塀の更新、畳の張り替えなどを行います。 

【文化交流課】 1,111千円 

将来一層の活躍が期待されるアーティストに、やまぐち新進アーティスト大賞を贈り、アーテ

ィストの活動を支援します。令和６年度は、「第１３回やまぐち新進アーティスト大賞」の募集を

行い、ノミネート作品展を開催します。 

□充E ＜再掲＞ 17,402千円 

部活動地域移行推進事業【○新部活動地域移行推進室←○現スポーツ交流課、文化交流課、学校教育課など】
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E

【観光交流課】 25,300千円 

インバウンドの本格的な回復に対応し、重点市場をターゲットとした誘客促進の取組を進

めるとともに、今後見込まれるインバウンドの増加への対応に取り組みます。 

令和６年度は、地域通訳案内士の育成やインバウンド向けパンフレットの作成、多言語サイ

トの充実強化など、インバウンドの受入環境整備の取組を進めるとともに、山口宇部空港や

近隣の空港等を利用した本市へのツアーに対するバス費用の助成などを行います。

また、令和７年の大阪・関西万博も見据え、長期滞在型の欧米豪インバウンドの誘客促進

に向けて、個人旅行者をターゲットとした現地メディアの活用等による情報発信を行うととも

に、世界最大手サイトと連携した体験型商品の販売に取り組みます。 

さらに、台湾インバウンドに向けては、台湾出身の国際交流員の活用や、台湾のインフルエ

ンサーを対象としたツアーの実施により、本市の魅力をＳＮＳ等で情報発信していきます。ま

た、台湾企業のインセンティブ旅行の誘致に取り組むとともに、現地プロモーションや商談会

等に参加するなど、台湾からの旅行者の増加を図ります。

（詳細は、６７ページ）

○新E
【観光交流課】＜再掲＞ 75,160千円 

本市の歴史、文化、自然、特産品などの多様な観光資源に磨きをかけ、大内文化ゾーンや

亀山周辺・中心商店街ゾーン、農山村エリア等への誘客促進を図ります。 

令和６年度は、国宝瑠璃光寺五重塔の改修工事期間中に限定した香山公園での誘客事

業を始め、香山公園一帯でのゆらめき回廊の開催、着物の似合う歴史のまちとしての着物

まち歩きイベントを開催します。 

また、「日本のクリスマスは山口から」にちなんだ山口らしい“灯り”の演出の取組を段階

的に拡充するとともに、新たに、一の坂川の桜のライトアップについて、カラー対応ＬＥＤライ

トへ更新するほか、本市の歴史文化資源を活用したシビックプライドの醸成につながる取組

に対して支援を行います。

加えて、農山村エリアにおいて、地域ならではの体験型コンテンツの創出及び充実に取り

組むとともに、重源の郷体験交流公園のリニューアルを契機とした誘客効果を徳地地域全

体に波及させるため、外部人材を活用し、地域内連携体制の構築に引き続き取り組みます。 

○新E
都市間連携観光誘客事業【観光交流課】 60,999千円 

山口県央連携都市圏域（愛称：山口ゆめ回廊）における官民一体での広域観光連携のも

と、圏域への誘客促進、滞在時間や観光消費額の向上を図ります。令和６年度は、圏域への

誘客促進に向けて、圏域７市町共同での観光コンテンツの開発やプロモーション事業を実施

します。 

また、国内外の都市との広域観光連携を図り、相互交流事業や連携事業を行います。令

和６年度は、美祢市との観光交流パートナー協定に基づく海外からの誘客促進に向けた取

組の強化、鹿児島市との薩長連携事業としてのＪＲと連携した維新の歴史を辿るツアーの実

施、萩市・阿武町と連携した萩ジオパークの情報発信、新山口駅や湯田温泉を発着地として

県内を周遊する「やまぐち絶景満喫バス」の運行に係る広報・情報発信などを行います。 

さらに、デスティネーションキャンペーンの誘致に向けたコンテンツとして、広域観光連携

への展開も見据えつつ、ＪＲ山口線を活用した、まち全体をフィールドとした謎解きやクエス

ト等の体験参加型の周遊プログラムを造成します。

クリスマスイルミネーション（山口駅舎） 重源の郷体験交流公園の 
リニューアルを契機とした地域連携事業

（かやぶき巡りツアー） 
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○新E
【観光交流課】＜再掲＞ 33,362千円 

県内最大の宿泊拠点としての湯田温泉の魅力を更に高め、誘客促進や宿泊客数の増

加につなげます。 

令和６年度は、湯田温泉旅館協同組合が実施する、テレワークやワーケーションなどへ

の対応や、温泉、旅館、足湯などを活用した付加価値を高める取組を支援します。 

また、ＭＩＣＥ開催に係る助成制度やシャトルバスの運行支援により、湯田温泉の宿泊

施設やＫＤＤＩ維新ホールを始めとした市内コンベンション施設におけるＭＩＣＥ誘致の促

進を図るとともに、市内施設をユニークベニュー会場としたアフターコンベンションへの助

成を引き続き行います。さらに、宿泊付きの家族向け体験コンテンツの造成に取り組むと

ともに、廃業された旅館の利活用の手法について、調査・検討を進めます。 

加えて、おもてなし事業として、湯田温泉の宿泊施設への手荷物配送サービス（手ぶら

観光）を引き続き行い、観光客の受入環境の充実及び満足度向上を図ります。 

【湯田温泉パーク整備推進室】 （詳細は、７７ページ） 3,192,419千円 

○新E

【観光交流課】＜再掲＞ 75,160千円の内数 

大内文化ゾーン等における回遊促進に向けて、山口駅を発着とした香山公園（瑠璃光

寺五重塔）や龍福寺等を巡る循環タクシーを、平日を含めた全日で定期運行します。 

□充E

【交通政策課】＜再掲＞ 14,400千円 

市民の日常生活における移動を始め、観光客の周遊にも便利なシェアサイクルの実証

事業を引き続き行います。令和６年度は、電動自転車２０台を新規導入し、観光客の快適

な移動手段の確保につなげます。 

【交通政策課】＜再掲＞ ― 

令和６年１月から開始した、スマートフォン等でタクシーの配車ができる「やまぐちＴＡＸＩ

アプリ」を活用した実証実験により、観光地域づくりとしての二次交通の充実や、市民の

移動の快適性・利便性を高めるため、県との連携のもと、今後の取組の展開について検

討を進めます。

【ふるさと産業振興課】<再掲> 336,217千円の内数 

○新E

【観光交流課】<再掲> 33,362千円の内数 

大内文化まちづくり推進事業【文化交流課】<再掲> 1,000千円 

ＭＩＣＥ会場における地域伝統芸能の披露による本市の魅力発信の充実や伝統芸能の

保存継承の促進に向けて、伝統芸能団体の道具や衣装等の更新・修繕に係る費用を支

援します。 

指定文化財保存助成事業【文化財保護課】<再掲> 420千円 

□充E

478,300千円 

2,000千円 

【観光交流課】<再掲> 

【観光交流課】<再掲> 

【観光交流課】<再掲> 3,000千円
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事 業 名 等 事 業 費 

≪現計予算での対応分≫ 35,000千円 

【広報広聴課】

山口市・宇部市・萩市・防府市・美祢市・山陽小野田市・島根県津和野町の７市町からな

る「山口県央連携都市圏域（愛称：山口ゆめ回廊）」の公式ウェブサイトについて、各市町

の観光情報のほか、歴史文化や食、イベント情報などの７市町の暮らしぶりについて、英

語、中国語、韓国語などの多言語で情報発信します。 

【観光交流課】

多言語対応として、同時通訳機器について、各観光案内所（山口駅、香山公園、湯田温

泉、新山口駅北口・南口）や狐の足あとへの設置や、観光ガイド（香山公園、萩往還）への

貸与を行うとともに、観光案内所における外国人にわかりやすい看板へのリニューアル

や、インバウンド向けパンフレットの更新・増刷を行います。 

また、観光客の利用が多く見込まれる施設等（観光案内所、湯田温泉駅足湯、香山公

園）について、フリーWi-Fiによるインターネット環境の充実を図ります。 

さらに、山口駅を起点とした周遊促進に向けて、観光案内所を拡張し、手荷物預かりス

ペースを確保するとともに、二次交通の充実として、大内文化ゾーン等を定期的に循環す

るタクシーの運行を行います。 

加えて、市内事業所におけるキャッシュレス決済設備の導入等を支援します。 

【観光交流課】

新山口駅（南北自由通路）及び福岡空港からの地下鉄内等における広告プロモーショ

ンを強化して実施するとともに、ＳＮＳ等による情報発信に活用するインバウンド向けのプ

ロモーション動画を制作します。

【観光交流課】

期間限定イベントとして実施した瑠璃光寺五重塔プロジェクションマッピングと「大内文

化 思想をめぐる道」について、令和６年３月末まで延長して実施します。 

≪３月補正予算での対応分≫ 93,500千円 

【観光交流課】

外国人への観光案内機能の強化に向けて、観光案内所（山口駅、香山公園、湯田温

泉）に多言語対応スタッフを増員します。 

【観光交流課】

米ニューヨーク・タイムズ紙で紹介された瑠璃光寺五重塔や山口祇園祭など、大内文

化に代表される歴史的・文化的価値を有するスポットやイベントについて、本市ならでは

の体験コンテンツとしての高付加価値商品の造成と、旅行エージェントを通じた商品販売

に取り組みます。 

また、海外現地でのプロモーションにより、本市の歴史・文化の魅力を発信し、インバウ

ンド誘客の更なる促進を図ります。

上記緊急対応分に加え、令和６年度においても、必要に応じて予算措置を検討します。 

「大内文化 思想をめぐる道」 

プロジェクションマッピングと和歌のカーテン 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E
20,500千円 

都市づくり推進事業【スマートシティ推進室】<再掲> 

令和４年３月に策定した「山口市都市核づくりビジョン」では、山口都市核づくりの方向

性として、「歴史・文化を大切にはぐくむ都市空間の形成」、「質の高い時間の消費を促す

都市機能の強化」、「多様な暮らし方や働き方の選択が可能な都市空間の形成」を位置付

けています。また、小郡都市核づくりの方向性として、「交通結節機能・アクセス機能等の

強化」、「交通結節機能や産業交流機能を生かした魅力的な都市空間の形成」、「交通アク

セスの利便性を生かした都市空間の形成」を位置付けています。こうした方向性のもとで

両都市核づくりの取組を推進するに当たり、必要となる調査等を実施します。

また、県有地の活用について検討を進めている大内、宮野、阿知須地域のほか、嘉川な

どの都市核周辺エリア等の居住促進のあり方について、第三次山口市総合計画の位置付

けに向けた検討に着手します。 

事 業 名 等 事 業 費 

山口市産業交流拠点施設（ＫＤＤＩ維新ホール）の管理運営を行います。 

また、県内最大の２,０００人を収容できる可変型のメインホールや大小１２の連結利用も可

能な会議室を活用し、大規模ＭＩＣＥ等の誘致を積極的に進めます。 

【ふるさと産業振興課】<再掲> 336,217千円 

○新E

【観光交流課】＜再掲＞ 33,362千円の内数
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【ふるさと産業振興課】＜再掲＞ 336,217千円の内数 

○新E

【観光交流課】＜再掲＞ 33,362千円の内数 

大内文化まちづくり推進事業【文化交流課】＜再掲＞ 1,000千円 

指定文化財保存助成事業【文化財保護課】＜再掲＞  420千円 

□充E

【観光交流課】 19,318千円 

山口駅、新山口駅（北口、南口）、湯田温泉、香山公園の各観光案内所において、市内・

県内の観光、スポーツ、文化など、様々な情報を発信します。 

とりわけ、新山口駅観光交流センターは、日本政府観光局が認定する「JNTＯ認定外国

人観光案内所」のうち、県内で唯一、「カテゴリーⅢ」の認定を受けています。「カテゴリー

Ⅲ」とは、常時英語対応可能であることに加え、英語以外にも２言語以上での案内が常時

可能、原則年中無休、Wi-fi 環境が整備されている外国人観光案内所であり、こうした環

境を生かした情報発信や観光案内に取り組みます。 

【小郡総合支所地域振興課】<再掲> 6,000千円 

新山口駅及び産業交流拠点施設とその周辺において、小郡地域の大学や専門学校など

の学生と、企業や地域団体等が連携して行う集客イベント等の開催に対して支援を行いま

す。 

JNTO 認定外国人 

観光案内所の 

シンボルマーク
新山口駅観光交流センター（ＪＲ新山口駅北口） 

令和５年度に開催されたイベントの様子 
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産業交流スペース「Ｍｅｇｒｉｂａ（メグリバ）」と施設内に入居する山口商工会議所広域ビジネ

スサポートセンター、国や県の支援機関（やまぐち産業振興財団、山口しごとセンター、山口新

卒応援ハローワーク、山口県福祉人材センター）との連携による重層的な中小企業支援、起

業創業支援を展開するとともに、「メディフィットラボ」における市民の健康づくりや、企業の健

康経営の促進の取組、「アカデミーハウス」における若者の人材育成等の取組など、各施設の

特長を生かした様々な事業展開により、山口県央連携都市圏域を始め、県央部における新た

な交流とビジネスの創出につなげます。

【ふるさと産業振興課】<再掲> 336,217千円 

【ふるさと産業振興課】<再掲> 58,556千円 

【ふるさと産業振興課】<再掲> 11,844千円 

24,000千円 

若者地元就職促進事業【ふるさと産業振興課】<再掲> 

ＫＤＤＩ維新ホールにおいて、山口県央連携都市圏域内の中学生や高校生等を対象に、

圏域内の企業紹介・職業体験などのブースを設置した総合的な職業理解フェア「やまぐち

未来のしごとフェスタ」を開催します。 

また、オンライン開催として、圏域内の企業紹介動画を特設サイトに掲載することで、企

業研究や職業研究に活用いただき、地元企業を知る機会を提供します。 

立地等奨励事業【産業立地推進課】<再掲> 222,139千円の内数 

小郡都市核において、支店・営業所等を新たに開設した場合に、事務所の賃借料や、新規

雇用等に対して補助金を交付します。 

○新E

57,594千円の内数 

都市づくり推進事業【スマートシティ推進室】<再掲>

駅周辺の都市基盤やＫＤＤＩ維新ホールの整備効果が現れつつある中、多数の交通機関が

結節する「ハブ駅」としての更なる機能発揮に向けて、飲食店を始めとしたサービス機能の導

入促進や出店支援に向けた調査を実施します。 

□充E

【都市整備課】 762,946千円 

新山口駅周辺の市街地化の促進に向け、令和６年度は、引き続き民間の再開発組合による

「新山口駅北地区第一種市街地再開発事業」を支援します。 

【都市整備課】 81,675千円 

市道矢足新山口駅線の道路改良工事を行います。令和７年度の完成を予定しています。 

【都市整備課】 55,663千円 

【交通政策課】＜再掲＞ 10,390千円 

令和５年度「やまぐち未来のしごとフェスタ」の様子 
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新山口駅周辺の整備箇所・事業概要等 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E

□充E

【本庁舎整備推進室】 10,885,715千円 

新たな本庁舎の整備を進めています。 

令和６年度は、新本庁舎棟の建設工事を進めるとともに、令和７年度から整備予定

の広場等の実施設計を実施します。また、新本庁舎への円滑な業務移行のための準

備、保有文書の電子化の取組を進めます。 

新本庁舎棟の竣工は、令和６年度を予定しています。 

＜新本庁舎整備のスケジュール＞ 

令和６年度 新本庁舎棟の建設 

令和７年度～令和８年度 現本庁舎の解体、市民交流棟・新立体駐車場

の建設、広場整備 

山口市中心市街地周辺地区整備事業【都市整備課】 11,000千円 

新本庁舎の整備に伴う周辺道路整備として、市道中央二丁目湯田温泉四丁目線（本

庁舎と市民会館の間を通る市道）の道路改良工事を行います。 

○新E

都市づくり推進事業【スマートシティ推進室】＜再掲＞ 
10,000千円 

令和５年１０月に、山口都市核の亀山周辺・中心商店街ゾーンが、県の「持続可能なまち

づくり集中支援事業」に係る支援対象地区に採択されました。官民連携のエリアプラットフ

ォームにおいて、ゾーン内のまちづくりに係る方針を示すまちづくり計画を、令和６年度に

策定します。 

令和６年度は、本ゾーンで、タクシーやバス等を活用した周遊性の向上に向けた社会実

験を実施するとともに、引き続き、本プラットフォームにおいて、県の支援チームや民間アド

バイザーとの連携のもとで、ゾーンにおけるまちづくりの方向性や取組について検討しま

す。 

建設工事中の新本庁舎（令和５年１２月時点） 新本庁舎の整備イメージ 

現本庁舎 
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□充E    

□充E   32,089千円 

 中心市街地活性化計画推進事業【中心市街地活性化推進室】  

 令和３年６月に国の認定を受けた「第３期山口市中心市街地活性化基本計画」に基

づき、中心市街地エリアの活性化に取り組みます。令和６年度は、中心市街地エリアに

おける民間主導による建築物等の更新促進に向けて、大型の開発手法の導入やリノベ

ーションによる既存ストック活用など、今後の実現可能かつ戦略的な市街地整備のため

の「市街地総合再生基本計画」を策定します。 

また、引き続き、中心商店街のにぎわい創出に向けた空き店舗への出店サポートや、

各種イベント・事業のコーディネートを行うタウンマネージャー等の配置への支援を行う

とともに、中心市街地の人流調査等への支援を行います。 

 

□充E   都市計画基本調査事業【都市計画課】 45,000千円 

 第３期山口市中心市街地活性化基本計画に基づき、「居心地が良く歩きたくなるま

ちなか」を形成する「まちなかウォーカブル」の推進を図るため、山口駅通りの整備案を

作成し、関係機関等との調整を行うとともに、周辺交通への影響や歩行者の回遊性を

検証する交通社会実験を行います。 

また、ＪＲ山口駅の交通結節機能の強化に向けて、山口駅前広場の現状・利用実態

を踏まえ、利用しやすい歩行空間、交通機能の集約、交差点のコンパクト化等について

調査分析を行うとともに、交通事業者等と協議、検討を行います。 

 

 【中心市街地活性化推進室】 35,000千円 

 中心商店街の空き店舗対策や、店舗の連続性によるにぎわいの創出を図るため、物

件の所有者等に対して遊休不動産の利活用に関するアドバイスや整備手法について

専門家等から提案を行う相談会等を開催するとともに、空き店舗等の建物状況調査へ

の支援を行います。 

また、老朽化が進んでいる遊休不動産を所有者から借り受け、リノベーションを実施

し出店希望者にサブリースするまちづくり事業者等の改装費や、アーケードの風雨降り

込み対策など、来街者等の快適性の向上につながる環境整備を支援します（補助率 

１/３。ただし、店舗連続性を確保するための「地区整備計画」を定めたエリアにおいて

は、補助率２/３にかさ上げ）。さらに、中心商店街のアーケードや舗装タイルなどの補修

費用への支援を引き続き行うとともに、アーケードの緊急通報装置の更新や連結送水

管の改修等の緊急性のある改修に対して、支援を行います。 

 

 【都市計画課】 4,236千円 

 景観形成重点地区として、山口駅前地区の指定に向けた取組を進めます。令和６年

度は、山口駅前地区の景観形成重点地区の指定に向け、市民説明会を実施し、山口市

景観計画の改定案を作成します。また、景観づくりへの意識向上や景観資源の発掘を

目的に、山口市景観賞を実施します。 

 

□充E  【都市整備課】 482,700千円 

 亀山周辺ゾーン、中心商店街ゾーン、大内文化ゾーンの３つのゾーンを一体的なエリ

アとした都市再生整備計画（計画期間：令和３年度～令和７年度）に基づき、道路の美

装化やバリアフリー化等を進めます。 

令和６年度は、中心商店街アーケード（道祖町旭通り一丁目線）のバリアフリー化・美

装化工事、大殿大路（桜畠一丁目下後河原線）の電線類の地中化工事、市民会館前と

山口中央郵便局前の間の交差点（黄金町野田１号線）の改良に向けた設計、市役所南

側（中央二丁目湯田温泉四丁目線）の道路改良工事等を行います。 

 

 【都市整備課】 16,800千円 

 密集市街地における居住環境の整備等に向けた取組として、平成２８年３月に策定し

た「住宅市街地整備計画」に基づき、令和６年度は、善福寺地蔵通り線の用地取得、建

物補償、道路拡幅工事などを進めます。 

 

 【中心市街地活性化推進室】<再掲> 13,000千円 

 中心商店街の空き店舗へ新規出店する事業者に対して、出店経費の一部を支援し

ます（飲食店出店の場合は、補助上限額１５０万円・補助率１/2、飲食店以外の小売・サ

ービス業等出店の場合は、補助上限額１００万円・補助率１/２）。 

また、引き続き、中心市街地の空き店舗等に事務所を開設しようとする法人等に対

し、改装支援（補助上限額 最大１００万円・補助率１/２）、事務所賃借料支援（補助上限

額６０万円/年・補助率 1/2）を行います。 
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□充E
【中心市街地活性化推進室】<再掲> 143,500千円の内数 

中心市街地の来街者の増加や回遊性の向上に向けて、子どもたちが中心商店街を

ものづくりなどのクリエイティブな「学びの場」として活用する「まちなかクリエイティブフ

ィールド事業」として、ロボット制作活動、ロボットコンテストを実施します。また、アート

コミュニケーターの育成、商店街の店舗スペースを活用したアート展示として、ＹＣＡＭ

が開発した「without records」を発展させ、商店街全体を楽器とする体感型のアー

ト等を行う「アートでつなぐまちの活性化事業」を実施します。

□充E

41,500千円 

【中心市街地活性化推進室】<再掲> 

中心商店街の更なる賑わい創出に向けた取組を進めます。 

令和３年３月の山口井筒屋との地域活性化に係る包括連携協定に基づき、山口井筒

屋２階に設置した地域の魅力発信・交流スペース「コトサイト」において、地場産品の展

示販売や、市内各地の魅力発信、子育て世代の交流事業、図書コーナーの設置などを

行い、幅広い地域や世代の方の来街機会の創出を図ります。また、中心商店街の賑わ

い創出や、チョコレート等を活用した新たなブランド創出に向けた取組への支援、

「mirai365」を活用したまちなか起業創業促進、中心商店街の稼ぐ力の向上に向けた

取組などを行います。 

また、令和６年度は、新たに、中心商店街の風物詩となる販売促進イベントの支援を

行います。 

【農業振興課】<再掲> 1,806千円 

□充E

【環境政策課】 5,314千円 

令和４年１１月に本市の中心市街地エリア等が国の脱炭素先行地域に選定されたこと

から、中心市街地エリアを中心に、脱炭素先行地域の取組を進めます。 

（詳細は、９４ページ） 

□充E

80,000千円 

中心市街地活性化対策事業【中心市街地活性化推進室】<再掲>

令和６年度は、中心商店街における新たな出店や既存店舗等の経営基盤強化を図る

ため、空調や照明等の省エネ設備の導入費用を支援します。 

□充E

【管財課】<再掲> 34,539千円の内数 

若者世代や子育て世代などのまちなか居住の促進を図るため、公用車等を活用した

ＥＶカーシェアリングを実施します。 

□充E

【交通政策課】<再掲> 14,400千円 

市民会館施設管理運営業務【文化交流課】<再掲> 1,000千円 

開館から５０年経過したことによる施設の老朽化への対応として、令和５年度に施設の

課題等を把握するため、利用団体を始めとする関係者による意見交換会等を開催しまし

た。令和６年度は、令和５年度に把握した課題等を踏まえた検討を進めるため、先進地視

察やワークショップの開催などを行います。 

ロボットコンテスト
Yamaguchi Seasonal 2023 

大友良英＋青山泰知＋伊藤隆之 

without records 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E  15,167千円 

 指定文化財保存助成事業【文化財保護課】＜再掲＞  

○新E  【観光交流課】＜再掲＞ 75,160千円の内数 

 【文化交流課】＜再掲＞ 8,327千円 

□充E  【文化交流課】＜再掲＞ 8,632千円 

□充E    

□充E  【文化財保護課】＜再掲＞ 37,006千円 

□充E  【文化財保護課】＜再掲＞ 24,969千円 

 【文化財保護課】＜再掲＞ 3,480千円 

□充E  【都市整備課】＜再掲＞ 482,700千円 

 【ふるさと産業振興課】<再掲> 2,100千円 

 【ふるさと産業振興課】<再掲> 11,554千円 
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亀山周辺・中心商店街・大内文化ゾーン 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E   3,192,419千円 

 湯田温泉パーク整備事業【湯田温泉パーク整備推進室】<再掲>  

 「住んでよし・訪れてよしの湯田温泉」に向けて、市民が日常的に湯田温泉を訪れ、湯

田温泉のある暮らしを楽しみ、日中や夜間も市民や観光客でにぎわい、様々な交流を楽

しむことができる開かれた公共空間として、「湯田温泉パーク」を整備します。 

令和６年度は、引き続き建設工事を進めるとともに、開館に向けたプレイベントとして、

大屋根広場での開催を想定したスケート体験会、企業や地域団体等との連携による大

学生等が中心となった新たなイベントなどを開催します。 

本施設は、令和７年４月に一部供用開始し、駐車場等の整備完了後、令和７年秋のグ

ランドオープンを予定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湯田温泉パークの整備イメージ 

大屋根広場の活用イメージ 

温浴施設の浴室イメージ 遊具イメージ 

市民と観光客の 
交流の拠点 
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□充E

【都市整備課】 224,400千円 

県内最大の宿泊拠点である湯田温泉エリアの公共空間を面的に整備します。 

第３期都市再生整備計画（計画期間：令和３年度～令和７年度）に基づき、湯田温泉エ

リアにおける回遊性の向上に向け、歩行空間の再生整備などを進めます。

令和６年度は、市道中央二丁目湯田温泉四丁目線（錦川通り）や、市道湯田温泉二丁

目泉町線の美装化工事、市道上東湯田温泉五丁目線の道路拡幅に向けた詳細設計業務

等を行います。 

街路改築調査事業【都市整備課】 1,000千円 

湯田温泉ゾーンの外周道路の機能強化につながる都市計画道路一本松朝倉線につい

て、都市計画決定の変更・事業認可取得に向けた資料作成を行います。 

○新E
【観光交流課】＜再掲＞ 33,362千円 

□充E

県内最大の宿泊拠点としての湯田温泉の宿泊機能の維持・強化に向けて、引き続き、

廃業された旅館の利活用の手法について調査検討します。また、コロナ禍の影響等によ

り廃業した宿泊施設の事業を承継する事業者に対して、固定資産税相当の支援、雇用奨

励金に加え、取得施設の改修費や新築費等の一部を最大１億円支援します。（案件が生

じた際に、補正予算編成し、対応します。） 

【ふるさと産業振興課】 ＜再掲＞ 5,000千円 

湯田温泉が有する飲食・保養機能を強化し、回遊や賑わいを創出するため、湯田温泉ゾ

ーンの空き家・空き店舗等へ出店し、昼の営業を営み、１日概ね６時間以上営業するものに

対し、改装等に係る費用の一部を支援します（補助上限額５０万円・補助率 1/2）。また、特定

の主要エリア内に出店する場合の補助上限額は１００万円・補助率 2/3とします。 

【交通政策課】<再掲> 10,390千円 

湯田温泉ゾーン
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事 業 名 等 事 業 費 

 【文化交流課】<再掲> 250,903千円 

 文化芸術を活用した創造的なまちづくりの推進や人材育成につなげるため、ＹＣＡＭの

持つ技術、人的ネットワークなどを活用し、市民やアーティスト・関係団体等が参画する企

画事業や教育普及活動を展開します。 

 

  2,484千円 

 子ども読書活動推進事業、図書館活用推進事業【中央図書館】<再掲>  

 中央図書館の交流スペースや共同利用スペース、中央公園を活用し、ワークショップ、

講座、ライブラリーコンサートなどのイベントを開催します。 
 

○新E  33,362千円の内数 

 湯田温泉観光誘客事業【観光交流課】<再掲>  

 大規模イベントや周辺エリアへの誘客促進に向けて、観光誘客の取組支援や、主催者

と連携した誘客プロモーションを行います。 
 

   

 【都市整備課】 71,550千円 

 中央公園周辺の再生整備やアクセス機能の強化に向けた取組を進めます。 

都市再生整備計画（計画期間：令和２年度～令和７年度）に基づく再生整備を進め、 

中央公園におけるコンベンションやイベントの開催を支援し、新山口駅北側の産業

交流拠点施設や湯田温泉と連携しつつ、中央公園をユニークべニュー空間として形成

していきます。 

令和６年度は、済生会山口総合病院の周辺道路整備として、市道糸米羽坂１号線の

道路改良工事を行います。 

 

 

 

 

 

  

情報・文化ゾーン 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E

幹線道路建設促進事業【道路建設課】

21,400千円 

国道２号の防府市台道から山口市鋳銭司までの区間における４車線化及び歩道設置の早

期実現に向けて、本市と防府市で平成３０年１１月に設置した「山口県国道２号整備促進期成

同盟会山防部会」において、国に要望活動を行います。 

また、国道９号の阿東篠目から宮野上までの区間における道路改築の早期事業化に向け

て、令和５年１月に、本市と島根県益田市・津和野町・吉賀町で「一般国道９号（益田市～山口

市間）整備促進期成同盟会」を設立しました。令和６年度は、早期事業化に向けた機運醸成を

図ることを目的に、総決起大会を開催します。また、老朽化等の課題を抱える阿東篠目から宮

野上間について、防災・安全に関する検討のため、アンケート調査、検討区間の課題や対策案

についてパネル展示するオープンハウスや座談会等の開催を予定しています。 

□充E

【道路建設課】 42,600千円 

令和２年３月に開通した中国縦貫自動車道湯田温泉スマートインターチェンジの整備に伴う

アンケート調査を始めとしたフォローアップ調査や、関連する市道改良工事を行います。

令和６年度は、国道２号の４車線化を見据えたアクセス機能確保のため、周辺市道の整備に

向けた調査・検討を行います。 

①

①
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□充E  【都市整備課】 60,200千円 

 都市計画道路東山通り下矢原線の未整備区間の整備を進めます。令和６年度は、引き続

き、用地買収、建物補償等を行います。 
 

 【道路建設課】 173,024千円 

 山口市道路整備計画に位置づけた路線を計画的に整備していきます。 

令和６年度は、宮島町問田線、田屋島岩富線、中河原小森線、祢宜幸田線、由良前仙在線

の整備を行います。 

また、交通ネットワークを取り巻く環境変化等を踏まえ、「山口市道路整備計画」の見直しを

行います。 

 

   

  都市計画基本調査事業【都市計画課】<再掲> 15,000千円 

 基幹ネットワークであるＪＲ駅や幹線道路、公共下水道事業計画区域などの状況を踏ま

えたかたちで、駅周辺のさらなる居住誘導につながる用途地域変更基本方針及び指定基

準の作成を行います。 

また、山口県立大学南キャンパスの利用方策の検討において、駅を中心に日常生活に必

要な機能・サービスを確保するなど、ＪＲ宮野駅と一体的なまちづくりが可能となるよう、都

市計画の見直しに向けた取組を進めます。 

 

  交通政策推進事業【交通政策課】<再掲> 18,769千円の内数 

 令和６年度は、令和５年度に実施した各駅の現状を把握する基礎調査の結果をもとに、

交通結節点となる駅において、老朽化したトイレの改修など、駅周辺の環境整備に取り組む

とともに、引き続き、利用促進を図ります。 

また、「特急スーパーおき」の利用促進に向けた実証事業の実施や、山口線利用促進協

議会におけるＪＲ山口線を利用した遠足や社会見学などへの支援を引き続き行います。さら

に、観光客を始めとした駅を訪れた方へのおもてなしとして、阿東地域の主な駅舎周辺にお

いて、花壇の整備を行うなど、利用促進につながる環境整備を地域とともに進めます。加え

て、山口商工会議所と連携して、ノーマイカーデーの取組や公共交通の利用体験、セミナー

などを行います。 

 

  都市計画基本調査事業【都市計画課】<再掲> 6,000千円 

 令和６年度は、ＪＲ山口駅の交通結節機能の強化に向けて、山口駅前広場の現状・利用

実態を踏まえ、利用しやすい歩行空間、交通機能の集約、交差点のコンパクト化等につい

て、調査分析を行うとともに、交通事業者等と協議、検討を行います。 

 

   

 「山口県央連携都市圏域ビジョン」に関連する事業費一覧は、１０６～１０７ページに掲載。  

  中核都市づくり推進事業【企画経営課】 544千円 

 山口市・宇部市・萩市・防府市・美祢市・山陽小野田市・島根県津和野町の７市町からなる

「山口県央連携都市圏域（愛称：山口ゆめ回廊）」の首長で構成する「山口県央連携都市圏域

推進協議会」（平成２８年１１月設置）を運営し、同協議会を通じて、関係７市町の協議や調整

を図ります。また、広報誌や移動市長室を通じて、「広域県央中核都市づくり」に関する情報

提供を行います。 

 

 【企画経営課】<再掲> 5,000千円 

 「第２期山口県央連携都市圏域ビジョン」（計画期間：令和４年度～令和８年度）における

重点プロジェクトを始めとした取組を関係７市町の連携のもとで推進します。また、経済団体

の若手組織などが行う、圏域内での交流を促進する新たな取組や、全国規模の大会の開催

に向けた取組などへの支援を通じて、圏域を担う次世代の人材育成を図ります。 

 

 【広報広聴課】 8,796千円 

 地域情報紙やＦＭラジオ番組、テレビ情報番組等のほか、多言語に対応した山口ゆめ回廊

公式ウェブサイトの活用を通じて、「山口県央連携都市圏域」の各市町におけるイベント情報

やまちづくり情報を圏域内外に発信し、交流促進を図ります。 
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事 業 名 等 事 業 費 

20,000千円 

都市づくり推進事業【スマートシティ推進室】<再掲> 

「農業試験場跡地利用基本計画（骨子案）」（令和６年３月策定予定）を踏まえ、山口市全体の

まちづくりの推進、県央部の広域的な発展につながる効果的な跡地利活用が図られるよう、県と

本市の緊密な連携のもと検討を進めます。 

令和６年度は、引き続き、県と本市で構成する「農業試験場等跡地利用検討協議会」におい

て、具体的な導入施設、ゾーニング等を位置付ける「農業試験場跡地利用基本計画」の作成に

向けた取組を進めます。跡地周辺の重要な課題である県道山口防府線の慢性的な交通渋滞対

策や雨水排水対策などの検討、サウンディング型市場調査等も踏まえ、事業者選定時に必要と

なる諸条件の調査等を実施します。 

県の「山口県立大学第二期施設整備計画」に基づく、山口県立大学南キャンパスの北キャン

パスへの集約整備後に跡地となる南キャンパスの利用方策について、地域からの要望などを踏

まえ、本市の発展につながる利活用が図られるかたちとなるよう、引き続き、県との情報共有を

図ります。また、南キャンパスの跡地において、買い物機能を始めとした日常生活機能の導入が

可能となるよう、周辺環境整備の検討や都市計画の見直しに向けた取組を進めます。 

【スマートシティ推進室】<再掲> 57,594千円の内数 

【都市計画課】<再掲> 5,000千円 

○新E ― 

都市づくり推進事業【スマートシティ推進室】<再掲> 

県においては、山口きらら博記念公園について、様々なイベントの開催や全国的な大規模イベ

ントを誘致し、また、交流拠点としてふさわしい公園の整備等を推進することとされています。 

令和６年度から、県による事業の本格化が見込まれる中、本市の地域活性化につながるかたち

での同公園の再整備や、周辺環境の整備が行われるよう、引き続き、県との情報共有や協議を行

います。 

大内小学校上空からみた農業試験場敷地 
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  23,000千円 

 都市計画基本調査事業【都市計画課】<再掲>  

 都市核周辺エリアにおける更なる居住誘導に向けて、基幹ネットワークであるＪＲ駅や幹線道

路、公共下水道事業計画区域などの状況を踏まえたかたちで、用途地域変更基本方針及び指

定基準の作成を行います。 

また、都市計画道路については、整備予定と位置付けている道路のうち、実現性の低い路線

の廃止や代替路線の必要性、用途地域の見直しに対応した新たな都市計画道路の必要性につ

いて調査分析を行います。 

 

 
 

100,500千円 

 

 市営住宅長寿命化改善事業【建築課】  

 「山口市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、外壁・防水改修や給湯設備整備などの長寿命

化対策を実施します。 

また、市営住宅の居住誘導地域への集約化や再構築について、引き続き検討を進めます。 

 

○新E   都市計画基本調査事業【都市計画課】<再掲> 10,000千円 

 農業試験場跡地利用を踏まえた渋滞対策として、高速道路料金割引の社会実験に向けた効

果検証を行うための分析を行います。 
 

 【スマートシティ推進室】<再掲> 57,594千円の内数 
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事 業 名 等 事 業 費 

【スポーツ交流課】 11,050千円 

本市における「我がまち」のスポーツ財産を活用して、交流人口拡大、地域活性化、健康づく

りにつなげる取組を展開します。 

令和６年度は、本市出身のトップアスリートを招聘した講演会や競技体験会の開催、小中高

生を対象とした競技力向上につながる事業への支援を行います。 

また、プロサッカーチーム「レノファ山口ＦＣ」と連携した地域活性化・交流人口拡大事業とし

て、ホームゲーム観戦機運の醸成に向けた市内小学校や地域イベントでの交流活動などを実

施します。 

さらに、山口商工会議所の「レノファ山口ＦＣ応援促進協議会」における、Ｊ１昇格に向けた応

援強化の取組を支援します。 

□充E
<再掲> 17,402千円 

部活動地域移行推進事業【○新部活動地域移行推進室←○現スポーツ交流課、文化交流課、学校教育課など】 

□充E 1,144千円 

全国高等学校総合体育大会開催推進事業【スポーツ交流課】

令和７年８月に、全国高等学校総合体育大会（インターハイ）が中国ブロック（鳥取県・島根

県・岡山県・広島県・山口県）で開催されます。山口県では、６種目が開催され、そのうち、本市

においては、水球とバドミントンが開催される予定です。 

令和６年度は、実行委員会に対して準備運営経費を支援するとともに、開催に向けて円滑な

運営体制を構築するため、開催地の視察等を行います。 

本市出身のトップアスリート 

大野将平選手の柔道教室の様子 
山口市ホームタウンデー 

令和６年１月に開催された「開幕戦応援パレード」及びセレモニーの様子 
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  体力つくり推進事業【スポーツ交流課】<再掲> 3,000千円 

 

本市では、令和５年１０月９日のスポーツの日に、バレーボールや硬式テニス、空手道のほ

か、インディアカ、ニュースポーツなど、様々なスポーツを気軽に体験できる「山口市スポー

ツフェスタ」を初めて開催しました。 

令和６年度も引き続き、市民総参加型イベントとして、やまぐちリフレッシュパークで、「山

口市スポーツフェスタ」を開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□充E    

  （仮称）山口市武道館整備事業【スポーツ交流課】 ― 

 山口市武道館建設検討委員会の「武道館建設検討結果報告書」を踏まえ、令和６年度

は、武道館整備基本計画の策定を進めます。 
 

□充E  【スポーツ交流課】 90,453千円 

 
昭和６２年に竣工した小郡運動公園について、施設の長寿命化に向けて、グラウンドの

防球ネットの改修工事や管理棟の屋根外壁の防水に係る設計を行います。  

 【スポーツ交流課】 356,908千円 

 平成７年に竣工した山口市スポーツの森について、令和５年度までの西京スタジアムの

外部改修工事に続き、施設内部の改修工事を行います。 

令和６年度は、ラバーフェンス、人工芝の張替えや、トイレの一部洋式化など、長寿命化

のための改修工事を行います。 

 

 【スポーツ交流課】 60,850千円 

 
平成２２年に竣工したやまぐちサッカー交流広場について、施設の長寿命化に向けて、

引谷体育館の屋根・外壁や照明器具の改修工事を行います。  

□充E  【スポーツ交流課】 181,200千円 

 平成１０年に竣工したやまぐちリフレッシュパークについて、施設の長寿命化に向けてメ
インアリーナとサブアリーナの屋根の防水工事、総合体育館の昇降機や雷保護設備の改
修工事、屋外トイレの屋根・外壁の防水工事を行います。 

 

□充E  【スポーツ交流課】 86,880千円 

 
昭和５７年に竣工した阿知須体育センターについて、施設の長寿命化に向けて、屋根・

外壁の改修工事や、施設内部の改修に係る設計を行います。  

 【スポーツ交流課】 42,800千円 

 
市内小・中学校の屋外運動場の照明施設の計画的な改修を行います。令和６年度は、

潟上中学校の改修工事、川西中学校の改修設計を行います。  

「山口市スポーツフェスタ」の様子 
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事 業 名 等 事 業 費 

【企画経営課】 10,812千円 

「山口市シティセールス推進本部（本部長：市長）」のもとで、市内外に対する本市の魅力

発信の取組を進めます。 

情報誌「彩都山口」の発行と全国配布、ふるさと大使を起用した情報発信、外部人材ネッ

トワークとの連携、各種メディア媒体の活用、ホームページ等の活用、包括連携協定に基づ

く取組の推進など、効果的な情報発信を行います。

□充E

姉妹友好都市を含めた海外都市に対し、オンライン交流による本市の魅力発信や、子ども

たちの国際感覚の醸成を図るとともに、国際理解を深めていくための取組として、国際交流

員による講座を開催します。また、市民の国際交流事業の促進に向けて、市内での交流事

業や海外との派遣・受入交流事業等を支援します。 

令和６年度は、２０２５年のパンプローナ市（スペイン）との姉妹都市締結４５周年に向け

て、大阪・関西万博を契機とした国の「万博国際交流プログラム」の活用を視野に入れて、ス

ペインをテーマとした記念イベントを開催します。 

また、公州市（韓国）との姉妹都市締結３０周年を契機とした公式訪問団の受入と市民親

善訪問団の派遣を行います。令和６年度は、昌原市（韓国）との姉妹都市締結１５周年となる

ことから、公式訪問団の派遣や、記念事業を実施します。さらに、英語圏との交流促進に向

けた取組を進めます。 

【国際交流課】 8,813千円 

【国際交流課】 2,100千円 

□充E

【国際交流課】 16,415千円 

86



87



事 業 名 等 事 業 費 

6,000千円 

都市づくり推進事業【スマートシティ推進室】<再掲> 

令和４年１１月に、山口大学、山口県立大学、山口学芸大学、山口商工会議所、山口銀

行、本市を会員として、地域を取り巻く課題に対して、産学官金が一体となった恒常的な

議論の場を構成し、地域課題を共有・把握するとともに、地域の人材育成や課題解決を図

ることを目的に「やまぐち地域共創プラットフォーム」を設立し、にぎわい創出や部活動地

域移行の課題解決に向けた協議を行いました。 

令和６年度は、引き続き、大学や商工会議所等と連携をとり、ＹＣＡＭ、産業交流拠点施

設などの地域資源を活用しながら、本市の特色を生かした多様な学習機会の創出、市民

や学生が学んだことを活かして活躍することができるまちの実現に向けて、具体的なプロ

ジェクトの検討や、実証を行います。 

また、山口大学、山口県立大学及び山口学芸大学の３大学連携による「ひとや地域（ま

ち・文化・教育）のwell-beingに貢献する文系ＤＸ人材の育成事業」が、令和４年８月に、

文部科学省「地域活性化人材育成事業（SPARC）」に採択され、大学等連携推進法人を

設立されました。 

本市では、こうした３大学等の取組との連携を図ったまちづくりを進めるため、引き続

き、連携体制の構築に向けた取組を進めます。 

【社会教育課】<再掲> 2,735千円 

49,821千円 

社会教育活動推進事業【社会教育課】<再掲> 

□充E

□充E
【中央図書館】<再掲> 232,095千円 

【中央図書館】<再掲> 588千円 

【中央図書館】<再掲> 1,502千円 

【中央図書館】<再掲> 1,896千円 

【中央図書館】<再掲> 5,726千円 

□充E

【学校教育課】<再掲> 7,697千円 

【社会教育課】<再掲> 22,501千円 

□充E
12,465千円の内数 

子ども芸術体感事業【学校教育課】<再掲> 

やまぐち地域共創プラットフォーム 
３大学連携による「ひとや地域（まち・文化・教育）の 

well-being に貢献する文系ＤＸ人材の育成事業」 
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□充E   ～人材確保の取組～  

○新E  【保育幼稚園課】<再掲> 2,250千円 

 【保育幼稚園課】<再掲> 6,041千円の内数 

 【保育幼稚園課】<再掲> 307,098千円の内数 

 【保育幼稚園課】<再掲> 59,053千円の内数 

 【保育幼稚園課】<再掲> 16,963千円の内数 

□充E  【介護保険課】<再掲> 6,500千円 

 【健康増進課】<再掲> 77,121千円の内数 

 地域医療に携わる看護師の養成など、人材育成に係る費用を支援します。  

□充E  

 消防団員災害等活動事業、消防団管理運営業務【警防課】<再掲> 

69,545千円の内数 

 

 
 

 
消防団員災害等活動事業、消防団管理運営業務【警防課】<再掲> 

1,740千円 

 

 【文化交流課】<再掲> 1,111千円 

□充E  【文化交流課】<再掲> 19,274千円 

   

 【ふるさと産業振興課】 <再掲> 336,217千円の内数 

 【ふるさと産業振興課】<再掲> 58,556千円 

 【ふるさと産業振興課】<再掲> 10,380千円の内数 

  

 【ふるさと産業振興課】<再掲> 11,554千円 

 【ふるさと産業振興課】<再掲> 326,420千円の内数 

  19,800千円 

 農山村ビジネス創出支援事業【農山村づくり推進課】<再掲>  

   

 【農業振興課】<再掲> 60,190千円 

  森林経営管理事業【農林整備課】<再掲> 184,897千円の内数 

 【水産港湾課】<再掲> 945千円 

 【徳地総合支所農林課】<再掲> 360千円 

  1,800千円 

 地域特産物流通支援事業【徳地総合支所農林課】<再掲>  

 【協働推進課】<再掲> 1,259千円 
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○新E
【職員課】 ― 

後期基本計画における「男性の育児参加率の向上に向け

た仕組みづくり」の取組として、まずは、本市の男性職員の育

児休業の取得促進に取り組みます。 

○新E
【職員課】 ― 

国の「人材育成・確保基本方針策定指針」を踏まえ、令和５年度中に改定予定の「山口市

人材育成基本方針」に基づき、職員の資質向上や優秀な人材を確保するため、働きやすい

職場環境づくりを進めます。また、接遇力向上やカスタマーハラスメント対策の研修等を実

施します。 
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事 業 名 等 事 業 費 

  スマートシティ推進事業【スマートシティ推進室】<再掲> 37,306千円の内数 

 スマートシティの推進を通じた本市の目指すべき姿や取組の方向性等を位置付けた「山

口市スマートシティ推進ビジョン（山口市官民データ活用推進計画）」に基づく取組を進め

ます。 

様々な分野の地域課題の解決や市民の豊かな暮らしを実現するため、令和４年度から

分野や組織等を超えたデータ連携を可能とする相互運用性・拡張性、セキュリティが確保

されたデータ連携基盤（都市ＯＳ）の構築及びそれを活用して防災情報を一元的に集約す

る地図ダッシュボードの運用を進め、令和５年度には観光や交通分野等のデータ連携を行

いました。 

令和６年度は、サル被害などの有害鳥獣対策として、サルの位置情報とのデータ連携

や、新たに運用開始する総合防災情報システムと連携した土砂災害警戒情報、指定洪水

予報等の防災情報との更なるデータ連携などを行います。同時に、本市のデータ連携基盤

の活用等により新たな付加価値を創出する連携事業者等に対する支援を行います。 

 

  スマートシティ推進事業【スマートシティ推進室】<再掲> 37,306千円の内数 

 阿東地域において、地域・大学・行政の連携のもと、地域コミュニティや事業者の事業活

動の維持に向けて、デジタル技術の活用による地域課題の解決や地域経済の活性化の取

組を進めます。令和６年度は、働き方改革法案によりドライバーの労働時間に上限が課さ

れる、いわゆる運輸業界の２０２４年問題に対応するための地域輸送の検討や、音声認識

ソフトなどを活用した地域づくりの取組などに対して支援します。 

 

□充E    

□充E  【デジタル推進課】<再掲> 111,980千円 

 デジタル技術を活用し、新本庁舎における「ワンストップで」・「書かない」・「待たない」

総合窓口サービスの展開に向けた取組を進めるとともに、定型的業務を中心に業務効

率化を図ることで、市民の皆様に接する相談業務の充実につなげ、「もっと来ていただ

ける」市役所づくりを推進します。 

令和６年度は、新本庁舎における利便性の高い窓口手続環境の提供に向けて、新た

に構築するシステムを活用した「書かない」手続受付を順次導入するとともに、行政手

続・暮らしに役立つ情報の受取り・各種問合せ等をスマートフォン等で完結できる仕組

みの充実に向けて、証明書交付申請など取扱件数が多い手続等でのマイナンバーカー

ドを活用した行政手続のオンライン化の推進や、山口市ＬＩＮＥ公式アカウントの更なる機

能強化、手続等の問合せが２４時間３６５日いつでも可能なＡＩチャットボットの運用を行

います。 
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個人番号カード事務【市民課】 86,957千円 

本市におけるマイナンバーカードの交付率が令和５年１２月末時点で、76.4％

（144,139件）となる中、更なるマイナンバーカードの普及促進を図るとともに、利用環境

の整備を進めます。より便利なコンビニ交付の推進を始め、市内４０ヵ所の郵便局でマイ

ナンバーカードの申請ができる体制を継続するとともに、マイナンバーカードの取得に支

援が必要な方への取組として、福祉施設等に入所されている方を対象とした出張申請を

行い、申請機会の充実を図ります。

電子納付推進事務【収納課】 9,160千円 

スマートフォンアプリ（ＰａｙＢ、ＬＩＮＥＰａｙ請求書支払い、ＰａｙＰａｙ請求書払い、楽天銀

行コンビニ支払サービス）を活用した各種市税、保険料の電子納付サービスに取り組み

ます。また、地方税共同機構によるｅＬＴＡＸ（市民税（特徴）、法人市民税、たばこ税、入湯

税）及び地方税お支払いサイト（固定資産税・都市計画税、軽自動車税）を通じた各種市

税の電子納付の取組に対応することで、納付に係る利便性向上を図ります。

□充E 310,658千円の内数 

ごみ収集運搬業務【清掃事務所】

令和６年度は、粗大ごみの個別収集について、オンラインで申し込む際の収集手数料

の決済方法に PayPayを追加します。 

【デジタル推進課】 885,984千円 

自治体情報システムの標準化・共通化に向けて、住民記録や税などの基幹系システム

の標準仕様書への対応を進めるとともに、本市の行政情報系ネットワークの無線化を含

む、新本庁舎の庁内ネットワークの整備を行い、将来的に、新本庁舎と各総合支所におい

て、職員が場所を問わず情報系システムを使用できる執務環境の構築を図ります。 

また、新本庁舎整備にあわせ、業務効率化を目的として、引き続き、ＲＰＡの活用やセキ

ュアプリントの導入を進めます。 

49,513千円の内数 

妊娠・出産包括支援事業【子育て保健課】<再掲> 

13,877千円の内数 

徳地地域診療所管理運営事業【健康増進課】<再掲> 

136,668千円の内数 

特定健康診査事業【保険年金課】＜特別会計＞<再掲> 

□充E 9,100千円 

防災対策推進事業【防災危機管理課】<再掲>

本年１月に導入した 
小郡総合支所の行政キオスク端末 

住民票の写し 戸籍の附票 

印鑑登録証明 所得・課税証明書 

１００円（窓口発行２００円）

戸籍全部事項証明書 

戸籍個人事項証明書 

３００円（窓口発行４５０円）
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□充E

近年、頻発している広域的な土砂災害や水災等への対応として、現場映像を災害対

策本部等とリアルタイムで共有できる「現場中継システム」や消防活動用重機、令和３

年度には県内の消防本部で初めてとなる「無人航空機（ドローン）」の導入を進めてきま

した。令和６年度は、消防団において、タブレット端末の試験的な運用を開始し、会議等

におけるペーパーレス化と事務負担の軽減を図ります。また、救急隊員の人材育成とし

て、ＶＲゴーグル等を活用したイメージトレーニングを取り入れることにより、現場経験の

少ない隊員を始めとした隊員各自の判断能力の向上を図ります。 

【警防課】 4,957千円の内数 

【救急課】 18,789千円の内数 

□充E
消防団管理運営業務【警防課】<再掲> 4,444千円 

地域の団体や企業等と連携し、地域交流センターを中心に、デジタルに不慣れな方へ

のスマートフォンの使用方法等に関する講座を開催するとともに、地域内でのデジタル活

用支援の仕組みづくりの検討を行います。また、老人クラブ会員によるＩＣＴ活用の推進に

向けた講座やＩＣＴリーダーの育成、ＩＣＴを活用した事業など、老人クラブ活動の活性化に

向けた取組を支援します。 

【デジタル推進課】<再掲> 111,980千円の内数 

【高齢福祉課】<再掲> 17,604千円の内数 

○新E

5,000千円 

人材確保企業重点支援事業【ふるさと産業振興課】<再掲>

【ふるさと産業振興課】<再掲> 20,000千円 

<再掲> 

スマート農業推進事業【農業振興課】<再掲>

55,000千円 

<再掲>

森林経営管理事業【農林整備課】<再掲>
184,897千円の内数
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事 業 名 等 事 業 費 

本市では、令和３年１２月に２０５０年の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼロカー

ボンシティ」宣言を行い、令和４年１１月に国が目指す全国１００箇所の脱炭素先行地域の

ひとつに本市の中心市街地エリア等が選定されました。 

令和６年４月に設立予定の地域新電力会社を通じて、新本庁舎等の公共施設に清掃

工場で発電した再生可能エネルギー電力の供給等を行います。 

また、脱炭素先行地域における取組推進を通じた、中心市街地の活性化や賑わいの

創出を図るため、空調や照明等の省エネ設備の導入に対する支援や、まちなか居住の促

進に向けた公用車を活用したＥＶカーシェアリングやシェアサイクルの実証事業を実施し

ます。また、地域脱炭素の取組を市民や事業者に広く周知する取組を進めます。 

【環境政策課】<再掲> 5,314千円 

□充E

80,000千円 

中心市街地活性化対策事業【中心市街地活性化推進室】<再掲>

□充E
【管財課】<再掲> 34,539千円の内数 

□充E

【本庁舎整備推進室】<再掲> 10,885,715千円の内数 

□充E
【湯田温泉パーク整備推進室】<再掲> 3,192,419千円の内数 

□充E
【交通政策課】<再掲> 14,400千円 

【環境政策課】 838千円 

第二次山口市エコフレンドリーオフィスプラン（地球温暖化対策実行計画（事務事業

編））に基づき、市役所の事務事業から発生する温室効果ガス排出量の削減に引き続き

取り組みます。また、中小事業者の環境マネジメントシステム構築支援として、環境省のガ

イドラインに基づく認証・登録制度であるＥＡ２１（エコアクション２１）の認証取得支援を行

います。

【環境政策課】 7,349千円 

山口市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づき、市域の温室効果ガス排出量

の削減と市民や事業者の環境保全の意識向上を図ります。山口市地球温暖化対策地域

協議会（温暖化とめるっちゃネットワークやまぐち）等と連携し、新たな国民運動「デコ活」

をキーワードとした周知啓発事業を実施します。 

26,044千円の内数 

願成就温泉センター管理運営業務【阿東総合支所地域振興課】

願成就温泉センターにおいて、木質チップをバイオマス燃料とした木質バイオマスボイ

ラーを使用することにより、バイオマスエネルギーの活用を行います。

【農業振興課】<再掲> 14,139千円 

【交通政策課】<再掲> 10,390千円 

【交通政策課】<再掲> 220,745千円 

【交通政策課】<再掲> 68,200千円 

【交通政策課】<再掲> 57,665千円 

【交通政策課】<再掲> 5,300千円 

【交通政策課】<再掲> 11,323千円
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□充E 【交通政策課】<再掲> 48,631千円 

【阿東総合支所地域振興課】<再掲> 21,522千円 

□充E

【交通政策課】<再掲> 18,493千円 

□充E 【交通政策課】<再掲> 14,400千円 

□充E 【交通政策課】<再掲> 18,769千円 

  都市計画基本調査事業【都市計画課】<再掲> 15,000千円 

  交通政策推進事業【交通政策課】<再掲> 18,769千円の内数 

  都市計画基本調査事業【都市計画課】<再掲> 6,000千円 

スマート農業推進事業【農業振興課】<再掲>

55,000千円 

森林経営管理事業【農林整備課】<再掲>
184,897千円の内数
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事 業 名 等 事 業 費 

20,000千円 

都市づくり推進事業【スマートシティ推進室】<再掲>

【スマートシティ推進室】<再掲> 57,594千円の内数 

【都市計画課】<再掲> 5,000千円 

○新E ― 

都市づくり推進事業【スマートシティ推進室】<再掲> 

【管財課】 12,174千円 

用途の無い普通財産について、売却または貸付に向けた取組を進めます。 

令和６年度は、旧徳地総合支所跡地の売却に向けた測量を行います。小郡総合支所前

の遊休地については、山口市都市核づくりビジョンの方向性を踏まえた、土地の有効活

用が図られるよう、売却に向けた取組を進めます。 

【教育総務課、教育施設管理課】 ― 

串小学校や柚野木小学校を始めとした学校教育施設の有効活用に向けた検討を進め

ます。 
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事 業 名 等 事 業 費 

□充E    

 

 安全かつ円滑な道路交通の確保に向けて、県及び公安委員会と連携し、不鮮明な横断
歩道や停止線、車道中央線等の路面標識の復旧に注力するとともに、道路反射鏡や視線

誘導標の設置、横断歩道のカラー化等に関する地域からの要望に対しては、現地調査の

うえ整備について検討し、優先度の高い箇所から順次、対応することで機能向上を図りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 【道路管理課など】 24,564千円 

 【道路管理課など】 16,300千円 

 【道路管理課など】<再掲> 511,772千円の内数 

 清掃工場管理運営業務【環境施設課】 14,520千円 

 清掃工場の運転管理について、平成２５年度から一部民間委託を導入しています。 

現在の委託期間が令和７年度で満了することから、更なる効率的・安定的な施設運営

を図るため、令和８年度からの包括運営委託の導入に向けた取組を進めます。 

 

□充E  【資源循環推進課】 125,973千円 

 リサイクルの推進のため、引き続き、資源物等の分別収集と再資源化を行います。 

また、小郡資源物ストックヤードペットボトル圧縮梱包機の更新工事を行います。 

 

□充E  【資源循環推進課】 11,398千円 

 ごみの減量化や資源化について、ごみ資源収集カレンダーをリニューアルするとともに、

ごみ分別アプリ「さんあ～る」、山口市ＬＩＮＥ公式アカウント等による情報発信・情報提供を

行います。また、小学４年生を対象とした環境副読本「あいらぶ山口」のリニューアル冊子

を配布します。 

 

 【業務課】 70,241千円 

 水洗化を促進するため、合併処理浄化槽を設置する個人に対し、設置費用や単独処理

浄化槽から合併処理浄化槽への転換に伴う宅内配管工事費用、単独処理浄化槽撤去費

用の一部を助成します。また、汲み取り便槽から合併処理浄化槽への転換に伴う宅内配

管工事費用、便槽撤去費用の一部を助成します。 

 

   簡易水道事業【上下水道総務課】＜企業会計＞ 168,600千円 

 令和６年度は、老朽化した水道管２．4ｋｍを更新します。  

   

○新E  <再掲> ― 

□充E  

 【下水道整備課、○新河川治水課】＜企業会計＞<再掲> 

200,000千円 

□充E  ～  

公共下水道事業【下水道整備課】＜企業会計＞<再掲> 

199,000千円 

 

 【○新河川治水課←○現道路河川建設課】<再掲> 83,000千円 

横断歩道のカラー化のイメージ 視線誘導標 車線分離標 

97



○新E

水防活動業務【防災危機管理課など】 一部補正<再掲>

229,637千円 

□充E

準用河川維持補修事業【○新河川治水課など←○現道路河川管理課など】<再掲> 

119,989千円 

【○新河川治水課←○現道路河川建設課】<再掲> 計 139,200千円 

【農林整備課など】<再掲> 97,070千円 

□充E

防災対策推進事業【防災危機管理課】＜再掲＞ 

9,100千円 

□充E

□充E
【防災危機管理課】＜再掲＞ 2,185千円 

□充E

【防災危機管理課】＜再掲＞ 1,000千円 

□充E

【防災危機管理課など】＜再掲＞ 4,710千円 

【防災危機管理課】＜再掲＞ 3,500千円 

□充E

消防団員災害等活動事業、消防団管理運営業務【警防課】＜再掲＞ 
69,545千円の内数

□充E
消防団管理運営業務【警防課】＜再掲＞ 4,444千円 

□充E

□充E

【道路管理課など】＜再掲＞ 511,772千円 

□充E
【道路管理課】＜再掲＞ 234,254千円 

【道路管理課】＜再掲＞ 150,976千円 

【開発指導課】＜再掲＞ 3,636千円 

【生活安全課】＜再掲＞ 20,206千円 

【救急課】＜再掲＞ 46,835千円 

【警防課】＜再掲＞ 46,325千円 

【予防課】＜再掲＞ 2,515千円 

□充E
＜再掲＞ 10,885,715千円 

□充E

□充E 【協働推進課】＜再掲＞ 74,100千円 

【協働推進課】＜再掲＞ 1,000千円 

【協働推進課】＜再掲＞ 19,600千円 
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事 業 名 等 

 

改修・長寿命化 

山口情報芸術センター（維持補修工事） 

嘉川地域交流センター（外壁改修工事） 

大歳地域交流センター（窓口拡張工事） 

仁保斎場（内外装改修工事） 

嘉川斎場（外壁等改修工事） 

柚野診療所（トイレ改修工事） 

新山口駅北口駅前広場（バス待合所冷暖房設備設置工事） 

阿東総合支所（昇降機設備工事） 

阿知須学校給食センター（トイレ洋式化工事、屋根防水工事、センターキュービクル改修工事） 

大内南小学校、大殿小学校、湯田小学校、二島小学校（LAN整備工事） 

大内中学校、鴻南中学校、徳地中学校（LAN整備工事） 

歴史民俗資料館（収蔵庫空調機器改修工事） 

小郡図書館（外壁改修工事、空調機改修工事） 

阿知須図書館（シート撤去工事、フィルム設置工事） 

あじす保育園（空調機器改修工事） 

小郡保健福祉センター（空調設備改修工事） 

平川小学校（受水槽移設） 

良城小学校（受水槽ポンプ取替） 

二島小学校（浄化槽制御盤取替）           など 

 

 

老朽化対応 
長寿苑（除却） 

旧徳地総合支所（除却：令和５年度からの繰越分） 

旧徳地保健センター（除却：令和５年度からの繰越分） 
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４ 令和６年度から変わる市民のくらし 

◆ 子育て支援の強化・拡充

高校生世代の医療費を無料化します（子ども医療費負担の軽減） 【保険年金課】 

令和６年１０月から、高校生世代※の子どもの医療費（保険診療による自己負担分）も

無料化します。 

 

第２子以降の保育料を無償化します 【保育幼稚園課】 

令和６年９月から、複数の子どもを育てる家庭の第２子以降※の保育料を無償化します。 

また、所得制限はなくなります。 

 

１歳児健康診査費用の公費負担を開始します 【子育て保健課】 

これまで公費負担で実施してきた乳幼児健診（１か月、３か月、７か月、  

１歳６か月、３歳児の健診）に加え、初めての誕生日を迎える１歳児の健康診

査の公費負担を開始します。 

公費負担による健診の頻度を増やし、子どもの健康状態の確認や保健指

導などを行うことができるようになるため、より安心して子育てができる

環境づくりにつながります。 

おたふくかぜワクチン接種費用の一部助成を開始します 【健康増進課】 

任意接種（自己負担）である「おたふくかぜワクチン」の予防接種費用の一部を助成します。 

１回目：１～２歳未満（令和５年４月２日以降に生まれた方） 

２回目：５～７歳未満で小学校就学前の１年間  

学校給食費を市内で１番低い額に統一します（公費負担の拡充） 【教育総務課】 

各地域（合併前市町）で異なっている学校給食費について、市内で１番低い額に統一するため、公費負担による支

援を拡充します。 

見直し後

旧山口 旧小郡 旧秋穂 旧阿知須 旧徳地 旧阿東 市内統一

小学校 255 240 255 240 255 255 240

中学校 310 290 310 280 310 295 280

現行の給食費（一食当たり単価：円）

➡

２回とも、３，８００円を助成します。

※ １８歳になる年度の３月３１日までの間にある方

※ 父母が扶養している子どもの中で、出生順位が２番目以降の子どもをカウント対象とする予定です。

第１子の年齢制限はなくなります。 

１０月スタート！ 

９月スタート！ 

８月スタート！ 
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児童手当を拡充します（高校生年代まで拡大、第３子以降への支給額アップ） 【こども未来課】 

児童手当について、支給期間を高校生年代※１まで延長し、第３子以降※２のお子様を対象とした児童手当は    

３万円／月とします。また、所得制限を撤廃し、児童手当の支払月を年３回から、隔月（偶数月）の年６回とします。 

 

 

 

 

 

 現状 

（金額は月額） 

 令和６年１２月支給分 

  （令和６年１０月分以降）～ 

（金額は月額） 

０～２歳 1万5000円  1万5000円 

第3子 

以降 

3万円 

３歳～ 

小学生 
1万円 

第3子以降 

1万5000円 

 
1万円 

中学生 1万円  1万円 

高校生 なし  1万円 

所得制限 あり  なし 

支給時期 毎年６、１０、２月  毎年４、６、８、１０、１２、２月 

 

ひとり親家庭への経済的支援（児童扶養手当）を拡充します 【こども未来課】 

児童扶養手当を受給できる所得制限の限度額を引き上げます。 

また、第３子以降の加算額を第２子と同額に増額します。 

 

 

 

 

 

 

 現状  令和７年１月支給分（令和６年１１月分以降）～ 

手当額の満額を受給できる収入 

（手当額の一部を受給できる収入） 

年収 160万円 

（年収365万円） 

 年収 190万円   

（年収385万円） 

第３子以降の加算額 月額3,130円～6,250円  月額5,210円～10,420円※（第２子と同額） 

 

保育園の定員を１４９人増やします 【保育幼稚園課】 

保育ニーズの高まりへの更なる対応として、令和６年度から、保育園（認可保育施設）等の定員を１４９人増やし

ます。 

  

 

「大内すこやか保育園（大内）」 定員４５人増（９０人→１３５人） 

「みのり保育園（宮野）」 定員１０人増（６０人→７０人） 

「菅内幼稚園（大内）」 認定こども園移行（保育園部の定員８７人） 

「明星幼稚園（大殿）」 定員７人増（６６人→７３人） 

 

放課後児童クラブの定員を２４０人増やします 【こども未来課】 

待機児童の解消に向けて、令和６年度は、放課後児童クラブの定員を２４０人増やします。 

   
小郡小学校区 定員  ６０  人増    （１１０人 →１７０人） 

「はちのこ第３学級」令和６年４月開級 

大内小・大内南小学校区 定員 １２０ 人増予定（３００人→４２０人） 

「大内臨時学級」令和６年夏頃開級予定  

平川小学校区 定員  ６０  人増予定（１８５人→２４５人） 

「民間事業者への助成による放課後児童クラブ」令和６年夏頃開級予定 

 

＜定員を拡大する園＞ 

＜定員を拡大する小学校区＞ 

※１ １８歳になる年度の３月３１日までの間にある方 

※２ 父母が扶養している子どもの中で、２２歳になる年度の３月３１日までの間にあり、出生順位が３番目以降の子どもをカウント対象とする予定です。 

高校生も 

対象に！ 第３子以降 

は支給額 

アップ！ 

 はちのこ第３学級（小郡小学校区） 

 ※ 加算額は、令和５年度の手当額であり、物価スライドによって改定されます。 
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◆ 健康都市づくりの推進 

山口地域における休日当番医（内科）を常設※します 【健康増進課】 

山口地域では、休日当番医が輪番制で行っている休日日中の内科診療を市休日・夜間急病診療所で実施しま

す。 

 

 

帯状疱疹ワクチン接種費用の一部助成を開始します 【健康増進課】 

任意接種（自己負担）である「帯状疱疹ワクチン」の予防接種費用の一部を助成します。 

  ワクチンは、「生ワクチン」と「不活化ワクチン」の２種類があります。 

 

 
種類 接種回数 助成額 

生ワクチン １回 ４，０００円 

不活化ワクチン ２回 ２０，０００円 （１０，０００円×２回） 

 

新型コロナウイルスワクチン接種は有料となります 【健康増進課】 

令和６年４月１日から、新型コロナウイルスワクチン接種は有料となります。 

 

 

 

 

 

 

年齢 接種類型 接種費用 

６５歳以上の方 定期接種 

（毎年秋冬に１回接種） 
一部自己負担あり 

６０〜６４歳の一部の方※ 

その他の方 任意接種 全額自費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

導入 

バス事業者 
中国ジェイアールバス 宇部市交通局 

防長交通 

（山口市コミュニティバス等） 

防長交通（予定） 

（市内全路線） 

 

※ 60～64歳で心臓、腎臓又は呼吸器の機

能に障がいがあり、身の回りの生活が極度

に制限される方、ヒト免疫不全ウイルス

（HIV）による免疫の機能に障がいがあり、

日常生活がほとんど不可能な方 

 ※ 全域の小児科、山口地域の外科、阿東・小郡・秋穂・阿知須地域の内科及び外科については、引き続き、輪番制の在宅当番医による診療を実施します。 

５０歳 
以上 

（いずれのワクチンを接種するかは、必ず医師にご相談ください。） 
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◆ 市民や観光客等の移動手段の確保 

タクシー利用券の１乗車あたりの助成額を増額します 【高齢福祉課、障がい福祉課】 

高齢の市民の方（要支援認定者等）を対象とした「おでかけサポートタクシー利

用券」と障がいのある市民の方を対象とした「福祉タクシー利用券」について、タ

クシー料金１，０００円あたりの助成額を３００円から４００円に引き上げ、１回の

乗車で利用できる金額を増額します。 

また、２つの利用券の名称を「山口市タクシー利用券」に統一します。 

（「山口市タクシー利用券」を１年間で利用できる総額は、１万２千円のままであり、これまでの総額からの変更はありません。） 

 

徳地地域の生活バスが利用しやすくなります（A I乗合デマンド交通の実証） 【交通政策課】 

徳地地域を走る生活バスの一部の運行エリアにおいて、事前にスマホアプリ

等により乗降車予約をすることで、自宅近くまで生活バスが来てくれるような

運行を行います。 

 

スマホアプリでスムーズにタクシー手配ができます（タクシー配車アプリの継続運用） 【交通政策課】 

１番近くにいるタクシーを簡単に手配できる「やまぐちTAXIアプリ」を使え

ば、複数のタクシー会社に電話したり、空車のタクシーを見つけるために探し回

る必要がなくなります。 

 

 

シェアサイクルに電動自転車が加わります 

さらに、自転車のポート（乗降場所）が増えます 【交通政策課】 

シェアサイクルの自転車について、現状の普通自転車１００台に

加え、電動自転車２０台を導入します。 

また、シェアサイクルのポート（乗降場所）について、現状の３４か

所から５箇所程度増設します。 

日常生活のちょっとした移動手段として、ぜひお気軽に御利用く

ださい。 

（利用するには、専用のスマートフォンアプリをダウンロードし、会員登録を行う必要があります。 

電動自転車の利用料金の単価は、普通自転車より高くなります。） 

 

土日・祝日に公用車が借りられます（場所・台数の増加） 【管財課・広報広聴課】 

土日・祝日に、公用車（電気自動車）が山口市役所本庁前庭駐車

場で借りられます。 

また、令和６年度は、山口中央郵便局にステーションを増設し、

借りられる場所・台数を増やしていきます。 

（現在、市役所本庁前庭駐車場にある公用車を利用するには、専用のスマートフォンアプリをダウンロードし、 

会員登録を行う必要があります。）                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                               

 

山口駅から循環タクシーを運行します 【観光交流課】 

JR山口線を利用される市民の方や訪日外国人を含む観光客の方が、山口駅から目的地へスムーズに移動でき

る手段として、同じルートを定期的に循環するタクシーを運行します。 

 

シェアサイクルポート スマートフォンで 
シェアサイクルを開錠し利用 

導入年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

導入 

バス事業者 
中国ジェイアールバス 宇部市交通局 

防長交通 

（山口市コミュニティバス等） 

防長交通（予定） 

（市内全路線） 

 導入年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

導入 

バス事業者 
中国ジェイアールバス 宇部市交通局 

防長交通 

（山口市コミュニティバス等） 

防長交通（予定） 

（市内全路線） 

 

導入年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

導入 

バス事業者 
中国ジェイアールバス 宇部市交通局 

防長交通 

（山口市コミュニティバス等） 

防長交通（予定） 

（市内全路線） 

 

導入年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

導入 

バス事業者 
中国ジェイアールバス 宇部市交通局 

防長交通 

（山口市コミュニティバス等） 

防長交通（予定） 

（市内全路線） 

 

 
「やまぐち TAXI アプリ」の 

HPはこちらから！ 

現在、市役所本庁前庭駐車場で借りられる公用車 

徳地地域を走る生活バス 

1,000円あたり 1,000円あたり

助成額
400円

助成額
300円

 専用アプリ「ecobike」の 

ダウンロードはこちらから！ 

 
専用アプリ

「TOYOTASHARE」の 

HPはこちらから！ 
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◆ 安心して暮らせる生活環境の整備 

ＬＥＤ防犯灯の修繕・更新をする際の補助金の限度額を引き上げます 【生活安全課】 

自治会等の地域団体が維持管理を行うＬＥＤ防犯灯の修繕・更新（補助率１/２）に関する補助限度額を、1万円か

ら１万８千円へ引き上げます。 

◆ 市内消費の喚起 

住宅リフォームに対する助成が受けられます 【ふるさと産業振興課】 

住宅リフォーム工事※の金額に応じて、市内取扱店で使える商

品券の申請受付を、令和６年４月１５日から開始します。 

商品券は、「紙商品券」か「デジタル商品券」のいずれかが選べ

ます。 

※ 市内施行業者と直接契約して行う工事であることなどの要件があります。 

 

◆ 市民サービスの向上 

スマホ申請で住民票等が家に届きます 【デジタル推進課】 

マイナンバーカードを使ったオンライン申請により、住民票の

写し、所得・課税証明書を郵送で取得できるようになります。 

（対象証明書は順次拡大していく予定です。） 

 

 

 

 

 

 

 

粗大ごみ戸別収集の決済方法に PayPayが加わります 【清掃事務所】 

粗大ごみ戸別収集をオンラインで申込む際、クレジットカードに加えて、PayPayで収集手数料を支払えるよう

になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

デジタル商品券の場合 紙商品券の場合 

助成金額   ：工事金額の１０％   工事金額の１５％ 

助成金上限額： １０万円        ２０万円 

オンライン申請 

郵送 

市役所 

４月１５日受付開始！ 

〒 
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【参考】「第２期山口県央連携都市圏域ビジョン」に関連する事業一覧

（事業費は、事務事業の全体事業費を掲載しています）

事業費
（千円）

事業概要

1 中核都市づくり推進事業 544 山口県央連携中枢都市圏域推進協議会の開催

2 都市連携推進事業 5,000 山口県央連携中枢都市圏域ビジョン懇談会の開催、連携事業の推進

5,544

事業費
（千円）

事業概要

1 産業交流スペース管理運営事業 58,556
起業創業・新事業創出支援、次世代を担う人材育成支援を図る産業交流スペース「Ｍｅｇｒｉｂａ」の管理
運営

2 新産業創出促進事業 11,844 産業交流拠点施設の機能を活用した新産業・新事業の創出に向けた取組

3 地域中核企業成長促進事業 2,800 圏域内の地域未来牽引企業等を対象としたセミナー等の開催や新商品等の共同開発などへの支援

4 起業創業支援事業 10,380
起業者等へのセミナーの開催や事業ＰＲ支援、ＵＪＩターン創業への初期投資支援、圏域内の起業・創業支
援施設の連携による情報発信やセミナー、交流イベント等の実施

5 ふるさと産品営業推進事業 326,420
圏域の多彩な食のＰＲや事業者の販路拡大に向けた山口県央連携特産品販売イベント・商談会等を通じた圏
域の特産品等のＰＲ事業の実施、ふるさと納税返礼品の圏域版商品の造成、レノファ山口ホームゲームスタ
ンプラリーイベントの実施

6 事業承継支援事業 4,000 圏域内の中小企業の円滑な事業承継に向けたセミナーや無料相談会等の実施、士業等専門家派遣の支援

7 若者地元就職促進事業 45,100
圏域内の中学生や高校生等を対象とした圏域内の企業紹介・職業体験等の総合的な職業理解フェア「やまぐ
ち未来のしごとフェスタ」の開催、圏域内の中小企業等が連携した地域連携型インターンシップの試行

8 人材確保企業重点支援事業 21,858

女性が活躍できる環境づくりに向けた中小企業の意識改革セミナーや女性向けのステップアップセミナー等
の開催、働く意欲のある女性人材と圏域内企業の交流会の開催、働きやすい職場環境づくりやテレワーク等
による多様な働き方の導入等を啓発するセミナーの開催、アクティブシニアを対象とした合同就職面接会の
開催、外国人労働者の受入に関するセミナーの開催、中小企業における従業員のスキルアップ・リカレント
教育などの人材育成の取組支援、就職氷河期世代の方などの就職活動を支援するスキルアップセミナー、人
材確保を望む圏域内企業との交流会の開催

9 デジタル技術活用・人材育成支援事業 20,000
中小企業のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の促進に向けたセミナーの開催・専門相談窓口設
置・専門家派遣等

10 企業誘致推進事業 21,055
山口テクノパーク、山口テクノ第２団地、宇部テクノパーク（３団地）における立地企業の連携による公共
交通対策などの課題解決や新たな価値創出を目的とした山口・宇部テクノパーク連絡協議会の開催

522,013

ウ　地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

事業費
（千円）

事業概要

1 都市農村交流推進事業 1,806 圏域内の道の駅・直売所の周遊促進イベントの開催

2 みどりの食料システム戦略推進事業 14,139 みどりの食料システム戦略の啓発に向けたオーガニックイベントの開催

15,945

エ　戦略的な観光施策の展開

事業費
（千円）

事業概要

1 都市間連携観光誘客事業 60,999
圏域内外の都市との連携事業・相互交流事業の実施、圏域７市町共同での観光コンテンツの開発・周遊促進
の取組・プロモーション活動の展開

2 インバウンド観光誘客事業 25,300
欧米豪や東アジアを中心としたインバウンド誘客プロモーション活動の実施、地域通訳案内士の育成やイン
バウンド向けパンフレット・多言語サイトの充実強化などの受入環境の整備、本市へのツアーに対するバス
費用の助成の実施など

3 湯田温泉観光誘客事業 33,362
県内最大の宿泊拠点としての湯田温泉の魅力向上に向けた取組への支援、宿泊機能の維持・強化に向けた調
査・検討、ＭＩＣＥ誘致に向けた宿泊助成やレセプション等の開催支援、コンベンション施設と宿泊地・レ
セプション会場間の移動支援など

4 観光プロモーション事業 27,393 ビッグデータの取得・分析・活用などによる観光誘客ＤＸの取組など

5 観光資源活用誘客事業 75,160
本市のクリスマス関連事業や国宝瑠璃光寺五重塔を始めとする多彩な観光資源の活用や高付加価値化を通じ
た大内文化ゾーンへの誘客促進事業の実施など

6 山口観光コンベンション協会助成事業 39,928 観光コンベンション協会と連携したプロモーション活動や情報発信

7 地域資源活用事業 7,650 地域資源を活用したアウトドアイベント等の推進

8 関係人口創出促進事業 17,923 ワーケーション誘致に向けた体験プログラムの造成

287,715

オ　その他

事業費
（千円）

事業概要

1 県央連携都市圏域情報発信事業 8,796 交流人口の創出に向けた地域情報紙・テレビ・ラジオ・ウェブサイト等を活用した圏域情報の発信

2 広報紙発行事業 46,585 各市町の広報紙を活用した情報発信

55,381

886,598

小計

ア　経済戦略の策定及び推進

事務事業名

小計

イ　戦略産業の育成

事務事業名

圏
域
全
体
の
経
済
成
長
の
け
ん
引

事務事業名

小計

事務事業名

小計

小計

事務事業名

圏域全体の経済成長のけん引　合計（ア～オ）
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ア　高次な医療サービスの提供体制構築の支援

事業費
（千円）

事業概要

1 二次病院群輪番制病院運営支援事業 43,451 二次救急医療体制の確保に向けた運営支援

2 在宅当番医制事業 30,160 休日及び夜間における急病患者への医療提供体制の確保

3 休日・夜間急病診療所運営業務 153,026 夜間における地域医療の確保に向けた山口市休日・夜間急病診療所の運営

4 地域救急医療運営費補助事業 77,121 二次救急病院の機能維持を図るための経費への支援、地域医療に携わる看護師の養成等に対する支援

303,758

イ　高度な中心拠点の整備・広域的な交通網の強化
事業費
（千円）

事業概要

1 産業交流拠点施設管理運営事業 336,217 山口市産業交流拠点施設の管理運営

2 新山口駅ターミナルパーク管理事業 55,663 新山口駅における駅前広場及び南北自由通路等の管理・活用

3 幹線道路建設促進事業 21,400 国道２号や国道９号の早期事業化等に向けた取組

413,280

ウ　高等教育・研究開発の環境整備

事業費
（千円）

事業概要

1 都市づくり推進事業 57,594
圏域内の大学等の知見・研究機能を生かした企業等の新商品・新サービス開発や地域課題の解決など、イノ
ベーションの創出を図る産学官連携プラットフォームの活用に向けた取組

2 山口情報芸術センター企画運営事業 250,903

3 子ども芸術体感事業 12,465

320,962

1,038,000

①生活機能の強化に係る政策分野（地域医療・福祉、教育・文化、災害対策、環境等）
事業費
（千円）

事業概要

1 産科医等確保支援事業 6,696 産科医確保に向けた市内の病院、診療所及び助産所に対する分娩手当の支援

2 病児保育事業 108,068 市内４箇所での病児保育の実施、他市町等との病児保育の相互利用が可能な運用管理

3 敬老福祉優待バス乗車証交付事業 122,631

4 障がい福祉優待バス乗車証交付事業 23,238

5 図書館活用推進事業 1,896 圏域内の図書館の相互利用に向けた検討や交流・連携イベント等の実施

6 畜産振興事務 13,596 中部地区・北部地区家畜診療所の運営支援

7 消防指令センター共同整備事業 2,188,649 圏域の災害対応力の強化に向けた消防通信指令業務の共同運用の推進

8 地域脱炭素推進事業 5,314 地域脱炭素の取組推進に向けた情報発信等

2,470,088

②結びつきやネットワーク強化に係る政策分野（地域公共交通、圏域内外の住民との交流・移住促進）
事業費
（千円）

事業概要

1 交通政策推進事業 18,769 地域公共交通の維持確保に向けた利用推進策の展開、運転士確保の取組等

2 幹線バス確保維持事業　他６事業 429,000
幹線バスにおける赤字路線の運行支援、コミュニティバスや生活バスの運行、通院・通学バスの運行、コ
ミュニティタクシーの運行支援などの地域公共交通の維持確保に向けた取組

3 新たなモビリティサービス調査・実証事業 10,390 やまぐちＭａａＳ用ウェブアプリ「ぶらやま」の運用等

4 シェアサイクル実証事業 14,400 二次交通の充実に向けたシェアサイクルの運用

5 やまぐち定住実現プロモーション事業 7,781 圏域７市町合同での移住フェア等の実施

6 ＵＪＩターン支援事業 4,843 学生を対象とした企業訪問・魅力体験バスツアーの実施

485,183

③圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野（共同事業の実施・検討、人材交流等の推進等）

事業費
（千円）

事業概要

1 スマートシティ推進事業 37,306 圏域各市町におけるデジタル化事例の共有、データ連携の実現に向けた調査・研究

2 救急車医師同乗システム推進事業 3,060 ドクターカーによる救急救命士研修・人事交流研修の実施

40,366

2,995,637

圏
域
全
体
の
生
活
関
連
機
能
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

事務事業名

事務事業名

小計

事務事業名

小計

事務事業名

圏域全体の生活関連機能サービスの向上　合計（①～③）

小計

高
次
の
都
市
機
能
の
集
積
・
強
化

山口市内発着路線における福祉優待バス乗車証対象範囲の圏域内への拡大

事務事業名

高次の都市機能の集積・強化　合計（ア～ウ）

小計

ＹＣＡＭにおける教育普及活動の実施、メディア・テクノロジーを活用した地域課題の解決、学校教育にお
けるＹＣＡＭと連携した先進教育プロジェクトの実施

小計

小計

事務事業名

項　　目 令和６年度予算

圏域全体の経済成長のけん引 886,598

高次の都市機能の集積・強化 1,038,000

圏域全体の生活関連機能サービスの向上 2,995,637

総　　計 4,920,235
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施  策  別  主  要  事  業
（ 一 般 会 計 ）
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施策別一般会計当初予算額 　　　（単位：千円）

政 施 令和６年度 令和５年度 比　較 対 前 年

政策名 施策名 当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

策 策 Ａ Ｂ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

1 子ども・子育て支援の充実と環境整備 14,729,388 13,638,797 1,090,591 8.0 

2 健康づくりの推進と地域医療の充実 1,606,674 1,319,375 287,299 21.8 

3 高齢者福祉の充実 1,115,754 822,476 293,278 35.7 

4 障がい者福祉の充実 6,472,862 6,169,703 303,159 4.9 

5 地域福祉の充実 388,930 432,266 ▲43,336 ▲10.0 

6 社会保障制度の適正な運用 10,181,200 10,058,784 122,416 1.2 

34,494,808 32,441,401 2,053,407 6.3 

1 教育環境の充実と整備 4,883,588 4,404,995 478,593 10.9 

2 生涯学習・社会教育の推進 562,896 515,670 47,226 9.2 

3 文化・芸術・歴史の継承と創造 1,333,813 1,393,629 ▲59,816 ▲4.3 

4 スポーツ活動の充実 1,076,667 799,309 277,358 34.7 

5 国際交流の推進 27,358 49,428 ▲22,070 ▲44.7 

7,884,322 7,163,031 721,291 10.1 

1 防災対策の充実 1,468,686 1,567,600 ▲98,914 ▲6.3 

2 消防・救急体制の充実 3,895,483 2,475,715 1,419,768 57.3 

3 交通安全の推進と防犯体制の充実 92,946 71,829 21,117 29.4 

4 安全な水道水の安定供給 360,050 391,235 ▲31,185 ▲8.0 

5 適切な汚水処理による水環境の保全 2,699,884 2,673,614 26,270 1.0 

6 自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持 2,767,679 2,879,515 ▲111,836 ▲3.9 

7 コンパクトで暮らしやすいまちづくり 3,169,495 2,388,220 781,275 32.7 

8 快適な道路交通網の構築 2,486,864 2,291,748 195,116 8.5 

9 持続可能な公共交通の構築 639,350 792,676 ▲153,326 ▲19.3 

17,580,437 15,532,152 2,048,285 13.2 

1

あらゆる世代が
健やかに暮らせるまち

政策１　　小計

2

学び　育み　暮らしを
楽しむまち

政策２　　小計

3

安全安心で
快適に暮らせるまち

政策３　　小計
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　　　（単位：千円）

政 施 令和６年度 令和５年度 比　較 対 前 年

政策名 施策名 当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

策 策 Ａ Ｂ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

1 豊かな地域資源を生かした観光・交流の充実 4,164,150 2,216,282 1,947,868 87.9 

2 商工業・サービス業の振興 2,243,437 2,617,066 ▲373,629 ▲14.3 

3 農林業の振興 2,386,054 2,540,176 ▲154,122 ▲6.1 

4 水産業の振興 54,632 59,212 ▲4,580 ▲7.7 

5 就労環境の充実 151,942 154,042 ▲2,100 ▲1.4 

9,000,215 7,586,778 1,413,437 18.6 

1 安心して暮らせる日常生活圏の形成 872,194 1,428,154 ▲555,960 ▲38.9 

2 市民参画によるまちづくり 106,698 101,641 5,057 5.0 

3
人権を尊重し、あらゆる人が自分らしく活躍で
きる共生社会の推進

54,846 52,513 2,333 4.4 

4
計画的、効果的な行政経営と更なる市民サービ
スの向上

38,014,325 29,480,790 8,533,535 28.9 

5 公正、確実な事務の執行 1,192,155 1,293,540 ▲101,385 ▲7.8 

40,240,218 32,356,638 7,883,580 24.4 

109,200,000 95,080,000 14,120,000 14.9 

政策４　　小計

5

市民と共に創る
自立したまち

政策５　　小計

歳   出   合   計

4

地域の魅力があふれる
産業と観光のまち
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施策別・部局別一般会計当初予算額
政 施

政策名 施策名

策 策

1
子ども・子育て支援の充実と
環境整備

1,193,730 13,535,658

2
健康づくりの推進と地域医療
の充実

1,605,760

3 高齢者福祉の充実 1,115,704

4 障がい者福祉の充実 6,472,862

5 地域福祉の充実 380,270

6 社会保障制度の適正な運用 10,181,200

0 0 0 0 0 20,949,526 13,535,658 0 0 0

1 教育環境の充実と整備

2 生涯学習・社会教育の推進 17,402

3 文化・芸術・歴史の継承と創造 1,027,755

4 スポーツ活動の充実 1,048,611

5 国際交流の推進 27,358

0 0 2,121,126 0 0 0 0 0 0 0

1 防災対策の充実 224,182 702,080 495,851

2 消防・救急体制の充実

3
交通安全の推進と防犯体制の
充実

50,938 26,107

4 安全な水道水の安定供給

5
適切な汚水処理による水環境
の保全

6
自然環境の保全と衛生的な生
活環境の維持

2,765,565

7
コンパクトで暮らしやすいまち
づくり

8,632 378,692 210,589 2,523,476

8 快適な道路交通網の構築 2,201,780

9 持続可能な公共交通の構築 612,062

224,182 0 8,632 429,630 2,765,565 0 0 210,589 702,080 5,859,276

1
豊かな地域資源を生かした観
光・交流の充実

4,118,910

2 商工業・サービス業の振興 2,223,637 19,800

3 農林業の振興 1,951,812

4 水産業の振興 54,632

5 就労環境の充実 151,942

0 0 4,118,910 0 0 0 0 2,375,579 2,026,244 0

1
安心して暮らせる日常生活圏
の形成

540,237 158,868

2 市民参画によるまちづくり 106,698

3
人権を尊重し、あらゆる人が自分
らしく活躍できる共生社会の推進

3,138 51,350

4
計画的、効果的な行政経営と
更なる市民サービスの向上

27,310,892 10,577,514

5 公正、確実な事務の執行 478,378 368 323,913

27,789,270 10,684,580 3,138 915,500 0 0 0 0 158,868 0

28,013,452 10,684,580 6,251,806 1,345,130 2,765,565 20,949,526 13,535,658 2,586,168 2,887,192 5,859,276

健康福祉部総 務 部 総合政策部 交流創造部 地域生活部 環 境 部
こ ど も
未 来 部

商工振興部 農林水産部 都市整備部

1

あらゆる世代が
健やかに暮らせるまち

政策１　　小計

2

学び　育み　暮らしを
楽しむまち

政策２　　小計

5

市民と共に創る
自立したまち

政策５　　小計

歳   出   合   計

3

安全安心で
快適に暮らせるまち

政策３　　小計

4

地域の魅力があふれる
産業と観光のまち

政策４　　小計
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　　　（単位：千円）

14,729,388

914 1,606,674

50 1,115,754

6,472,862

94 12 8,517 12 25 388,930

10,181,200

94 12 8,517 12 989 0 0 0 0 0 0 0 0 0 34,494,808

4,883,588 4,883,588

14,188 32,278 439 498,589 562,896

306,058 1,333,813

8,009 478 3,732 3,474 4,954 7,409 1,076,667

27,358

8,009 14,666 3,732 35,752 5,393 0 0 0 0 5,695,644 0 0 0 0 7,884,322

16,269 2,751 4,483 8,980 14,090 1,468,686

311 258 304 400 474 3,893,736 3,895,483

8,046 732 1,587 3,540 1,996 92,946

360,050 360,050

2,699,884 2,699,884

318 253 580 963 2,767,679

19,361 6,625 9,397 8,729 3,994 3,169,495

37,887 6,007 16,889 84,152 140,149 2,486,864

2,768 24,520 639,350

81,874 16,691 35,681 106,381 186,186 0 3,059,934 3,893,736 0 0 0 0 0 0 17,580,437

3,276 2,675 3,375 2,832 33,082 4,164,150

2,243,437

3,437 2,863 10,515 169,628 208,400 39,399 2,386,054

54,632

151,942

6,713 5,538 13,890 172,460 241,482 0 0 0 0 0 0 0 39,399 0 9,000,215

26,597 16,091 35,778 55,895 38,728 872,194

106,698

358 54,846

28,904 22,112 10,307 12,907 49,984 1,705 38,014,325

2,439 2,936 2,472 15,124 6,947 20,972 328,886 5,266 4,454 1,192,155

57,940 41,139 48,557 84,284 95,659 20,972 0 0 328,886 0 5,266 4,454 0 1,705 40,240,218

154,630 78,046 110,377 398,889 529,709 20,972 3,059,934 3,893,736 328,886 5,695,644 5,266 4,454 39,399 1,705 109,200,000

会 計 課 上下水道局 消 防 本 部
小 郡

総 合 支 所
秋 穂

総 合 支 所
合 計

市 議 会
事 務 局

教 育
委 員 会
事 務 局

選 挙 管 理
委 員 会
事 務 局

監 査 委 員
事 務 局

農 業
委 員 会
事 務 局

公平委員会
事 務 所

阿 知 須
総 合 支 所

徳 地
総 合 支 所

阿 東
総 合 支 所
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

乳幼児医療費助成事業費 457,914 乳幼児の医療費に対する助成 保険年金課

ひとり親家庭医療費助成事
業費

108,155 ひとり親家庭の医療費に対する助成 保険年金課

こども医療費助成事業費 627,661 小中学生の医療費に対する助成
令和６年１０月から高校生世代まで拡大

保険年金課

放課後児童クラブ運営費 976,331 放課後児童クラブの運営費
新たに定員を240人拡大

こども未来課

放課後児童クラブ整備事業
費

762,022 放課後児童クラブの整備
令和６年度は、大歳・鋳銭司・嘉川・阿知須小学校区の
整備を実施

こども未来課

母親クラブ育成事業費 600 母親クラブへの補助 こども未来課

児童健全育成事業費 21,209 利用者支援事業の実施
思春期子育て体験、ヤングケアラーへの取組

こども未来課

ファミリーサポートセンター
運営費

9,381 ファミリーサポートセンターの運営委託等 こども未来課

地域子育て支援拠点事業費 112,872 交流広場の提供、子育て情報提供等を通じて、子育て
支援の地域ネットワークの構築を図る拠点運営団体へ
の補助等

こども未来課

児童手当支給費 3,118,497 中学校修了までの児童を養育する保護者に対し手当を
支給
令和６年１０月分から所得制限の撤廃、支給期間の延長
（高校生年代まで）、多子加算の見直し

こども未来課

児童扶養手当等支給事業費 699,773 高校生年代までの児童を養育するひとり親家庭等に対
し手当を支給
令和６年１１月分から所得制限及び多子加算の見直し

こども未来課

子どもの生活・学習支援事業
費

7,100 ひとり親家庭等の児童に対する学習支援や食事の提供
こども食堂のネットワーク化による連携体制の強化

こども未来課

山口児童館管理運営費 12,815 山口児童館の管理運営 こども未来課

三和児童館管理運営費 9,255 三和児童館の管理運営 こども未来課

上郷児童館管理運営費 3,827 小郡上郷児童館の管理運営 こども未来課

秋穂コミュニティセンター管
理運営費

8,896 秋穂コミュニティセンターの管理運営 こども未来課

出産・子育て応援給付金給
付事業費

143,326 妊娠届出や出生届出を行った妊婦・子育て家庭に対し
給付金を給付

こども未来課

病児保育事業費 108,068 病児保育所に委託して病児保育事業を実施 保育幼稚園課

１　あらゆる世代が　健やかに暮らせるまち

（１）子ども・子育て支援の充実と環境整備

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

民間保育サービス施設支援
事業費

2,434 民間保育サービス施設に対して、研修代替職員賃金、
児童・職員の健康診断費用等を助成

保育幼稚園課

子育て福祉総合センター管
理運営費

6,041 子育て福祉総合センターにおいて、保育人材の育成と
子ども・子育て支援の向上を図る

保育幼稚園課

認可外保育施設等利用給付
費

25,752 認可外保育所の保育料と一時預かり利用料の補助
令和６年９月から第２子以降の保育料の無償化

保育幼稚園課

保育業務ＩＣＴ化推進事業費 5,359 安心安全、保育の質の向上を目的とした市立保育園・
幼稚園・認定こども園のデジタル化事業

保育幼稚園課

市立保育園管理運営費 666,882 市立保育園の管理運営
令和６年９月から第２子以降の保育料の無償化

保育幼稚園課

へき地保育所管理運営費 47,813 へき地保育所の管理運営
令和６年９月から第２子以降の保育料の無償化

保育幼稚園課

私立保育園運営費 3,660,721 私立保育園の運営費
大内すこやか保育園、みのり保育園の定員拡大
令和６年９月から第２子以降の保育料の無償化

保育幼稚園課

私立保育園特別保育事業費 307,098 私立保育園において延長保育、障がい児保育等の特別
保育事業を実施
医療的ケア児の受入れやインクルーシブ遊具等の整備
を行う私立保育園への支援を実施

保育幼稚園課

児童福祉施設整備費償還金
助成事業費

61,469 社会福祉法人等が整備した児童福祉施設に係る償還金
の一部を助成

保育幼稚園課

私立保育園整備費助成事業
費

89,755 私立保育園整備への補助
令和６年度は、さやま保育園、めばえ保育園、秋穂保育
園、大内すこやか保育園の大規模修繕補助などを実施

保育幼稚園課

認定こども園運営費 1,437,839 認定こども園の運営費
菅内幼稚園の認定こども園移行に伴う定員拡大、明星
幼稚園の定員拡大
令和６年９月から第２子以降の保育料の無償化

保育幼稚園課

認定こども園特別保育事業
費

59,053 認定こども園において延長保育、障がい児保育等の特
別保育事業を実施

保育幼稚園課

認定こども園整備費助成事
業費

17,076 認定こども園整備への補助
令和６年度は、菅内幼稚園の増改築や大規模修繕補助
などを実施

保育幼稚園課

地域型保育運営費 342,521 地域型保育施設の運営費
令和６年９月から第２子以降の保育料の無償化

保育幼稚園課

地域型保育特別保育事業費 16,963 地域型保育施設において延長保育等の特別保育事業
を実施

保育幼稚園課

私立幼稚園運営費 59,460 施設型給付に移行した幼稚園の運営費 保育幼稚園課

私立幼稚園特別保育事業費 10,145 私立幼稚園において一時預かりの特別保育事業を実施 保育幼稚園課

保育士等人材確保事業費 2,250 保育士等の継続的な求人募集やマッチング
令和6年度から私立保育所等に就職する新卒者に対し
就職支援金の給付を実施

保育幼稚園課

実費徴収補足給付事業費 910 生活保護受給世帯等を対象に園生活に必要な物品の
購入費に対する補助

保育幼稚園課

市立認定こども園管理運営
費

36,554 市立認定こども園の管理運営
令和６年９月から第２子以降の保育料の無償化

保育幼稚園課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

市立幼稚園管理運営費 63,717 市立幼稚園の管理運営 保育幼稚園課

幼稚園教育研究団体助成事
業費

4,332 幼稚園教育関係団体への補助 保育幼稚園課

ことばの教室幼児部管理運
営費

11,438 ことばの教室幼児部の管理運営 保育幼稚園課

幼稚園施設空調設備整備ＰＦ
Ｉ事業費

2,339 市立幼稚園施設のエアコン整備及び維持管理 保育幼稚園課

私立幼稚園施設等利用給付
費

186,696 国立大学附属幼稚園及び新制度に移行していない私立
幼稚園の利用料と一時預かり保育料の補助

保育幼稚園課

私立幼稚園等副食費補助事
業費

4,297 新制度に移行していない私立幼稚園を利用する低所得
者世帯または多子世帯が施設に支払う給食費（副食費
に限る）の補助

保育幼稚園課

家庭児童相談事業費 7,945 家庭児童相談員の配置、夜間休日電話相談受付、子育
て支援短期利用事業（ショートステイ等）

子育て保健課

養育支援訪問事業費 2,084 養育支援が必要な家庭に対する訪問支援者の派遣 子育て保健課

子どもの見守り強化アクショ
ンプラン実施事業費

4,400 特に定期的な状況把握が必要な家庭等に対し、支援機
関による家庭訪問や電話等による状況把握、食事提
供、学習・生活支援等の実施

子育て保健課

児童虐待対策事業費 18,271 安全確認員の配置、要保護児童対策地域協議会の運
営、児童家庭相談システムの運用、児童虐待防止に関す
る啓発活動の実施
令和6年度から手続等の同行支援や移送支援、公認心
理師による休日相談を実施

子育て保健課

母子父子福祉対策事業費 10,272 母子・父子自立支援員（相談員）の配置や地域の民間団
体の活用等による休日・夜間相談や同行支援、見守り
支援等を実施

子育て保健課

母子父子家庭自立支援給付
事業費

17,325 母子・父子家庭の自立支援に係る給付（高等職業訓練
等）

子育て保健課

母子生活支援施設入所措置
費

23,870 母子家庭に対する母子生活支援施設への入所措置費 子育て保健課

妊婦健康診査事業費 142,213 妊婦及び胎児の健康状態を把握するための健診を実施 子育て保健課

不妊・不育治療費助成事業
費

9,982 不妊・不育症治療費の自己負担分に対する助成 子育て保健課

母子地域活動事業費 5,443 母子保健推進協議会へ委託し、妊産婦や乳幼児を対象
とした訪問、育児学級等の実施

子育て保健課

母子健康教育事業費 8,559 乳幼児の保護者を対象とした育児講座等の実施 子育て保健課

母子保健指導事業費 18,827 母子健康手帳の交付、妊産婦や乳幼児を対象とした訪
問指導等

子育て保健課

母子相談事業費 5,319 妊産婦、乳幼児を持つ母親及びその家族を対象とした
育児相談

子育て保健課

５歳児発達相談事業費 706 発達の気になる幼児（5歳児）への対応について就学前
保護者等への助言・指導

子育て保健課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

未熟児養育医療給付事業費 20,852 医療を必要とする未熟児に対して、養育に必要な医療
を給付

子育て保健課

乳幼児健康診査事業費 65,251 乳児、1歳6か月児、3歳児の健康診査及び保護者の育
児、精神面に配慮した指導を実施
令和６年８月から1歳児健診の公費負担を実施

子育て保健課

妊娠・出産包括支援事業費 49,513 妊娠期及び産後の母子の健康管理の支援、子育てサー
ビスと母子保健事業の一体的な展開が可能となるよう
切れ目ない支援（伴走型相談支援）を実施

子育て保健課

妊産婦歯科保健事業費 1,921 妊産婦を対象とした歯科健診、歯科保健指導の実施 子育て保健課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

保健活動費 9,950 市民の健康づくり活動の推進・普及 健康増進課

若年世代健康診査事業費 2,800 18歳～39歳の若年世代を対象とした健康診査 健康増進課

産科医等確保支援事業費 6,696 産科医療機関等に対し、分娩手当を補助 健康増進課

精神保健事業費 894 心の健康づくりの普及・啓発 健康増進課

食育推進事業費 5,336 食育を通じた健康づくりの推進 健康増進課

健康診査事業費 185,497 40歳以上の市民（子宮がん検診は20歳以上、前立腺
がん検診は50歳以上）を対象とした各種がん検診、骨
粗しょう症検診、歯周疾患健診

健康増進課

生活習慣病予防事業費 7,581 生活習慣病予防のための健康教育、健康相談、訪問指
導、運動促進事業

健康増進課

保健センター管理運営費 44,533 保健センターの管理運営 健康増進課

徳地地域診療所管理運営費 13,877 徳地地域の各へき地診療所の管理運営 健康増進課

二次病院群輪番制病院運営
費

43,451 二次病院群輪番制病院の運営に対する補助 健康増進課

在宅当番医制事業費 30,160 休日・夜間の在宅当番医の確保 健康増進課

休日・夜間急病診療所運営
費

153,026 休日・夜間急病診療所の運営
令和６年度中を目途に、山口市北部地域における休日
当番医（内科）を市休日・夜間急病診療所で実施

健康増進課

地域救急医療事務費 77,121 山口県広域災害救急医療情報システム運営負担金、看
護師養成に係る補助、二次救急医療体制の維持に係る
補助

健康増進課

医療施設・設備整備費助成
事業費

113,400 病院群輪番制病院の新築及び増改築（施設整備）に対
する補助

健康増進課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

予防接種事業費 892,784 定期予防接種等の実施、令和３年度に引き続き風しん
の追加的対策を実施、おたふくかぜワクチン・帯状疱疹
ワクチン接種費用の一部助成を実施

健康増進課

結核予防事業費 18,654 結核予防のための胸部レントゲン検診 健康増進課

通院バス運行事業費 914 国民健康保険嘉年診療所の廃止に伴う通院バスの運行 阿東総合支所
地域振興課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

特別養護老人ホーム緊急措
置費

1,200 特別養護老人ホームへの措置費 高齢福祉課

養護老人ホーム措置費 429,250 養護老人ホームへの措置費、施設の修繕・備品の更新
等

高齢福祉課

在宅福祉サービス推進事業
費

2,551 高齢者保健福祉計画の推進 高齢福祉課

緊急通報システム運営事業
費

9,745 ひとり暮らしの高齢者等に対し、緊急通報システムを貸
与

高齢福祉課

ふれあい型給食サービス事
業費

4,680 ひとり暮らしの高齢者等に対し、定期的に給食サービス
を実施

高齢福祉課

高齢者見守り活動促進事業
費

5,005 ひとり暮らしの高齢者等に対し、定期的な訪問活動の
実施及び見守り活動協力事業所の拡充等

高齢福祉課

高齢者等交流施設運営事業
費

9,304 商店街にサロンを設置し、まちなかでの交流の創出や
移動援助を福祉の視点から実施

高齢福祉課

はり・きゅう施術費助成事業
費

12,442 ７０歳以上の高齢者に対するはり、きゅう施術費の助成 高齢福祉課

在宅復帰支援事業費 485 介護保険施設入所中及び医療機関入院中の認定者の
在宅復帰の促進及び支援を実施

高齢福祉課

移送サービス事業費 263 高齢者等の外出の利便を図るための移送サービスを提
供

高齢福祉課

生活支援短期宿泊事業費 420 一時的に施設の空き居室を利用した短期宿泊により生
活習慣の指導等を実施

高齢福祉課

在宅緩和ケア支援事業費 280 末期ガン患者に対し、在宅で生活するために必要な福
祉サービスを提供

高齢福祉課

在宅福祉支援業務費 672 ６５歳以上の一人暮らし高齢者または高齢者のみの世
帯で社会的支援が必要な方へ日常生活支援（寝具洗濯
乾燥消毒・在宅福祉措置・家事援助・生活支援訪問・日
常生活用具給付）を実施

高齢福祉課

成年後見制度利用促進事業
費

1,824 成年後見センターの運営及び権利擁護支援の仕組み構
築

高齢福祉課

高齢者生きがいセンター管
理運営費

14,178 高齢者生きがいセンターの管理運営費 高齢福祉課

事　　業　　名

（３）高齢者福祉の充実

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

老人憩の家管理運営費 35,967 老人憩の家の管理運営費 高齢福祉課

敬老関係事業費 14,947 敬老祝い金の支給 高齢福祉課

高齢者活動助成事業費 17,604 老人クラブへの補助等 高齢福祉課

高齢者タクシー料金助成事
業費

21,987 介護保険要支援・要介護認定者及び介護予防・日常生
活支援総合事業サービス利用者へのタクシー券交付

高齢福祉課

敬老行事等補助事業費 24,816 敬老行事等を実施する団体への補助 高齢福祉課

串地区老人作業所管理運営
費

304 串地区老人作業所の管理運営費 高齢福祉課

小郡高齢者生きがいセン
ター管理運営費

889 小郡高齢者生きがいセンターさるびあ館の管理運営費 高齢福祉課

敬老福祉優待バス乗車証交
付事業費

122,631 高齢者に福祉優待バス乗車証を交付 高齢福祉課

地域包括支援センター運営
事業費

311,402 基幹型・地域型地域包括支援センターの運営 高齢福祉課

高齢者虐待防止推進事業費 1,019 高齢者虐待防止のための普及啓発、個別相談等の取組 高齢福祉課

地域介護予防活動支援事業
費

5,802 介護予防活動団体に対する支援 高齢福祉課

介護支援ボランティア活動
助成事業費

2,572 介護保険施設等でのボランティア活動の取組に対する
奨励、支援

高齢福祉課

生活支援・介護予防体制整
備事業費

27,849 介護予防に係る地域の担い手の養成及び運営団体の
育成

高齢福祉課

生活支援ハウス運営事業費 13,897 高齢者生活支援ハウスまなごの管理運営費 高齢福祉課

老人福祉館管理運営費 11,069 老人福祉館の管理運営費 高齢福祉課

阿東老人福祉センター管理
運営費

1,848 阿東老人福祉センターの管理運営費 高齢福祉課

社会福祉法人減免補助事業
費

1,900 社会福祉法人が実施する低所得者の利用者負担軽減
に対する補助

介護保険課

介護人材育成・確保支援事
業費

6,500 「介護職の魅力向上」に向けた、広報・啓発や体験授業
の実施、「人材の確保・定着促進」に向けた、資格取得費
用の一部助成、働きやすい環境整備への支援等

介護保険課

阿東地域福祉施設管理運営
費

50 阿東地域の老人趣味の家の管理運営費 阿東総合支所
総合サービス
課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

障害福祉計画実施・評価事
業費

311 山口市障がい者きらめきプラン及び山口市障害福祉
サービス実施計画の評価及び策定を行うための懇話会
の実施

障がい福祉課

しらさぎ会館運営費助成事
業費

21,783 しらさぎ会館の運営費に対する助成 障がい福祉課

理解促進・権利擁護推進事
業費

4,448 障がいに対する社会全般の認識を深めるための広報活
動等

障がい福祉課

福祉タクシー料金助成事業
費

29,416 障がい者の利便向上と社会活動範囲拡大を図るためタ
クシー料金を助成

障がい福祉課

各種団体・行事等助成事業
費

1,882 障がい者団体の活動費、大会費用等に対する補助 障がい福祉課

障がい福祉優待バス乗車証
交付事業費

23,238 障がい者に福祉優待バス乗車証を交付 障がい福祉課

自立支援認定審査会費 13,831 障害者総合支援法における障害支援区分の決定を行う
認定審査会の運営費

障がい福祉課

障害福祉サービス給付事業
費

3,757,776 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス（介護給
付費、訓練給付費等）の提供

障がい福祉課

自立支援医療給付事業費 220,645 身体障がい者等に対する、障がいの軽減や職業能力の
回復改善のための医療給付

障がい福祉課

補装具費給付事業費 50,613 身体障がい者等に対し、補装具の購入又は修理費用の
一部を助成

障がい福祉課

相談支援事業費 50,738 基幹相談支援センターを中心に障がい者等からの相談
に応じ、必要な情報の提供・助言、ひきこもり支援を実
施
令和６年度は地域生活支援拠点等の整備として、緊急
時の短期入所受入等の体制を確保

障がい福祉課

地域活動支援センター運営
事業費

42,316 創作活動、生産活動、社会との交流促進等及びこれら
に加えた機能強化事業を実施する地域活動支援セン
ターの運営費等

障がい福祉課

意思疎通支援事業費 30,076 聴覚障がい者等に対する手話、要約筆記によるコミュ
ニケーション手段の提供、資格取得経費の一部助成

障がい福祉課

日常生活用具給付等事業費 52,405 障がい者等に対する、介護・訓練支援用具等の給付等 障がい福祉課

移動支援事業費 10,571 屋外での移動が困難な障がい者等に対し、外出のため
の支援を実施

障がい福祉課

社会参加促進事業費 3,063 障がい者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるよ
う、社会基盤の整備を実施

障がい福祉課

日中一時支援事業費 25,000 障がい者等の日中における活動の場を提供し、介護者
の負担軽減を実施

障がい福祉課

訪問入浴サービス事業費 10,000 在宅で入浴困難な重度身体障がい者等に対し、移動入
浴車での入浴サービスを提供

障がい福祉課

事　　業　　名

（４）障がい者福祉の充実
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

子ども発達支援事業費 7,385 相談窓口の周知、発達支援体制の充実に資する研修会
の実施、巡回支援専門員派遣事業の実施、地域の支援
機関との連携強化、発達障がい理解促進・啓発の充実
等

障がい福祉課

特別障害者手当等支給事業
費

132,202 特別障害者手当等（国制度）の支給 障がい福祉課

心身障害児福祉手当支給事
業費

18,245 心身障害児福祉手当（単市制度）の支給 障がい福祉課

障害児施設サービス給付事
業費

1,172,571 児童福祉法に基づく障害児通所支援の提供 障がい福祉課

重度心身障害者医療費助成
事業費

794,319 重度心身障がい者の医療費に対する助成 保険年金課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

社会福祉協議会助成事業費 246,818 社会福祉協議会に対する運営費等の補助 地域福祉課

災害見舞金支給事業費 880 災害による罹災者等に対する支援 地域福祉課

行旅病人等取扱事業費 3,080 行旅病人及び行旅死亡人等の救護 地域福祉課

戦没者遺族援護事業費 2,720 市主催戦没者追悼式の実施、援護事務 地域福祉課

諸福祉事業費 4,511 庶務関係、日赤事務、災害時要援護者支援、「小さな親
切」運動推進

地域福祉課

中国残留邦人生活支援給付
金支給事業費

5,705 中国残留邦人生活支援給付金の支給 地域福祉課

民生委員・児童委員活動運
営費

60,440 民生委員・児童委員の活動費及び事務局運営費 地域福祉課

地域福祉計画推進事業費 2,755 山口市地域福祉計画の進行管理 地域福祉課

再犯防止推進事業費 1,363 再犯防止の推進、更生保護活動に係る補助 地域福祉課

包括的支援体制構築事業費 49,333 あらゆる悩み事を「丸ごと」受け止める相談窓口「やま
ぐち「まちの福祉相談室」」の運営費等

地域福祉課

被災者生活再建支援金支給
事業費

2,625 令和5年6月からの大雨災害による被災者の生活再建
に向けた支援を実施

地域福祉課

健康福祉センター管理運営
費

8,512 阿知須健康福祉センターの管理運営 阿知須総合支
所総合サービ
ス課

（５）地域福祉の充実

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

自立相談支援事業費 38,613 生活困窮者自立支援法に基づく相談支援、一時生活支
援、就労準備支援、家計改善支援事業

地域福祉課

住居確保給付金支給事業費 1,804 就労意欲のある離職者等に対する住居の確保や就労に
向けた支援を実施

地域福祉課

生活保護施行事業費 32,486 生活保護関連の事務費等、被保護者健康管理支援事業
による生活習慣病等の予防

地域福祉課

自立支援サービス整備事業
費

100 生活保護受給者の就労による自立促進のため、就職活
動時等における保育料を支援

地域福祉課

就労自立給付金支給事業費 4,000 就労自立給付金及び進学準備給付金の支給 地域福祉課

被保護者就労支援事業費 6,917 生活保護受給者への就労支援 地域福祉課

生活保護扶助費 2,460,900 生活保護受給者への扶助費 地域福祉課

介護保険特別会計繰出金 61,699 介護保険事業（地域支援事業）に係る繰出金 高齢福祉課

介護保険特別会計繰出金 2,745,265 介護保険特別会計への基準内繰出金（介護給付費、地
域支援事業費、職員給与費等）

介護保険課

国民健康保険特別会計繰出
金

1,449,006 国民健康保険事業に対する繰出金 保険年金課

山口県後期高齢者医療広域
連合負担金

2,386,262 山口県後期高齢者医療広域連合に対する療養給付費
負担金及び事務費負担金

保険年金課

後期高齢者医療特別会計繰
出金

984,908 後期高齢者医療に対する繰出金 保険年金課

国民年金事務費 6,926 国民年金に関する事務費 保険年金課

協力・連携事務費 304 国民年金制度の周知等に関する事務費 保険年金課

介護保険特別会計繰出金 707 介護保険事業に対する繰出金 健康増進課

社会福祉法人認可・指導監
査事業費

778 社会福祉法人の認可・指導監査 指導監査課

福祉サービス事業所指導監
査事業費

135 福祉サービス事業所の指導監査 指導監査課

介護保険特別会計繰出金 390 介護保険事業（地域密着型サービス事業所等の指導監
査に要する経費）に対する繰出金

指導監査課

（６）社会保障制度の適正な運用

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

教育委員会運営費 6,680 教育委員会の運営 教育総務課

総務事務局事務費 106,524 教育委員会事務局の運営 教育総務課

教育研究団体助成事業費 3,891 教育関係団体等に対する助成 教育総務課

小学校管理運営費 402,923 小学校の管理運営 教育総務課

小学校教材教具整備費 54,603 小学校の教材整備 教育総務課

小学校遠距離通学対策事業
費

42,338 遠距離通学対策に関する取組を実施 教育総務課

中学校管理運営費 211,025 中学校の管理運営 教育総務課

中学校教材教具整備費 34,999 中学校の教材整備 教育総務課

中学校遠距離通学対策事業
費

45,613 遠距離通学対策に関する取組を実施 教育総務課

学校給食運営費 1,231,423 学校給食の実施 教育総務課

学校給食配送事業費 63,488 学校給食の配送業務 教育総務課

小学校施設管理費 176,592 小学校施設の維持管理 教育施設管理
課

小学校施設増改築事業費 16,000 小学校施設の校舎増改築を実施 教育施設管理
課

小学校施設長寿命化事業費 274,031 老朽化した学校施設の改修･長寿命化を実施 教育施設管理
課

小学校施設安心安全推進事
業費

15,000 災害時の避難場所としての機能強化を実施 教育施設管理
課

小学校施設空調設備整備ＰＦ
Ｉ事業費

22,221 空調設備の維持管理 教育施設管理
課

中学校施設管理費 98,251 中学校施設の維持管理 教育施設管理
課

中学校施設長寿命化事業費 623,100 老朽化した学校施設の改修･長寿命化を実施 教育施設管理
課

中学校施設空調設備整備ＰＦ
Ｉ事業費

22,000 空調設備の維持管理 教育施設管理
課

２　学び　育み　暮らしを楽しむまち

（１）教育環境の充実と整備

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

学校給食施設管理費 64,863 学校給食施設の維持管理 教育施設管理
課

国庫補助事業費 3,000 台風、大雨、地震等の災害により被害を受けた施設の
補修、復旧整備

教育施設管理
課

子ども芸術体感事業費 12,465 学校の屋内運動場等を会場に、授業の一環として演劇・
音楽公演の鑑賞を実施
地域の魅力発見「３６０°図鑑」を市内全ての小学校で展
開、中学校では教科での活用を実施

学校教育課

コミュニティ・スクール推進
事業費

7,697 コミュニティ・スクール活動を推進するための取組を支
援
「山口市小中一貫教育基本方針」に沿った取組を実施

学校教育課

子どもの笑顔づくり支援事
業費

16,096 いじめ・不登校問題の解消に向けた専門指導員の派
遣、指導・相談体制の充実等の取組を実施

学校教育課

教育相談室管理運営費 4,134 教育相談室の管理運営 学校教育課

小学校保健事業費 96,694 小学校の保健、衛生活動費 学校教育課

小学校図書館整備推進事業
費

30,769 学校の図書整備、学校司書の配置 学校教育課

小学校教育振興事業費 114,644 教育環境の充実、教育の振興を図る取組を実施
教師用教科書・指導書の購入

学校教育課

小学校教育研究事業費 770 教育課題についての研究委託や研修会の開催等 学校教育課

小学校要・準要保護児童就
学援助費

106,217 経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対する
学用品費・給食費等の援助

学校教育課

小学校特別支援教育就学奨
励費

11,627 特別支援学級へ就学する児童の保護者に対する学用品
費・給食費等の援助

学校教育課

小学校学習支援事業費 87,144 小学校の補助教員の配置 学校教育課

小学校英語指導助手配置事
業費

33,416 英語指導助手の配置、海外とのオンライン授業、英語教
員の研修等の実施

学校教育課

小学校ＩＣＴ教育推進事業費 348,822 電子黒板等の更新や増設などICTを活用した教育の推
進及び校務の情報化に向けた環境整備

学校教育課

中学校保健事業費 55,120 中学校の保健、衛生活動費 学校教育課

中学校図書館整備推進事業
費

21,433 学校の図書整備、学校司書の配置 学校教育課

中学校教育振興事業費 22,964 教育環境の充実、教育の振興を図る取組を実施 学校教育課

中学校教育研究事業費 676 教育課題についての研究委託や研修会の開催 学校教育課

中学校要・準要保護児童就
学援助費

98,652 経済的理由により就学が困難な生徒の保護者に対する
学用品費・給食費等の援助

学校教育課

中学校特別支援教育就学奨
励費

8,467 特別支援学級へ就学する生徒の保護者に対する学用品
費・給食費等の援助

学校教育課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

中学校英語指導助手配置事
業費

13,184 英語指導助手の配置、海外とのオンライン授業、英語教
員の研修等の実施

学校教育課

教育支援センター管理運営
費

13,217 不登校児童生徒の通級学級である、あすなろ第１・第２
教室の管理運営

学校教育課

中学校学習支援事業費 37,794 中学校の補助教員の配置 学校教育課

中学校ＩＣＴ教育推進事業費 195,319 電子黒板等の更新や増設などICTを活用した教育の推
進及び校務の情報化に向けた環境整備

学校教育課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

部活動地域移行推進事業費 17,402 中学校部活動の地域移行に向けた「地域クラブ活動」の
検討及び実証事業等の実施

スポーツ交流
課
（部活動地域
移行推進室）

大海総合センター管理運営
費

14,188 大海総合センターの管理運営 秋穂総合支所
秋穂地域交流
センター

徳地文化ホール管理運営費 32,278 徳地文化ホールの管理運営 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

小学校グラウンド芝生化事
業費

2,071 名田島小学校・嘉川小学校グラウンド芝生の維持管理 教育施設管理
課

社会教育委員会議運営費 658 社会教育委員会議の運営 社会教育課

社会教育推進事務費 9,014 社会教育の推進に関する事務費 社会教育課

家庭教育講座開催事業費 607 家庭教育講座の実施 社会教育課

家庭教育訪問支援事業費 1,937 子育て中の保護者の不安軽減を図るため、家庭教育ア
ドバイザーによる訪問支援等を実施

社会教育課

生涯学習地域活性化推進事
業費

649 地域における生涯学習活動団体への助成 社会教育課

社会教育活動推進事業費 49,821 地域で実施される社会教育活動に対する助成 社会教育課

学び人づくり推進事業費 630 学びによる、人と人とをつなげるきっかけづくりとなる
取組を推進

社会教育課

山口シティカレッジ開催事業
費

260 山口シティカレッジの開催 社会教育課

大学連携講座等開催事業費 2,735 やまぐち街なか大学や大学連携講座等の開催 社会教育課

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

事　　業　　名

（２）生涯学習・社会教育の推進

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

青少年健全育成活動支援事
業費

230 青少年の健全育成活動団体への助成等 社会教育課

青少年健全育成市民会議助
成事業費

1,069 青少年健全育成市民会議への助成 社会教育課

ＰＴＡ連合会助成事業費 1,327 ＰＴＡ連合会への助成 社会教育課

青空天国いこいの広場助成
事業費

1,200 青空天国いこいの広場の開催経費に対する助成 社会教育課

子ども会育成支援事業費 2,272 子ども会育成連絡協議会への助成 社会教育課

婦人会活動支援事業費 759 連合婦人会への助成 社会教育課

二十歳のつどい開催事業費 2,969 二十歳のつどいの実施 社会教育課

青少年センター運営費 3,790 青少年指導員の配置等、青少年センターの運営 社会教育課

子どもの居場所づくり推進
事業費

5,466 放課後や週末に、地域の特性を生かした多様な体験活
動の実施

社会教育課

地域ぐるみ子育て支援推進
事業費

22,501 地域の人材を活用し、子どもたちの育ちや学びを地域
ぐるみで支援する体制づくりを推進

社会教育課

山口ふれあい館管理運営費 48,341 山口ふれあい館の管理運営 社会教育課

山口南総合センター管理運
営費

50,139 山口南総合センターの管理運営 社会教育課

図書館管理運営費 232,095 図書館の管理運営 中央図書館

図書館資料整備事業費 47,371 図書館資料の購入 中央図書館

ブックスタート推進事業費 1,502 乳児への絵本の読み聞かせによる子ども読書活動推
進、保護者間の交流のきっかけづくり

中央図書館

学校図書館支援サービス事
業費

5,726 学校等と連携した読書のきっかけづくりや意欲向上の
推進

中央図書館

図書館活用推進事業費 1,896 日本一本を読むまちづくりを目指し、図書館利用層の
拡大を図るための各種イベントを実施

中央図書館

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

市美術展覧会開催事業費 1,990 市民等から作品を募集し、審査・表彰・展示する美術展
覧会の開催

文化交流課

（３）文化・芸術・歴史の継承と創造

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

市民文化祭開催事業費 1,300 山口文化協会加盟の文化団体による市民文化祭の開
催

文化交流課

市民会館管理運営費 105,151 市民会館の管理運営及び老朽化への対応 文化交流課

市民会館企画運営費 23,272 市民会館における企画事業の実施 文化交流課

Ｃ・Ｓ赤れんが管理運営費 21,558 Ｃ・Ｓ赤れんがの管理運営 文化交流課

Ｃ・Ｓ赤れんが企画運営費 1,808 Ｃ・Ｓ赤れんがにおける企画事業の実施 文化交流課

中原中也記念館運営費 67,141 中原中也記念館の管理運営及び企画事業の実施 文化交流課

中原中也賞運営費 8,866 優れた現代詩の詩集に対して贈る中原中也賞の運営 文化交流課

山口情報芸術センター管理
運営費

314,000 山口情報芸術センターの管理運営 文化交流課

山口情報芸術センター企画
運営費

250,903 山口情報芸術センターにおける企画事業の実施 文化交流課

山口市菜香亭管理運営費 88,359 山口市菜香亭の管理運営
令和６年度は施設の改修工事を実施

文化交流課

山口市菜香亭企画運営費 2,897 山口市菜香亭における企画事業（大広間展示等）の実
施やホームページ等による情報発信
令和６年度は開館２０周年イベントを実施

文化交流課

文化振興財団企画運営費 63,406 文化振興財団が行う各種企画事業に対する助成 文化交流課

大内文化まちづくり推進事
業費

8,327 大内氏・大内文化の周知促進や大内文化を生かしたま
ちづくりを行う市民団体への活動支援
地域伝統芸能の活用に向けたイベントの開催

文化交流課

中原中也記念館３０周年記
念事業費

15,000 開館３０周年記念事業の実施 文化交流課

芸術家育成支援事業費 1,111 新進アーティストの活動を奨励する賞の贈呈 文化交流課

嘉村礒多生家活用事業費 3,966 嘉村礒多生家（帰郷庵）の管理運営及び企画事業の実
施

文化交流課

やまぐちヒストリア創出事業
費

19,274 歴史・文化資源を活用した本市の歴史的特質の発信、
広報紙発行や講座等の開催

文化交流課

十朋亭維新館管理運営費 22,486 十朋亭維新館の管理運営 文化交流課

十朋亭維新館企画運営費 1,500 十朋亭維新館における企画展示事業等の実施 文化交流課

指定文化財保存助成事業費 24,969 指定文化財の保存修理等に対する助成
令和６年度は瑠璃光寺五重塔の檜皮葺屋根の全面葺き
替えへの助成等を実施

文化財保護課

山口ゲンジボタル保護事業
費

1,259 ゲンジボタルの保護・増殖 文化財保護課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

常栄寺庭園保存助成事業費 4,585 国指定史跡及び名勝「常栄寺庭園」の保存修理等に対
する助成

文化財保護課

歴史文化資源保存活用推進
事業費

3,121 山口市文化財保存活用地域計画に掲げる歴史文化資
源の保存・活用を推進するための情報発信及び普及啓
発の推進

文化財保護課

試掘調査事業費 5,834 埋蔵文化財確認のための試掘 文化財保護課

市内遺跡発掘調査事業費 23,483 埋蔵文化財の発掘調査、資料作成 文化財保護課

大内氏歴史文化研究事業費 1,041 大内氏全般の調査研究や講演会等の市民啓発の実施 文化財保護課

大内氏遺跡保存修理事業費 599 史跡大内氏遺跡の保存対策協議会の開催等 文化財保護課

指定文化財維持管理事業費 37,006 指定文化財の維持管理
令和６年度は県指定有形文化財「河村写真館」の活用方
法の検討に向けた調査等を実施

文化財保護課

名田島南蛮樋保存整備事業
費

32,229 国指定史跡「名田島南蛮樋」の保存整備
令和６年度は堤防の保存整備工事等を実施

文化財保護課

大内氏遺跡等ガイダンス事
業費

3,480 大殿地区内及び周辺地域の大内氏や大内文化に関連
する史跡等のガイダンス業務

文化財保護課

鋳銭司・陶地区文化財総合
調査事業費

47,141 鋳銭司・陶地区の文化財について、山口大学と連携した
調査及び活用に関する取組を実施
令和６年度は令和７年度の周防鋳銭司設置１２００年記
念事業の準備や発掘調査で採取した土の水洗選別、史
跡地の土地買上げ等を実施

文化財保護課

本発掘調査事業費 34,140 開発行為に伴う緊急本発掘調査 文化財保護課

歴史民俗資料館管理運営費 35,581 歴史民俗資料館の管理運営 文化財保護課

鋳銭司郷土館管理運営費 6,739 鋳銭司郷土館の管理運営 文化財保護課

小郡文化資料館管理運営費 18,082 小郡文化資料館の管理運営
令和６年度は開館３０周年記念事業を実施

文化財保護課

徳地文化伝承館管理運営費 7,607 徳地文化伝承館の管理運営 文化財保護課

旧中川家住宅管理運営費 5,348 旧中川家住宅の管理運営 文化財保護課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

体力つくり推進事業費 5,650 山口市スポーツフェスタ、コーディネーション運動教室、
スタートアップ・スポーツ講座等の開催

スポーツ交流
課

事　　業　　名

（４）スポーツ活動の充実

事　　業　　名

128



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

活動組織支援事業費 8,045 スポーツ推進委員活動費、山口市スポーツ協会への助
成

スポーツ交流
課

スポーツ大会推進事業費 5,374 各種競技大会の開催、助成 スポーツ交流
課

我がまちスポーツ推進事業
費

11,050 ジュニアスポーツ競技力アップサポート事業、プロス
ポーツチームを活用した地域活性化事業等の実施

スポーツ交流
課

全国高等学校総合体育大会
開催推進事業費

1,144 令和７年度全国高等学校総合体育大会（インターハイ）
の本市開催に向けた準備（実行委員会の設立等）

スポーツ交流
課

学校開放施設管理費 11,338 学校開放施設（体育館・屋外運動場照明）の管理運営 スポーツ交流
課

やまぐちリフレッシュパーク
管理運営費

53,903 やまぐちリフレッシュパークの管理運営 スポーツ交流
課

スポーツの森管理運営費 46,796 スポーツの森の管理運営 スポーツ交流
課

南部運動広場管理費 7,651 南部運動広場の管理運営 スポーツ交流
課

小郡ふれあいセンター管理
運営費

26,102 小郡ふれあいセンターの管理運営 スポーツ交流
課

小郡屋内プール管理運営費 29,385 小郡屋内プールの管理運営 スポーツ交流
課

やまぐちサッカー交流広場
管理運営費

11,817 やまぐちサッカー交流広場の管理運営 スポーツ交流
課

屋外運動場照明施設改修事
業費

42,800 屋外運動場照明（学校開放）施設の改修 スポーツ交流
課

やまぐちリフレッシュパーク
整備事業費

181,200 やまぐちリフレッシュパークの施設整備 スポーツ交流
課

スポーツの森整備事業費 356,908 スポーツの森の施設整備 スポーツ交流
課

やまぐちサッカー交流広場
整備事業費

60,850 やまぐちサッカー交流広場の施設整備 スポーツ交流
課

阿知須体育センター整備事
業費

86,880 阿知須体育センターの施設整備 スポーツ交流
課

小郡運動公園整備事業費 90,453 小郡運動公園の施設整備 スポーツ交流
課

小郡体育館管理運営費 4,686 小郡体育館の維持管理 小郡総合支所
小郡地域交流
センター

小郡運動公園管理費 3,323 小郡運動公園の維持管理 小郡総合支所
小郡地域交流
センター

ヨット艇庫管理事業費 478 ヨット艇庫の維持管理 秋穂総合支所
秋穂地域交流
センター

阿知須体育センター管理費 2,211 阿知須体育センターの維持管理 阿知須総合支
所阿知須地域
交流センター

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

阿知須元気ランド管理費 1,521 阿知須元気ランドの維持管理 阿知須総合支
所阿知須地域
交流センター

徳地体育館管理運営費 2,333 徳地体育館の管理運営 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

長者ヶ原運動公園管理費 1,141 長者ヶ原運動公園の維持管理 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

阿東運動広場管理運営費 3,208 阿東運動広場の管理運営 阿東総合支所
阿東地域交流
センター

スポーツ少年団活動助成事
業費

1,745 スポーツ少年団の活動に対する助成 社会教育課

学校体育連盟助成事業費 5,664 小・中学校体育連盟への助成 社会教育課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

国際交流推進事務費 8,813 国際理解を深める交流事業の実施 国際交流課

国際交流活動助成事業費 2,100 姉妹友好都市等との交流等に係る民間国際交流団体
への助成

国際交流課

海外都市との交流活性化事
業費

16,415 姉妹友好都市との交流事業や海外都市等との交流活
性化事業の実施
令和6年度は韓国公州市公式訪問団の受入・市民訪問
団の派遣、昌原市との15周年記念事業等を実施予定

国際交流課

事　　業　　名

（５）国際交流の推進

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

水防活動費 11,642 水防活動に要する資機材の整備、排水ポンプ自動車の
維持管理、浸水常襲地の排水業務

防災危機管理
課

地域防災計画推進事業費 518 防災会議の開催、地域防災計画の修正・補完 防災危機管理
課

防災施設等維持管理費 140,768 防災行政無線等の防災施設の維持管理 防災危機管理
課

自主防災組織助成事業費 3,500 自主防災組織への防災活動費及び防災資機材整備費
の助成

防災危機管理
課

地域防災活動促進事業費 3,710 自主防災組織、防災リーダーの育成、防災訓練の実施 防災危機管理
課

防災対策推進事務費 19,452 防災対策推進に関する事務、災害対策本部の運営、総
合防災情報システムの運用

防災危機管理
課

防災情報配信事業費 5,515 防災メールなど防災情報発信システム等の運用 防災危機管理
課

避難者対策推進事業費 38,384 備蓄品の購入や管理、避難所の看板作成や設置、避難
行動要支援者等管理システムのタイムライン機能導入、
指定福祉避難所の整備及び直接避難に向けた体制づく
り、高潮の避難シミュレーション調査実施

防災危機管理
課

防災意識啓発事業費 500 防災ガイドブックを活用した災害危険箇所、避難所等の
周知、防災意識の啓発

防災危機管理
課

湛水防除施設維持管理事業
費

32,894 排水機場の維持管理 農林整備課

ため池施設災害予防事業費 92,070 地域防災上のリスク除去に係るため池防災工事の実施
や、ため池災害予防の工事費に対する助成
令和６年度は、ため池切開工事（４箇所）や調査設計（４
箇所）を実施

農林整備課

海岸保全施設整備事業費 542,698 秋穂漁港海岸（大海地区）他の海岸保全施設測量設計、
施設整備工事

水産港湾課

港湾管理事業費 22,818 港湾施設の維持管理 水産港湾課

県事業負担金 11,600 県が実施する港湾施設整備事業への負担金 水産港湾課

準用河川台帳整備事業費 928 準用河川台帳の作成 道路河川管理
課
(河川治水課)

準用河川維持補修事業費 97,027 準用河川の維持管理 道路河川管理
課
(河川治水課)

浸水対策施設維持管理費 5,780 浸水対策施設の維持管理 道路河川管理
課
(河川治水課)

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

３　安全安心で　快適に暮らせるまち

（１）防災対策の充実

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

現年発生土木災害復旧事業
費

816 法定外公共物災害復旧費に対する助成 道路河川管理
課
(道路管理課)

都市基盤河川油川改修事業
費

59,500 油川（宮野）の改修工事 道路河川建設
課
(河川治水課)

がけ崩れ災害緊急対策事業
費

10,200 がけ崩れ対策工事 道路河川建設
課
(河川治水課)

大塚川河川改修事業費 26,700 大塚川（平川）の改修工事 道路河川建設
課
(河川治水課)

仁保地川河川改修事業費 6,100 仁保地川（宮野）の改修工事 道路河川建設
課
(河川治水課)

その他河川改修事業費 46,900 河川の改修工事 道路河川建設
課
(河川治水課)

小規模急傾斜地崩壊対策事
業費

13,000 急傾斜地崩壊対策工事 道路河川建設
課
(河川治水課)

県事業負担金 22,700 県が実施する砂防・河川改修事業への負担金 道路河川建設
課
(河川治水課)

総合浸水対策事業費 83,000 市内全域を対象とした総合的な浸水対策 道路河川建設
課
(河川治水課)

現年発生土木災害復旧事業
費

108,200 現年に被災した公共土木施設の復旧 道路河川建設
課
(道路建設課)

過年発生土木災害復旧事業
費

15,000 過年に被災した公共土木施設の復旧 道路河川建設
課
(道路建設課)

湛水防除施設維持管理事業
費

2,384 排水機場の維持管理 小郡総合支所
農林課

ため池施設災害予防事業費 1,000 ため池災害予防の工事費に対する助成 小郡総合支所
農林課

準用河川維持補修事業費 8,981 準用河川の維持管理 小郡総合支所
土木課

水防活動費 2,760 水防活動に要する資材の備蓄等 小郡総合支所
土木課

準用河川維持補修事業費 500 準用河川の維持管理 秋穂総合支所
農林土木課

ため池施設災害予防事業費 1,000 ため池災害予防の工事費に対する助成 秋穂総合支所
農林土木課

準用河川維持補修事業費 1,333 準用河川の維持管理 阿知須総合支
所農林土木課

水防活動費 1,695 水防活動に要する資機材の整備、排水ポンプ自動車の
維持管理

阿知須総合支
所農林土木課

ため池施設災害予防事業費 1,000 ため池災害予防の工事費に対する助成 阿知須総合支
所農林土木課

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

ため池施設災害予防事業費 1,000 ため池災害予防の工事費に対する助成 徳地総合支所
農林課

準用河川維持補修事業費 6,670 準用河川の維持管理 徳地総合支所
土木課

ため池施設災害予防事業費 1,000 ため池災害予防の工事費に対する助成 阿東総合支所
農林課

準用河川維持補修事業費 5,478 準用河川の維持管理 阿東総合支所
土木課

防災施設等維持管理費 7,237 防災行政無線等の防災施設の維持管理 阿東総合支所
土木課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

消防本部運営費 54,271 消防本部及び各署所の運営・管理 消防総務課

消防庁舎維持管理費 49,912 消防庁舎、消防施設の維持管理 消防総務課

常備消防施設等維持管理費 54,949 車両・資機材等装備品の維持管理 消防総務課

消防職員研修養成事業費 5,494 消防職員の研修・教育訓練 消防総務課

消防業務推進事業費 4,957 消防資機材等の配備更新 消防総務課

救急業務推進事業費 18,789 救急資機材の維持管理・配備更新、救命講習の実施 消防総務課

救急車医師同乗システム推
進事業費

3,060 救急車に医師が同乗し医療処置を行うとともに、救急
救命士への再教育を実施

消防総務課

救急救命士等養成事業費 6,822 救急救命士の養成、気管挿管資格等の取得 消防総務課

通信施設等維持管理費 65,265 通信指令施設の維持管理、NET１１９緊急通報システム
の運用

消防総務課

火災予防普及啓発事業費 2,515 市民に対する火災予防普及啓発活動 消防総務課

救助業務推進事業費 4,475 救助活動を実施するための資機材等の管理 消防総務課

消防団員関係費 115,560 消防団員への報酬及び福利厚生 消防総務課

消防団員災害等活動費 55,222 消防団員の災害出動、教育訓練、学生消防団員等の活
動

消防総務課

消防団管理運営費 14,323 消防団活動の運営 消防総務課

（２）消防・救急体制の充実

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

非常備消防施設等維持管理
費

19,842 消防団施設等の維持管理 消防総務課

消防車庫整備事業費 12,709 老朽化した消防団車庫の整備 消防総務課

消火栓設置事業費 35,000 消火栓の新設・移設工事負担金 消防総務課

防火水槽整備事業費（単独） 13,200 消防水利が十分でない地域への防火水槽設置 消防総務課

高規格救急自動車整備事業
費

46,835 高規格救急自動車の更新 消防総務課

非常備消防自動車整備事業
費

46,325 消防団車両の更新 消防総務課

消防本部新庁舎整備事業費 938,746 老朽化した消防本部庁舎の整備
令和6年度は、引き続き新本庁舎棟の建設工事を実施

消防総務課

消防指令センター共同整備
事業費

2,188,649 新本庁舎内に３市（本市、萩市、防府市）が消防通信指
令業務を共同で行う指令センターを整備
令和6年度は、引き続き指令センターのシステム構築を
実施

消防総務課

中央消防署整備事業費 130,630 老朽化した中央消防署の整備
令和6年度は、実施設計・造成設計を策定

消防総務課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

明るいまちづくり推進事業
費

20,419 自治会等が設置する防犯灯の設置費及び維持管理費
の一部助成

生活安全課

防犯啓発活動事業費 4,226 防犯対策協議会への助成、暴力追放県民会議への参加 生活安全課

交通安全啓発事業費 6,190 交通安全の広報・啓発、交通安全協会等への助成 生活安全課

違法駐車対策事業費 334 違法駐車防止の巡回活動 生活安全課

放置自転車対策事業費 4,848 駐輪場の管理、放置自転車規制区域の巡回活動 生活安全課

犯罪被害者等支援事業費 600 犯罪被害者等支援の広報・啓発、犯罪被害者等見舞金
の支給

生活安全課

消費生活相談事務費 11,082 消費生活センターの運営 生活安全課

消費者行政推進事務費 3,239 消費者行政全般に関する事務費 生活安全課

交通安全施設管理費 17,528 交通安全施設（区画線等）の維持管理 道路河川管理
課
(道路管理課)

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

（３）交通安全の推進と防犯体制の充実

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

交通安全施設整備事業費 8,579 交通安全施設（反射鏡等）の整備 道路河川管理
課
(道路管理課)

放置自転車対策事業費 1,144 駐輪場の管理、放置自転車規制区域の巡回活動 小郡総合支所
地域振興課

交通安全施設管理費 2,350 交通安全施設（区画線等）の維持管理 小郡総合支所
土木課

交通安全施設整備事業費 4,552 交通安全施設（反射鏡等）の整備 小郡総合支所
土木課

交通安全施設管理費 558 交通安全施設（区画線等）の維持管理 秋穂総合支所
農林土木課

交通安全施設整備事業費 174 交通安全施設（反射鏡等）の整備 秋穂総合支所
農林土木課

交通安全施設管理費 1,298 交通安全施設（区画線等）の維持管理 阿知須総合支
所農林土木課

交通安全施設整備事業費 289 交通安全施設（反射鏡等）の整備 阿知須総合支
所農林土木課

交通安全施設管理費 1,546 交通安全施設（区画線等）の維持管理 徳地総合支所
土木課

交通安全施設整備事業費 1,994 交通安全施設（反射鏡等）の整備 徳地総合支所
土木課

交通安全施設管理費 1,284 交通安全施設（区画線等）の維持管理 阿東総合支所
土木課

交通安全施設整備事業費 712 交通安全施設（反射鏡等）の整備 阿東総合支所
土木課

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

水道事業経営健全化推進事
業費

25,448 水道未普及地域の解消に係る経費負担 上下水道総務
課

水道事業会計負担金 5,000 水道事業会計への負担金 上下水道総務
課

簡易水道事業会計負担金 152,285 簡易水道事業会計への負担金 上下水道総務
課

簡易水道事業経営支援事業
費

177,317 簡易水道事業に対する経営支援 上下水道総務
課

事　　業　　名

（４）安全な水道水の安定供給

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

地域下水道事業特別会計繰
出金

2,520 地域下水道事業に対する繰出金 上下水道総務
課

農業集落排水事業会計負担
金

181,113 農業集落排水事業会計への負担金 上下水道総務
課

農業集落排水事業経営支援
事業費

273,618 農業集落排水事業に対する経営支援 上下水道総務
課

漁業集落排水事業会計負担
金

8,749 漁業集落排水事業会計への負担金 上下水道総務
課

漁業集落排水事業経営支援
事業費

13,946 漁業集落排水事業に対する経営支援 上下水道総務
課

公共下水道会計負担金 2,077,401 公共下水道事業会計への負担金 上下水道総務
課

水環境負荷軽減事業費 7,100 公共用水域への環境負荷軽減に対する補助金 上下水道総務
課

阿知須処理区下水道経営支
援事業費

46,439 宇部・阿知須公共下水道組合解散により引き継いだ阿
知須処理区に係る下水道事業に対する経営支援

上下水道総務
課

合併処理浄化槽設置助成事
業費

70,241 合併処理浄化槽の設置費用の一部を助成 業務課

下水溝等維持管理費 5,150 雨水調整池及び雨水排水施設の維持管理 下水道整備課

テクノパーク排水処理施設維
持管理費

10,123 山口テクノパーク排水処理施設の維持管理 下水道施設課

山口物流産業団地排水処理
施設維持管理費

400 山口物流産業団地排水処理施設の維持管理 下水道施設課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

環境保全事務費 1,666 環境審議会・関係部会の開催、環境基本計画の進行管
理等

環境政策課

地球温暖化防止普及啓発事
業費

7,349 地球温暖化対策に係る新しい国民運動「デコ活」の周知
促進などの普及啓発

環境政策課

エコフレンドリーオフィス推
進事業費

838 市の事務事業から発生する温室効果ガス排出量削減の
推進

環境政策課

環境保全活動推進事業費 693 次世代を担う子ども達を始め様々な世代を対象とする
環境学習、特定外来生物の防除に関する啓発、国の「プ
ラスチック・スマート」キャンペーンへの参画等による情
報発信

環境政策課

地域脱炭素推進事業費 5,314 地域脱炭素の取組の推進 環境政策課

事　　業　　名

（５）適切な汚水処理による水環境の保全

事　　業　　名

（６）自然環境の保全と衛生的な生活環境の維持
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

狂犬病予防事業費 4,707 狂犬病予防注射、犬の登録等 環境衛生課

公害対策事業費 4,277 典型７公害及び自動車騒音に関する測定・調査 環境衛生課

衛生対策事業費 8,123 生活公害等の苦情相談、不法投棄防止等の啓発、浄化
槽の適正管理の促進

環境衛生課

環境衛生処理事業費 21,451 クリーンキャンペーンの実施、地区清掃により発生した
廃棄物及び不法投棄物の回収・処分

環境衛生課

飲用水対策事業費 4,186 専用水道の水質監視及び管理、水道未普及地域におけ
る井戸等給水施設・浄水器等の設置に対する助成

環境衛生課

ペット等適正飼養推進事業
費

2,487 ペット等適正飼養の推進、飼い主のいない猫不妊・去勢
手術費の助成

環境衛生課

徳地地域し尿処理事業費 20,682 徳地地域におけるし尿・浄化槽汚泥の防府市への処理
委託、収集運搬経費に対する助成

環境衛生課

可燃ごみ指定収集袋事業費 128,515 可燃ごみ指定収集袋の製造、保管配送及び販売の委託 資源循環推進
課

つくし推進事業費 3,500 営利を目的としない各種団体が行う資源回収への奨励
金の交付

資源循環推進
課

生ごみ処理対策推進事業費 2,650 生ごみ処理容器等購入への助成 資源循環推進
課

事業系ごみ削減対策推進事
業費

612 事業系ごみの減量に係る啓発・指導 資源循環推進
課

ごみ減量化・資源化啓発事業
費

11,398 ごみ資源収集カレンダーの作成・配布等 資源循環推進
課

資源物再資源化事業費 125,973 缶・びん・古紙類・ペットボトル・プラスチック製容器包装
等の資源化処理業務

資源循環推進
課

資源物拠点回収施設管理費 15,297 資源物ステーションの維持管理 資源循環推進
課

リサイクルプラザ啓発事業費 42,299 リサイクルプラザ本館の維持管理及びリサイクル等の啓
発

資源循環推進
課

リサイクルプラザ資源化事業
費

96,692 リサイクルプラザストックヤードの維持管理 資源循環推進
課

清掃工場管理運営費 1,067,704 清掃工場の維持管理
令和６年度は、清掃工場包括運営委託の令和８年度導
入に向けた検討

環境施設課

一般廃棄物最終処分場管理
費

49,805 神田一般廃棄物最終処分場等の維持管理 環境施設課

小郡最終処分場管理費 13,213 鍛治畑不燃物埋立処分場の維持管理 環境施設課

秋穂最終処分場管理費 2,494 青江一般廃棄物最終処分場の維持管理 環境施設課

阿知須最終処分場管理費 1,619 岡山最終処分場等の維持管理 環境施設課

阿東最終処分場管理費 10,733 阿東一般廃棄物最終処分場の維持管理 環境施設課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

搬入物適正化事業費 8,634 搬入物検査の実施、搬入許可証の発行 環境施設課

中間処理センター管理費 314,678 不燃物中間処理センターの維持管理 環境施設課

大浦最終処分場管理費 24,500 大浦一般廃棄物最終処分場の維持管理 環境施設課

環境センター管理運営費 226,524 環境センターの維持管理 環境施設課

清掃事務所管理運営費 2,170 清掃事務所の維持管理 清掃事務所

じん芥収集運搬費 310,658 じん芥収集に要する経費 清掃事務所

資源物収集運搬費 125,932 「山口市合理化事業計画」に基づく、し尿処理業者への
資源物収集業務の委託

清掃事務所

じん芥収集車整備事業費 52,800 じん芥収集車の購入 清掃事務所

阿知須清掃センター管理費 22,806 阿知須清掃センターの維持管理 清掃事務所

ごみ集積施設整備事業費 3,000 ごみ集積施設を整備する自治会等に対する助成 清掃事務所

阿東クリーンセンター管理費 17,430 阿東クリーンセンターの維持管理 清掃事務所

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

大内文化特定地域修景整備
事業費

8,632 大内文化特定地域の修景整備を推進するための地元
関係団体への補助や町屋再生活用にかかる調査等の
実施

文化交流課

空き家等適正管理事業費 20,206 実態調査の結果を踏まえた空き家等の適正管理に対す
る助言、指導、勧告等を行うほか、緊急安全措置や老朽
危険空家等除却促進事業補助の実施

生活安全課

住居表示実施事業費 15,079 「住居表示に関する法律」に基づく住居表示の実施 生活安全課

斎場管理事務費 264,881 斎場・火葬場の管理運営 生活安全課

墓地管理事務費 8,629 市営墓地の維持管理 生活安全課

阿知須合同納骨塔施設整備
事業費

67,000 阿知須合同納骨塔の施設整備
令和6年度は、屋外トイレ施設の新築工事（建替）と塔内
通路のバリアフリー化に向けた設計を実施

生活安全課

中心市街地活性化対策事業
費

143,500 中心市街地の魅力向上や情報発信などエリアの活性化
に資する事業の実施
令和６年度は、まちなかクリエイティブフィールド事業
やアートでつなぐまちの活性化事業を実施するととも
に、省CO2設備の導入費用に対して支援を実施

中心市街地活
性化推進室

事　　業　　名

事　　業　　名

（７）コンパクトで暮らしやすいまちづくり
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

中心市街地活性化計画推進
事業費

32,089 中心市街地の状況を把握する基礎調査等、中活計画の
推進に係る事務経費
令和６年度は、実現可能かつ戦略的な市街地整備のた
めの市街地総合再生基本計画を策定

中心市街地活
性化推進室

中心市街地まちなみの魅力
向上支援事業費

35,000 中心市街地のまちなみの魅力向上を図る費用を支援
令和６年度は、遊休不動産をリノベーションし出店希望
者にサブリースするまちづくり事業者等の改装費や、
アーケードの風雨降り込み対策など、来街者等の快適
性の向上につながる環境整備に対して支援を実施

中心市街地活
性化推進室

都市計画基本調査事業費 91,590 都市計画に関する各種調査（土地利用促進施策の検討
調査等）
歩きたくなるまちなかを形成する「まちなかウォーカブ
ル」の推進や山口駅を含む山口駅前広場の利用状況調
査、都市計画基礎調査に基づく都市計画の見直しの検
討を実施

都市計画課

バリアフリー基本構想推進事
業費

300 バリアフリー基本構想に基づく重点整備地区における
特定事業計画の進行管理及び意識啓発事業の実施

都市計画課

景観形成助成事業費 2,000 景観形成重点地区における建築物等に対する助成 都市計画課

景観形成事業費 4,236 景観計画に基づく景観形成重点地区の検討及び意識
啓発事業の実施
令和６年度は、山口駅前地区の景観形成重点地区の指
定に向け、山口市景観計画の改定案を作成

都市計画課

都市緑化推進事業費 500 市都市緑化祭開催に対する助成 都市整備課

公園管理事業費 125,059 公園の維持管理 都市整備課

公園美化ボランティア支援
事業費

404 美化ボランティア用の用具購入費等 都市整備課

公園リフレッシュ整備事業費 39,159 公園施設長寿命化計画に基づく施設の更新
河原谷公園の機能強化（インクルーシブ遊具の設置等）

都市整備課

県事業負担金 151,850 県が実施する公園施設整備事業への負担金 都市整備課

湯田温泉まちなか整備事業
費

224,400 湯田温泉ゾーンの整備
令和６年度は、美装化工事、 道路拡幅に向けた測量・設
計業務等を実施

都市整備課

中心市街地住環境総合整備
事業費

16,800 密集市街地における居住環境の向上に向けた住宅市街
地総合整備事業の推進

都市整備課

新山口駅周辺地区整備事業
費

762,946 新山口駅周辺地区の整備
民間の再開発組合による「新山口駅北地区第一種市街
地再開発事業」の支援を実施

都市整備課

中園町周辺地区整備事業費 71,550 中園町周辺地区の整備 都市整備課

山口市中心市街地周辺地区
整備事業費

482,700 中心市街地周辺地区の整備
令和６年度は、道路のバリアフリー化及び美装化工事、
電線類の地中化工事等を実施

都市整備課

地籍調査事業費 131,467 地籍調査の実施 地籍調査課

市営住宅維持管理事業費 78,459 市営住宅の維持管理 建築課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

市営アパート借上事業費 207,076 市営住宅の借上 建築課

市営住宅長寿命化改善事業
費

100,500 公営住宅等長寿命化計画に基づく市営住宅の計画的な
改修

建築課

住宅・建築物耐震化促進事
業費

3,636 木造戸建て住宅の耐震診断・改修及びブロック塀等除
却に要する費用の一部に対して補助を実施

開発指導課

狭あい道路拡幅整備事業費 1,800 幅員４ｍ未満の狭あい道路の拡幅整備 開発指導課

公園管理事業費 8,132 公園の維持管理 小郡総合支所
土木課

公園美化ボランティア支援
事業費

197 美化ボランティア用の用具購入費等 小郡総合支所
土木課

市営住宅維持管理事業費 11,032 市営住宅の維持管理 小郡総合支所
土木課

公園管理事業費 6,095 公園の維持管理 秋穂総合支所
農林土木課

阿知須合同納骨塔管理費 5,594 阿知須合同納骨塔の維持管理 阿知須総合支
所総合サービ
ス課

公園管理事業費 2,424 公園の維持管理 阿知須総合支
所農林土木課

公園管理事業費 1,866 公園の維持管理 徳地総合支所
土木課

市営住宅維持管理事業費 6,863 市営住宅の維持管理 徳地総合支所
土木課

市営住宅維持管理事業費 3,994 市営住宅の維持管理 阿東総合支所
土木課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

街路改築調査事業費 1,000 都市計画道路一本松朝倉線の整備
都市計画決定の変更に向けた資料作成を実施

都市整備課

街路管理事業費 837 街路用地の維持管理 都市整備課

県事業負担金 50,000 県が実施する街路整備事業への負担金 都市整備課

都市計画道路整備事業費 60,200 都市計画道路東山通り下矢原線の整備 都市整備課

道路橋りょう施設管理費 15,912 道路橋りょう施設の維持管理 道路河川管理
課
(道路管理課)

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

事　　業　　名

（８）快適な道路交通網の構築

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

道路台帳整備事業費 30,223 市道台帳の作成 道路河川管理
課
(道路管理課)

法定外公共物整備助成事業
費

71,993 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

道路河川管理
課
(道路管理課)

法定外公共物財産管理事業
費

18,872 法定外公共物の財産管理及び譲与財産の事務処理 道路河川管理
課
(道路管理課)

社会資本整備協働事業費 12,000 公共性の高い道路や水路（法定外公共物等）の整備 道路河川管理
課
(道路管理課)

道路維持補修事業費 233,057 市道の維持補修管理 道路河川管理
課
(道路管理課)

道路維持活動助成事業費 26,456 市道の維持管理作業に対する地元への助成 道路河川管理
課
(道路管理課)

橋りょう維持補修事業費 150,976 橋りょうの維持及び点検、補修 道路河川管理
課
(道路管理課)

橋りょう長寿命化対策事業
費

234,254 法定点検により修繕が必要とされた橋りょうの長寿命
化修繕

道路河川管理
課
(道路管理課)

平井西岩屋線道路改築事業
費

53,400 市道平井西岩屋線の整備 道路河川建設
課
(道路建設課)

道路整備計画道路改良事業
費

173,024 道路整備計画に基づく路線の整備 道路河川建設
課
(道路建設課)

生活道路改良事業費 777,400 生活道路の拡幅、待避所設置等整備 道路河川建設
課
(道路建設課)

道路バリアフリー化事業費 53,900 歩道設置、段差・勾配の改善、水路等の蓋がけ 道路河川建設
課
(道路建設課)

県事業負担金 60,300 県が実施する道路改修事業への負担金 道路河川建設
課
(道路建設課)

市道橋調査整備事業費 110,000 市道橋の架け替え、補強 道路河川建設
課
(道路建設課)

幹線道路建設促進事業費 21,400 国県道等の幹線道路整備の事業促進 道路河川建設
課
(道路建設課)

幹線道路関連整備事業費 42,600 国県道等の幹線道路に関連する市道等の整備 道路河川建設
課
(道路建設課)

道路橋りょう施設管理費 101 道路橋りょう施設の維持管理 小郡総合支所
土木課

法定外公共物整備助成事業
費

171 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

小郡総合支所
土木課

法定外公共物財産管理事業
費

2,444 法定外公共物の財産管理及び譲与財産の事務処理 小郡総合支所
土木課

※組織改編等に伴う新しい担当課を（）でお示ししております

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

道路維持補修事業費 35,171 市道の維持補修管理 小郡総合支所
土木課

道路橋りょう施設管理費 5 道路橋りょう施設の維持管理 秋穂総合支所
農林土木課

法定外公共物整備助成事業
費

245 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

秋穂総合支所
農林土木課

法定外公共物財産管理事業
費

24 法定外公共物の財産管理及び譲与財産の事務処理 秋穂総合支所
農林土木課

道路維持補修事業費 5,727 市道の維持補修管理 秋穂総合支所
農林土木課

道路橋りょう施設管理費 117 道路橋りょう施設の維持管理 阿知須総合支
所農林土木課

法定外公共物整備助成事業
費

181 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

阿知須総合支
所農林土木課

法定外公共物財産管理事業
費

38 法定外公共物の財産管理及び譲与財産の事務処理 阿知須総合支
所農林土木課

道路維持補修事業費 15,995 市道の維持補修管理 阿知須総合支
所農林土木課

道路橋りょう施設管理費 408 道路橋りょう施設の維持管理 徳地総合支所
土木課

法定外公共物整備助成事業
費

127 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

徳地総合支所
土木課

法定外公共物財産管理事業
費

86 法定外公共物の財産管理及び譲与財産の事務処理 徳地総合支所
土木課

道路維持補修事業費 82,150 市道の維持補修管理 徳地総合支所
土木課

道路橋りょう施設管理費 50 道路橋りょう施設の維持管理 阿東総合支所
土木課

法定外公共物整備助成事業
費

42 法定外公共物の整備にかかる地元への助成、原材料の
支給

阿東総合支所
土木課

道路維持補修事業費 139,672 市道の維持補修管理 阿東総合支所
土木課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

地域公共交通会議運営費 143 道路運送法の規定により運賃・ルートなどの事項を協
議する会議の運営

交通政策課

コミュニティバス実証運行事
業費

68,200 コミュニティバスの実証運行（大内ルート、吉敷・湯田
ルート）

交通政策課

グループタクシー利用促進
事業費

5,300 交通不便地域の高齢者の移動手段確保のため、グルー
プ制によるタクシー利用券を交付

交通政策課

（９）持続可能な公共交通の構築

事　　業　　名

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

コミュニティタクシー運行促
進事業費

57,665 コミュニティタクシーを本格運行している地域組織への
助成（８地域）

交通政策課

地域通学バス運行事業費 11,323 公共交通機関の運行していない地域におけるスクール
バスの運行

交通政策課

シェアサイクル実証事業費 14,400 シェアサイクルの実証事業
令和６年度は、電動自転車の導入やポートの増設を実
施

交通政策課

徳地生活バス運行事業費 48,631 徳地地域における生活バスの運行 交通政策課

幹線バス確保維持事業費 220,745 基幹交通として都市核・地域拠点を結ぶ幹線バスや市
外への広域交通を運行するバス事業者への補助

交通政策課

交通結節点整備事業費 18,493 交通結節点のバス停上屋、デジタルサイネージの維持
管理

交通政策課

新たなモビリティサービス調
査・実証事業費

10,390 都市核間の新たなモビリティサービスの構築に向けた
実証

交通政策課

公共交通委員会運営費 665 市民交通計画に基づく事業等を行う委員会の運営 交通政策課

交通政策推進事業費 18,769 市民公共交通週間やモビリティマネジメント等の実施
令和６年度は、運転士確保支援事業等を実施

交通政策課

新山口駅ターミナルパーク整
備事業費

81,675 市道矢足新山口駅線の整備 都市整備課

新山口駅ターミナルパーク管
理事業費

55,663 新山口駅南北自由通路、北口駅前広場施設の管理 都市整備課

阿知須駅維持管理費 2,768 ＪＲから受託したＪＲ阿知須駅の乗車券類販売・清掃等
の維持管理

阿知須総合支
所地域振興課

徳佐駅維持管理費 2,998 ＪＲから受託したＪＲ徳佐駅の乗車券類販売・清掃等の
維持管理

阿東総合支所
地域振興課

阿東生活バス運行事業費 21,522 阿東地域における生活バスの運行 阿東総合支所
地域振興課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

山口市観光案内所管理運営
費

18,997 観光案内所の管理運営 観光交流課

観光施設管理費 21,227 観光施設の維持管理 観光交流課

重源の郷管理運営費 12,790 重源の郷体験交流公園の管理運営 観光交流課

大原湖キャンプ場管理運営
費

8,540 大原湖キャンプ場の管理運営 観光交流課

山口観光コンベンション協会
助成事業費

39,928 観光コンベンション協会への運営補助 観光交流課

インバウンド観光誘客事業費 25,300 インバウンド誘客に向けたプロモーション及び受入環境
の整備

観光交流課

フィルムコミッション推進事
業費

1,715 山口フィルムコミッションの運営 観光交流課

重源の郷施設改修事業費 478,300 重源の郷体験交流公園のリニューアル整備 観光交流課

湯田温泉観光回遊拠点施設
管理運営費

41,135 湯田温泉観光回遊拠点施設の管理運営 観光交流課

観光プロモーション事業費 27,393 観光キャンペーンや情報発信等を通じた観光プロモー
ションの実施

観光交流課

観光交流センター管理運営
費

19,318 新山口駅観光交流センターの管理運営 観光交流課

湯田温泉観光誘客事業費 33,362 まちなか温泉「湯田温泉」を活用した観光誘客の実施 観光交流課

観光資源活用誘客事業費 75,160 多彩な観光資源の活用・高付加価値化による観光誘客
の実施

観光交流課

都市間連携観光誘客事業費 60,999 都市間連携・相互交流を通じた観光誘客の実施 観光交流課

湯田温泉泉源保護対策事業
費

60,917 集中監理施設の改修に対する助成、温泉関係団体との
調整

観光交流課

湯田温泉パーク整備事業費 3,192,419 湯田温泉パークの整備 湯田温泉パー
ク整備推進室

イベント・まつり支援事業費 3,000 各種イベント・まつり開催に対する支援 小郡総合支所
地域振興課

観光施設管理費 1,375 観光施設の維持管理 秋穂総合支所
地域振興課

イベント・まつり支援事業費 1,300 各種イベント・まつり開催に対する支援 秋穂総合支所
地域振興課

４　地域の魅力があふれる産業と観光のまち

（１）豊かな地域資源を生かした観光・交流の充実

事　　業　　名

144



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

イベント・まつり支援事業費 3,375 各種イベント・まつり開催に対する支援 阿知須総合支
所地域振興課

イベント・まつり支援事業費 1,950 各種イベント・まつり開催に対する支援 徳地総合支所
地域振興課

観光施設管理費 1,513 観光施設の維持管理 阿東総合支所
地域振興課

願成就温泉センター管理運
営費

26,044 願成就温泉センターの管理運営 阿東総合支所
地域振興課

十種ヶ峰ウッドパーク管理運
営費

5,245 十種ヶ峰ウッドパークの管理運営 阿東総合支所
地域振興課

イベント・まつり支援事業費 280 各種イベント・まつり開催に対する支援 阿東総合支所
地域振興課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

商工団体助成事業費 24,713 商工団体等への運営費補助 ふるさと産業
振興課

匠のまち創造支援事業費 2,100 大内文化特定地域内に新規出店する事業者への補助 ふるさと産業
振興課

中小企業等金融対策事業費 1,047,733 中小企業への制度融資、保証料補助、利子補給
中小企業原油価格・物価高騰等対策資金の申請期間を
延長

ふるさと産業
振興課

湯田温泉回遊促進事業費 5,000 湯田温泉回遊拠点施設周辺の空き店舗や空き家に新
規出店する事業者への補助

ふるさと産業
振興課

ふるさと産品営業推進事業
費

326,420 ふるさと産品を売り込むための営業活動や情報発信、
ふるさと納税に係る事務、各物産団体への事業費の補
助等
令和６年度は、ふるさと寄附金目標額６億円の達成に
向けて、新たな着地型・体験型ふるさと納税返礼品の
造成等を実施

ふるさと産業
振興課

事業承継支援事業費 4,000 後継者問題を抱える中小企業・小規模事業者の事業引
継ぎや事業承継の促進・円滑化を図るためのセミナー
や相談会の開催、山口市事業承継支援協議会の運営

ふるさと産業
振興課

経営力向上・経営改善支援
事業費

2,900 中小企業者の人材育成、経営の合理化を図るためのセ
ミナーの開催、経営改善を促進する補助

ふるさと産業
振興課

地域中核企業成長促進事業
費

2,800 本市及び県央連携都市圏域内の中小企業の課題解決
や新事業創出につながるセミナー等を開催、新商品等
の開発を支援

ふるさと産業
振興課

産業交流拠点施設管理運営
費

336,217 産業交流拠点施設の管理運営 ふるさと産業
振興課

産業交流スペース管理運営
費

58,556 産業交流スペースMegriba（メグリバ）の管理運営 ふるさと産業
振興課

新産業創出促進事業費 11,844 産業交流拠点施設を拠点とし、ヘルスケア関連製品・
サービスの事業化支援など、ヘルスケア関連産業の創
出に関する取組を実施

ふるさと産業
振興課

事　　業　　名

事　　業　　名

（２）商工業・サービス業の振興

145



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

デジタル技術活用・人材育成
支援事業費

20,000 市内企業のDXの促進支援やデジタル人材の育成を支
援
AR（拡張現実）等を活用した市内の回遊性向上や誘客
促進につなげる実証実験を実施

ふるさと産業
振興課

大内塗産業活性化支援事業
費

11,554 大内塗産業後継者育成に対する支援及び設備導入費
等への補助

ふるさと産業
振興課

起業創業支援事業費 10,380 起業を目指す方に向けたセミナーの開催やUJIターン
創業者への補助
高校生を対象に起業家教育プログラムを実施

ふるさと産業
振興課

ふるさと伝承総合センター
管理運営費

41,159 ふるさと伝承総合センターの管理運営 ふるさと産業
振興課

企業誘致推進事業費 21,055 企業誘致及び雇用創出を促す活動事業費 産業立地推進
課

立地等奨励金 222,139 企業立地促進条例に基づく奨励金等の交付 産業立地推進
課

戦略的成長産業集積特別事
業費

6,005 成長産業分野に特化した企業誘致に関する活動事業費 産業立地推進
課

産業団地管理費 10,649 各産業団地の維持管理 産業立地推進
課

あきないのまち支援事業費 13,000 中心商店街の空き店舗等に新規出店する事業者への
支援

中心市街地活
性化推進室

にぎわいのまち支援事業費 2,450 中心商店街が主体となって実施するソフト事業に対す
る支援

中心市街地活
性化推進室

人が集い賑わいのある商店
街づくり支援事業費

41,500 中心商店街の賑わい創出のためのイベント支援等 中心市街地活
性化推進室

農山村ビジネス創出支援事
業費

19,800 農山村エリアの地域資源を活用し、地域における雇用
や経済波及効果の創出、地域課題の解決など、地域活
性化を図る起業・創業・事業拡大への支援

農山村づくり
推進課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

仁保の郷整備事業費 172,600 道の駅仁保の郷の大規模改修事業
令和６年度は施設の老朽化対策や機能強化に向けた建
設工事等を実施

農山村づくり
推進課

道の駅あいお整備事業費 9,200 道の駅あいおの移転整備事業
令和６年度は基本設計業務を引き続き進めつつ、造成
基礎調査等を実施

農山村づくり
推進課

新規就農者支援事業費 60,190 新規就農者に対する施設整備費等への補助 農業振興課

農業経営支援事業費 102,656 集落営農組織・法人が効率的な農業経営を行うための
機械器具導入経費等への補助
令和６年度は引き続き、女性・障がい者の方が働きやす
い環境づくりに係る改修等への支援を実施

農業振興課

農地集積・集約化活動事業
費

38,913 中間管理機構に農地の貸付を行い、農地の集積・集約
化に取組む地域に対し協力金を交付

農業振興課

（３）農林業の振興

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

農福連携推進事業費 76 障がい者や高齢者の特性に応じた作業等により繁忙期
の人手不足の解消、就労機会の確保、生きがい作りに
つながる仕組みの構築

農業振興課

スマート農業推進事業費 55,000 先端技術を活用した農作業の効率化や省力化、生産性
の効率を図るスマート農業機械導入経費等を支援

農業振興課

生産調整推進事業費 16,240 経営所得安定対策に関する事務経費 農業振興課

園芸作物振興事業費 36,500 地域の特性に応じた園芸品目の付加価値向上や産地
の育成・拡大に関する経費の補助

農業振興課

みどりの食料システム戦略
推進事業費

14,139 みどりの食料システム戦略の実現に向けた環境負荷低
減を図る地域循環型農業の中長期的な取組

農業振興課

仁保の郷管理運営費 6,054 道の駅仁保の郷の管理運営 農業振興課

地域特産物流通支援事業費 2,447 特産品づくりや販路拡大に対する支援
朝市などの直売所の施設整備に対する支援

農業振興課

スクミリンゴ貝対策事業費 3,000 スクミリンゴ貝対策経費への補助 農業振興課

有害鳥獣対策関係事業費 9,158 有害鳥獣の被害防止柵等整備費への補助
令和６年度は引き続き、地域ぐるみでの被害防止に向
けた体制づくりや研修会を開催

農業振興課

優良農地確保促進事業費 11,714 集団的な農地を保全するために山口農業振興地域整備
計画の中で農用地区域を設定し、農地以外への転用を
規制
令和６年度は引き続き、山口農業振興地域整備計画の
見直しを実施

農業振興課

遊休農地化防止事業費 500 耕作放棄地等の発生防止・解消のための活動支援 農業振興課

都市農村交流推進事業費 1,806 都市農村交流イベントの実施、市民農園開設農家等に
対する補助等

農業振興課

６次産業化推進事業費 5,138 6次産業化に係る開発や施設整備に対する補助等 農業振興課

有害鳥獣捕獲促進事業費 19,727 イノシシ等有害鳥獣の捕獲奨励金の交付や捕獲檻・柵
設置経費への補助及び捕獲対策協議会に対する補助

農業振興課

畜産農家支援事業費 9,598 養蜂農家への花粉交配用みつばち飼養経費、市内産和
牛の生産基盤と地域一貫体制確立に対する補助

農業振興課

中山間地域等直接支払事業
費

252,431 中山間地域等で農用地を維持・管理していくための農
業生産活動に必要な経費について交付金を交付

農林整備課

土地改良団体指導調整事業
費

17,001 土地改良区が行う地元調整業務等に対する人件費の補
助

農林整備課

団体営土地改良事業補助金 3,382 農業水路等長寿命化・防災減災事業等に対する補助 農林整備課

ほ場整備調査事業費 31,000 事業採択に向けての調査及び資料作成
令和６年度は佐山・嘉川・名田島・陶地域の補助事業採
択申請に必要となる調査と資料作成を実施

農林整備課

単市事業費 8,900 市が実施する国、県補助対象外の小規模土地改良事業 農林整備課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

単市土地改良事業補助金 14,435 受益者団体が行う国、県補助対象外の土地改良事業へ
の補助

農林整備課

多面的機能支払交付金事業
費

420,820 農業・農村における多面的機能の維持、発揮を図るた
めの活動に関する経費への補助

農林整備課

県事業負担金 233,220 県営土地改良事業に対する負担金 農林整備課

市有ため池等維持管理費 1,702 市有ため池の草刈りや修繕等の適正管理 農林整備課

森林公園管理費 8,658 森林公園の整備及び清掃等の維持管理 農林整備課

山口森林ふれあいセンター
管理運営費

3,443 山口森林ふれあいセンターの管理運営 農林整備課

特用林産物関係事業費 800 椎茸等の特用林産物の生産団体が行う施設整備費等
への補助

農林整備課

市有林管理事業費 1,087 市有林の巡視等市有林の維持管理に係る経費 農林整備課

市有林育成事業費 4,050 市有林の造林・保育にかかる経費 農林整備課

小規模治山事業費 12,200 山地崩落防止工事の実施や小規模治山事業に対する
補助

農林整備課

森林経営管理事業費 184,897 経営や管理が適切に行われていない森林の管理や航
空レーザを活用した森林情報の整理
林業事業体に対し森林施業等に係る各種補助、市内産
木材利用に対する補助

農林整備課

林道維持管理費 64,424 林道の維持管理
令和６年度は林道橋の補修工事、調査設計及び点検を
実施

農林整備課

市有林内作業道等維持管理
事業費

4,594 市有林野内における作業道等の維持管理 農林整備課

現年発生耕地災害復旧事業
費

49,670 農地や農業用施設の災害復旧に関する経費 農林整備課

現年発生林道災害復旧事業
費

33,070 林道災害復旧に関する経費 農林整備課

道の駅あいお管理運営費 1,234 道の駅あいおの管理運営 秋穂総合支所
地域振興課

林道維持管理費 1,438 林道の維持管理 秋穂総合支所
農林土木課

道の駅きららあじす管理運
営費

7,457 道の駅きらら　あじすの管理運営
令和６年度は様々なアクティビティを活用したツーリズ
ムと連携している先進地を視察

阿知須総合支
所地域振興課

農業団体育成事業費 1,540 農業団体に対する活動費の支援 阿知須総合支
所農林土木課

農免農道等維持管理事業費 1,056 農免農道の維持管理 阿知須総合支
所農林土木課

徳地農業公社運営支援事業
費

5,122 徳地農業公社運営費の支援 徳地総合支所
農林課
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

新規就農者技術習得施設管
理運営費

7,062 新規就農者技術習得支援施設（チャレンジ農場）の管理
運営

徳地総合支所
農林課

農業団体育成事業費 200 農業団体に対する活動費の支援 徳地総合支所
農林課

高齢者若者活性化センター
管理運営費

2,550 高齢者若者活性化センター（南大門）の管理運営 徳地総合支所
農林課

地域特産物流通支援事業費 1,800 「徳地やまのいも」の更なる高付加価値化や生産量の拡
大に向けた取組の支援

徳地総合支所
農林課

市有林管理事業費 14,461 市有林の維持管理に係る経費 徳地総合支所
農林課

市有林育成事業費 115,567 市有林の造林・保育に係る経費 徳地総合支所
農林課

森林セラピー推進事業費 7,300 森林セラピーの推進 徳地総合支所
農林課

特用林産物担い手育成支援
事業費

360 椎茸生産技術の継承と生産者の確保に向けた人材育
成等の実施

徳地総合支所
農林課

林道維持管理費 7,200 林道の維持管理 徳地総合支所
農林課

ふるさと振興公社運営支援
事業費

3,592 ふるさと振興公社運営費の支援 阿東総合支所
農林課

農業団体育成事業費 347 農業団体に対する活動費の支援 阿東総合支所
農林課

中山間地域野菜増産モデル
事業費

700 野菜生産量の増加を図るため新たな野菜生産者の掘り
起こしを実施

阿東総合支所
農林課

道の駅長門峡管理運営費 15,233 道の駅長門峡の管理運営 阿東総合支所
農林課

有害鳥獣対策関係事業費 110 有害鳥獣の被害防止柵等整備費への補助 阿東総合支所
農林課

蔵目喜ふれあいセンター管
理運営費

1,259 蔵目喜ふれあいセンターの管理運営 阿東総合支所
農林課

阿東ふるさと交流促進セン
ター管理運営費

6,866 阿東ふるさと交流促進センターの管理運営 阿東総合支所
農林課

桜郷銅山跡農村公園管理運
営費

648 桜郷銅山跡農村公園の管理運営 阿東総合支所
農林課

畜産農家支援事業費 8,298 市内産和牛の生産基盤と地域一貫体制確立に対する
補助

阿東総合支所
農林課

市有林管理事業費 4,691 市有林の巡視等市有林の維持管理に係る経費 阿東総合支所
農林課

市有林育成事業費 120,402 市有林の造林・保育に係る経費 阿東総合支所
農林課

伐倒駆除事業費 2,900 松くい虫被害木の薬剤処理、伐倒・除去 阿東総合支所
農林課

林道維持管理費 30,263 林道の維持管理 阿東総合支所
農林課

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

基幹集落センター管理運営
費

1,945 基幹集落センターの管理運営 阿東総合支所
阿東地域交流
センター

遊休農地等調査指導事業費 684 遊休農地の有効利用へ向けた調査・指導 農業委員会事
務局

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

水産業振興・海洋資源活用
事業費

4,779 種苗放流事業の経費に対する補助 水産港湾課

新規漁業就業者支援事業費 945 長期漁業研修生に対する家賃と生活支援補助、研修後
の経営安定化に向けた支援

水産港湾課

魚食普及推進事業費 2,901 地元産水産物の消費拡大に向けた魚食普及の推進
魚食普及講座の開催や学校給食における地元産水産
物の供給支援

水産港湾課

水産物供給基盤整備事業費 3,970 資源量確保に向けた保護礁等整備、漁業者の利用する
施設の整備・改修に対する補助等
令和6年度は引き続き、牡蠣養殖の10月本操業開始に
向けた環境整備を支援

水産港湾課

漁港施設維持管理費 11,484 漁港施設の維持管理 水産港湾課

漁港施設機能保全事業費 30,000 秋穂漁港（大海地区）の調査業務、浚渫整備工事 水産港湾課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

労働者金融対策事業費 22,701 労働者に融資を行う機関に対しその原資を貸付 ふるさと産業
振興課

労働団体運営費助成事業費 1,096 労働者団体運営費への補助 ふるさと産業
振興課

若者地元就職促進事業費 45,100 職業理解・企業見学フェア、インターンシップ設計・実践
の伴走支援、地元企業の魅力情報発信、初任給の引き
上げや奨学金返済支援等の福利厚生の充実に取り組む
市内企業に対する助成金の交付

ふるさと産業
振興課

ＵＪＩターン就職促進事業費 15,845 東京圏等からの移住就職者や移住テレワーカー等に対
する支援

ふるさと産業
振興課

特定求職者雇用促進事業費 1,250 障がい者雇用に関するセミナーの開催や障がい者雇用
で必要となる施設・設備等の改修費用の支援

ふるさと産業
振興課

事　　業　　名

（４）水産業の振興

事　　業　　名

事　　業　　名

（５）就労環境の充実
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

人材確保企業重点支援事業
費

21,858 人材確保策や人材育成に積極的に取組む企業に対する
支援等
令和６年度は、市内中小企業の省人化・省力化につなが
る機器等の導入を支援

ふるさと産業
振興課

シルバー人材センター運営
費

10,718 シルバー人材センター運営費への補助 ふるさと産業
振興課

働く婦人の家管理運営費 14,070 働く婦人の家の管理運営 ふるさと産業
振興課

勤労者総合福祉センター管
理運営費

17,721 勤労者総合福祉センター（サンフレッシュ山口）の管理
運営

ふるさと産業
振興課

事　　業　　名

151



予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

協働のまちづくり推進事業
費

3,553 協働のまちづくり推進委員会の開催、地域政策アドバイ
ザーによる支援

協働推進課

市民活動支援センター管理
運営費

27,250 市民活動支援センター（さぽらんて）の管理運営 協働推進課

自治会等支援事業費 107,982 自治会等自治振興交付金の交付、活動保険への加入、
自治会連合会への助成・事務局運営、自治会活動デジ
タル化の支援

協働推進課

自治会集会所等建設費助成
事業費

15,674 自治会集会所の建設費・修繕費及び登記費用の助成 協働推進課

自治宝くじコミュニティ活動
事業費

5,000 自治総合センターからの宝くじ助成金を受け、地域コ
ミュニティ団体へ助成

協働推進課

地域づくりリーダー育成事
業費

1,259 地域づくりアドバイザーの派遣、地域づくり関係者への
研修等

協働推進課

地域の個性を活かす交付金
事業費

199,303 ２１地域への地域づくり交付金及び地域の未来づくり
促進特別交付金の交付

協働推進課

宮野地域交流ステーション管
理運営費

1,351 宮野地域交流ステーションの管理運営 協働推進課

大歳地域交流ステーション管
理運営費

1,706 大歳地域交流ステーションの管理運営 協働推進課

元気な地域づくり推進事業
費

1,000 既存の交付金の見直し、新たな交付金制度の検討、地
域の自発的な活動への支援

協働推進課

地域交流センター管理運営
費

80,442 地域交流センターの管理運営 協働推進課

地域交流センター機能強化
事業費

19,600 小鯖地域交流センターの機能検討調査、阿東地域交流
センター生雲分館駐車場の測量設計等

協働推進課

大内地域交流センター建設
事業費

1,000 大内地域交流センターの機能検討調査等 協働推進課

平川地域交流センター建設
事業費

74,100 平川地域交流センターの建替えに伴う仮設センターの
設置、旧センター解体工事

協働推進課

空き家利活用事業費 9,425 空き家バンク制度の運営、空き家改修補助、空き家家
財等処分補助の実施

農山村づくり
推進課

やまぐち定住実現プロモー
ション事業費

7,781 移住フェア・オンラインセミナーへの参加、移住・定住専
用ウェブサイト・ＳＮＳの活用、移住ガイドブックの充実

農山村づくり
推進課

ＵＪＩターン支援事業費 4,843 UJIターンを促進するため、就業や起業のために本市
を訪れる際の交通費や滞在費の補助、起業時の家賃助
成、企業訪問・魅力体験バスツアー等を実施

農山村づくり
推進課

空き家活用地域活性化事業
費

3,685 空き家を活用し、新たな交流の促進や地域活性化に資
する事業に対する支援

農山村づくり
推進課

外部人材活用事業費 106,500 地域おこし協力隊の受入及び定住に対する支援、地域
活性化起業人の受入を実施

農山村づくり
推進課

５　市民と共に創る　自立したまち

（１）安心して暮らせる日常生活圏の形成

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

関係人口創出促進事業費 17,923 「関わりしろ」の創出やワーケーション等を通じ、地域に
継続的かつ多様な形で関わる関係人口（団体）の創出・
拡大に係る取組の実施

農山村づくり
推進課

地域資源活用事業費 7,200 農山村エリア等の地域資源を活用した新商品・新サー
ビスの開発やイベント等への支援、地域資源の付加価
値化の促進や関係者の連携強化への支援

農山村づくり
推進課

農山村にぎわい創出事業費 1,000 「（仮称）農山村にぎわい計画」の策定 農山村づくり
推進課

小郡がつながる・つなげる交
流促進事業費

6,000 新山口駅を中心とした一帯を活用し、小郡地域におけ
る多様な交流促進を目的とする事業に対する支援

小郡総合支所
地域振興課

集会所管理運営費 2,220 集会所の管理運営 小郡総合支所
地域振興課

自治会集会所等建設費助成
事業費

2,000 自治会集会所の建設費及び修繕費等に対する助成 小郡総合支所
地域振興課

地域交流センター管理運営
費

16,377 地域交流センターの管理運営 小郡総合支所
小郡地域交流
センター

地域資源活用事業費 150 農山村エリア等における地域資源の付加価値化や地域
資源を活用したツーリズムやイベントへの支援

秋穂総合支所
地域振興課

地域交流センター管理運営
費

15,941 地域交流センターの管理運営 秋穂総合支所
秋穂地域交流
センター

集会所管理運営費 2,726 集会所の管理運営
令和６年度は岩倉自治会集会所建設予定地の地積更正
登記業務を実施

阿知須総合支
所地域振興課

地域環境整備事業費 15,000 場外舟券販売所の立地に伴う協力金を受け、阿知須自
治会連合会及び佐山地区自治連合会が実施する周辺
環境を良好に維持・改善するための事業に対し助成

阿知須総合支
所地域振興課

地域資源活用事業費 300 農山村エリア等における地域資源の付加価値化や地域
資源を活用したツーリズムやイベントへの支援

阿知須総合支
所阿知須地域
交流センター

地域交流センター管理運営
費

17,752 地域交流センターの管理運営 阿知須総合支
所阿知須地域
交流センター

集会所管理運営費 2,191 集会所の管理運営 徳地総合支所
地域振興課

島地温泉ふれあいセンター
管理運営費

32,471 島地温泉ふれあいセンターの管理運営 徳地総合支所
地域振興課

柚野地域活性化センター管
理運営費

1,791 柚野地域活性化センターの管理運営 徳地総合支所
地域振興課

地域交流センター管理運営
費

18,200 地域交流センターの管理運営 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

三谷ふれあいセンター活用
調査事業費

6,500 新たな交流拠点としての活用を検討するため、各種の
実証等に加え、令和6年度は建物の耐震調査を実施

阿東総合支所
地域振興課

地域交流センター管理運営
費

32,228 地域交流センターの管理運営 阿東総合支所
阿東地域交流
センター

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

広報紙発行費 46,585 市報やまぐちの発行 広報広聴課

放送・新聞等広報費 20,949 テレビ（ｔｙｓ、ｙａｂ）、ラジオ（ＦＭ山口、ＫＲＹ）、新聞等を
利用した広報活動

広報広聴課

ケーブルテレビコミュニティ
チャンネル番組供給事業費

18,419 山口ケーブルテレビジョンにおける広報番組の作成・放
送、市議会中継

広報広聴課

移動市長室運営事業費 976 移動市長室の開催等 広報広聴課

県央連携都市圏域情報発信
事業費

8,796 地域情報紙やFMラジオ、テレビ、ウェブサイトによる観
光や移住定住に関する情報などの圏域情報の発信

広報広聴課

広報広聴事務費 7,498 広報広聴活動全般に関する事務費
市長定例記者会見の録画動画に手話・字幕を表示し市
公式ウェブサイト上で配信

広報広聴課

市民相談事務費 659 市民相談窓口の対応、市民無料法律相談の実施 広報広聴課

市公式ウェブサイト運営事業
費

2,816 市公式ウェブサイトの保守管理 広報広聴課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

多文化共生推進事業費 3,138 日本語ボランティア養成講座、多文化共生啓発事業等
の実施

国際交流課

男女共同参画基本計画推進
事業費

2,098 男女共同参画推進審議会の開催等 人権推進課

男女共同参画センター運営
事業費

10,984 男女共同参画センターの運営、相談業務 人権推進課

男女共同参画推進活動助成
事業費

250 男女共同参画推進活動団体への助成 人権推進課

同和対策施設管理費 1,125 同和対策施設の維持管理 人権推進課

同和対策貸付金収納事業費 3,053 住宅新築資金等貸付金及び同和福祉援護資金貸付金
の収納

人権推進課

山口隣保館管理運営費 8,129 山口隣保館の管理運営 人権推進課

陶隣保館管理運営費 14,957 陶隣保館の管理運営 人権推進課

人権学習推進組織等運営事
業費

1,480 人権教育推進委員会の開催、地区人権学習推進組織や
社会教育関係団体への研修等委託

人権推進課

（２）市民参画によるまちづくり

事　　業　　名

事　　業　　名

（３）人権を尊重し、あらゆる人が自分らしく活躍できる共生社会の推進
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

人権啓発・学習講座開催等
事業費

1,746 人権学習講座の開催、人権ふれあいフェスティバルの
開催

人権推進課

教育集会所管理費 284 教育集会所の維持管理 徳地総合支所
徳地地域交流
センター

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

行政改革大綱推進事業費 756 行政改革推進委員会運営、行政改革大綱の推進 総務課

デジタル行政推進事業費 111,980 行政手続等のデジタル化の推進、デジタルに不慣れな
方へのデジタル活用支援の推進等
令和６年度は新本庁舎における利便性の高い窓口手続
環境の提供に向けたシステム構築、実証等を実施

デジタル推進
課

電算システム保守運用管理
費

154,639 基幹系システムの運用保守 デジタル推進
課

電算システム開発事業費 885,984 自治体システム標準化及び法改正等に対応するシステ
ムの構築・改修や、新本庁舎のネットワーク環境整備、Ｒ
ＰＡ、ＡＩ・ＯＣＲの活用推進等

デジタル推進
課

ＷＡＮ関連事業費 309,193 情報系システム及びネットワークの運用保守 デジタル推進
課

市有財産管理費 382,213 市有財産の維持管理 管財課

市有財産有効活用事業費 12,174 未利用地の売却等を推進するための測量や鑑定評価を
実施

管財課

庁舎維持管理費 155,980 本庁舎（別館含）の維持管理 管財課

車両維持管理費 34,539 市有自動車の維持管理
公用車等を活用したＥＶカーシェアリング事業を実施

管財課

新本庁舎整備事業費 10,885,715 本庁舎の建て替え整備
令和6年度は、引き続き新本庁舎棟の建設工事を実施

本庁舎整備推
進室

行政経営システム推進事業
費

4,993 行政評価システムの運用、まちづくりアンケートの実施 企画経営課

中核都市づくり推進事業費 544 広域県央中核都市の実現に向けた調査研究等を実施 企画経営課

都市連携推進事業費 5,000 山口県央連携都市圏域ビジョンの推進に係る事務 企画経営課

シティセールス推進事業費 10,812 山口市の都市ブランド構築や対外的な認知度の向上、
シビックプライドの醸成に向けた取組

企画経営課

地方創生戦略推進事業費 1,157 総合戦略推進会議等の開催や総合戦略推進のための
施策展開のマネジメントの実施

企画経営課

事　　業　　名

（４）計画的、効果的な行政経営と更なる市民サービスの向上

事　　業　　名
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

都市づくり推進事業費 57,594 都市核エリア及び都市づくりの調査研究
令和６年度は、農業試験場等の跡地利活用の検討や山
口きらら博記念公園周辺との環境整備なども含めた都
市機能の強化及び再編に係る取組を実施

スマートシ
ティ推進室

スマートシティ推進事業費 37,306 データ連携基盤の活用をはじめとしたスマートシティの
推進に向けた取組

スマートシ
ティ推進室

新地方公会計推進事業費 4,261 固定資産台帳の更新を実施 財政課

総合支所維持管理費 28,904 総合支所庁舎の維持管理 小郡総合支所
土木課

総合支所維持管理費 22,112 総合支所庁舎の維持管理 秋穂総合支所
農林土木課

総合支所維持管理費 10,307 総合支所庁舎の維持管理 阿知須総合支
所農林土木課

総合支所維持管理費 12,907 総合支所庁舎の維持管理 徳地総合支所
土木課

総合支所維持管理費 49,984 総合支所庁舎の維持管理 阿東総合支所
土木課

予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

電子入札推進事業費 8,151 電子入札システムの運用等 契約監理課

個人市民税賦課事務費 28,803 個人市民税の賦課事務 市民税課

法人市民税賦課事務費 1,241 法人市民税の賦課事務 市民税課

軽自動車税賦課事務費 11,269 軽自動車税の賦課事務 市民税課

固定資産税等賦課事務費 42,525 固定資産税等の賦課事務 資産税課

固定資産評価事務費 53,517 固定資産の評価事務 資産税課

市税等コールセンター運営
費

19,427 初期・少額滞納者に対して電話・文書による自主納付の
呼びかけを行うコールセンターの運営

収納課

市税滞納整理事務費 8,338 市税滞納者に対する催告や滞納処分、インターネット公
売等の実施

収納課

口座振替推進事務費 6,710 口座振替利用の推進 収納課

コンビニエンスストア収納事
業費

8,960 コンビニエンスストアにおける市税の収納 収納課

事　　業　　名

事　　業　　名

（５）公正、確実な事務の執行
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予算額
（千円） 事　　業　　内　　容 担当課

電子納付推進事務費 9,160 キャッシュレス決済に対応する新たな納税手段による
収納業務の実施

収納課

情報公開窓口事務費 368 情報公開請求等の受付、情報公開審査会・個人情報保
護審査会の開催

広報広聴課

住民基本台帳管理事務費 17,748 住民基本台帳に関する事務 市民課

パスポート管理事務費 7,105 パスポートの申請受付・交付事務 市民課

個人番号カード事務費 86,957 個人番号カードの申請受付・交付事務、各種証明書等
のコンビニ交付に係る運用管理

市民課

戸籍管理事務費 203,060 戸籍管理に関する事務
令和6年度は、戸籍氏名への振り仮名追加の法制化に
伴う業務を委託

市民課

市議会議員報酬等 286,022 市議会議員の報酬、期末手当、共済費に係る経費 市議会事務局

議会運営費 31,344 各種協議会等への出席、委員会の行政視察、議会だよ
り、会議録作成等

市議会事務局

政務活動費 11,520 市議会各会派へ政務活動費を交付 市議会事務局

事　　業　　名
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資 料
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（１）一般会計歳入（款別）

令和６年度 令和５年度 比　較 対 前 年

款 当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

Ａ ％ Ｂ ％ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

1 市 税 27,594,032 25.3 27,715,113 29.2 ▲121,081 ▲0.4 

○ 2 地 方 譲 与 税 734,476 0.7 686,460 0.7 48,016 7.0 

○ 3 利 子 割 交 付 金 17,000 0.0 37,000 0.0 ▲20,000 ▲54.1 

○ 4 配 当 割 交 付 金 119,000 0.1 150,000 0.2 ▲31,000 ▲20.7 

○ 5 株式等譲渡所得割交付金 150,000 0.1 175,000 0.2 ▲25,000 ▲14.3 

○ 6 法 人 事 業 税 交 付 金 466,000 0.4 472,000 0.5 ▲6,000 ▲1.3 

○ 7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,730,000 4.3 4,730,000 5.0 0 0.0 

○ 8 ゴルフ場利用税交付金 51,000 0.0 51,000 0.1 0 0.0 

○ 9 環 境 性 能 割 交 付 金 70,000 0.1 70,000 0.1 0 0.0 

○ 10
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

28,000 0.0 28,000 0.0 0 0.0 

○ 11 地 方 特 例 交 付 金 1,027,000 0.9 208,000 0.2 819,000 393.8 

12 地 方 交 付 税 17,860,000 16.4 16,940,000 17.8 920,000 5.4 

○ 13 交通安全対策特別交付金 35,000 0.0 35,000 0.0 0 0.0 

○ 14 分 担 金 及 び 負 担 金 1,705,189 1.6 1,312,094 1.4 393,095 30.0 

○ 15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,053,793 1.0 1,036,083 1.1 17,710 1.7 

16 国 庫 支 出 金 14,973,492 13.7 13,168,111 13.9 1,805,381 13.7 

○ 17 県 支 出 金 6,978,553 6.4 6,686,914 7.0 291,639 4.4 

○ 18 財 産 収 入 371,954 0.3 178,717 0.2 193,237 108.1 

○ 19 寄 附 金 613,136 0.6 613,136 0.6 0 0.0 

20 繰 入 金 7,078,437 6.5 4,977,047 5.2 2,101,390 42.2 

○ 21 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

○ 22 諸 収 入 3,285,137 3.0 3,082,424 3.2 202,713 6.6 

23 市 債 20,258,800 18.6 12,727,900 13.4 7,530,900 59.2 

歳 入 合 計 109,200,000 100.0 95,080,000 100.0 14,120,000 14.9 

※表中○が付いているものは、４ページの歳入の概要の表において「その他」の欄に計上されているもの

令和６年度予算の総括表

　　　（単位：千円）

構成比 構成比
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（２）一般会計歳出（目的別）

令和6年度 令和5年度 比　較 対 前 年

款 当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

Ａ ％ Ｂ ％ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

1 議 会 費 423,641 0.4 440,823 0.5 ▲17,182 ▲3.9 

2 総 務 費 23,321,130 21.3 15,573,487 16.4 7,747,643 49.7 

3 民 生 費 34,302,905 31.4 32,519,240 34.2 1,783,665 5.5 

4 衛 生 費 6,963,722 6.4 6,651,979 7.0 311,743 4.7 

5 労 働 費 151,942 0.1 154,042 0.2 ▲2,100 ▲1.4 

6 農 林 水 産 業 費 4,009,788 3.7 4,166,735 4.4 ▲156,947 ▲3.8 

7 商 工 費 6,716,884 6.1 5,113,648 5.4 1,603,236 31.4 

8 土 木 費 9,135,290 8.4 8,302,263 8.7 833,027 10.0 

9 消 防 費 6,407,741 5.9 5,043,240 5.3 1,364,501 27.1 

10 教 育 費 7,182,561 6.6 6,700,479 7.0 482,082 7.2 

11 災 害 復 旧 費 209,756 0.2 194,756 0.2 15,000 7.7 

12 公 債 費 10,274,640 9.4 10,119,308 10.6 155,332 1.5 

13 予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 

歳 出 合 計 109,200,000 100.0 95,080,000 100.0 14,120,000 14.9 

　　　（単位：千円）

構成比 構成比
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（３）一般会計歳出（性質別） 　　　（単位：千円）

令和６年度 令和5年度 比　較 対前年

　　区　　　分 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

Ａ ％ Ｂ ％ Ｃ Ｃ／Ｂ　％

 義　 務 　的　 経　 費 47,392,289 43.4 45,293,736 47.6 2,098,553 4.6 

人 件 費 16,432,135 15,402,682 1,029,453 6.7 

　うち給与 10,554,237 10,233,203 321,034 3.1 

　うち退職手当 979,609 437,399 542,210 124.0 

扶 助 費 20,686,714 19.0 19,772,946 20.8 913,768 4.6 

公 債 費 10,273,440 9.4 10,118,108 10.6 155,332 1.5 

 投   資   的   経   費 29,014,805 26.6 17,867,442 18.8 11,147,363 62.4 

補 助 事 業 5,862,523 5.4 4,385,999 4.6 1,476,524 33.7 

単 独 事 業 22,411,106 20.5 12,853,817 13.5 9,557,289 74.4 

受 託 事 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

災 害 復 旧 事 業 209,756 0.2 194,756 0.2 15,000 7.7 

国 直 轄 事 業 負 担 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

県 事 業 負 担 金 531,420 0.5 432,870 0.5 98,550 22.8 

 そ  の   他   経   費 32,792,906 30.0 31,918,822 33.6 874,084 2.7 

物 件 費 15,503,250 14.2 14,517,716 15.3 985,534 6.8 

○ 維 持 補 修 費 800,269 0.7 789,215 0.9 11,054 1.4 

○ 補 助 費 等 7,681,661 7.0 7,892,894 8.3 ▲211,233 ▲2.7 

○ 積 立 金 8,601 0.0 8,876 0.0 ▲275 ▲3.1 

○ 投 資 及 び 出 資 金 23,158 0.0 23,347 0.0 ▲189 ▲0.8 

○ 貸 付 金 1,052,405 1.0 1,059,994 1.1 ▲7,589 ▲0.7 

○ 繰 出 金 7,623,562 7.0 7,526,780 7.9 96,782 1.3 

○ 予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 

109,200,000 100.0 95,080,000 100.0 14,120,000 14.9 

※表中○が付いているものは、５ページの歳出の概要の表において「その他」の欄に計上されているもの

15.0 16.2 

　　　歳   出   合   計
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 （４）一般会計歳入歳出構成図

歳入総額

109,200

歳出総額

109,200

民生費

34,303                            

31.4%

総務費

23,321                            

21.3%

公債費

10,274                            

9.4%

土木費

9,135                            

8.4%

教育費

7,182                            

6.6%

衛生費

6,964                            

6.4%

商工費

6,717                            

6.1%

消防費

6,408                            

5.9%

農林水産業費

4,010                            

3.7%

人件費

15.0%

扶助費

19.0%

公債費

9.4%

補助事業費

5.4%

単独事業費

20.5%

物件費

14.2%

補助費等

7.0%

繰出金

7.0%

その他

1.8%

自主財源

41,702                            

38.3%依存財源

67,498                            

61.7%

市税

27,594

25.3%

繰入金

7,078 

6.5%

市債

20,259 

18.6%

地方交付税

17,860

16.4%

国庫支出金

14,973 

13.7%

県支出金

6,979 

6.4%

地方譲与税・

交付金など

7,427

6.6%

その他
0.7％

諸収入

3,285

3.0％

その他
3,745
3.5％

・分担金及び負担金
・使用料及び手数料
・財産収入
・寄附金
・繰越金

1,705
1,054

372
613

1

その他
886
0.8％

・議会費
・労働費
・災害復旧費
・予備費

424
152
210
100

（単位：百万円）

（単位：百万円）

義務的経費

43.4%

投資的経費

26.6%

その他経費

30.0%
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（５）一般会計当初予算の推移

　　注：平成２１年度までの数値には、旧阿東町分を含む

20

年度

21

年度

22

年度

23

年度

24

年度

25

年度

26

年度

27

年度

28

年度

29

年度

30

年度

元

年度

2

年度

3

年度

4

年度

5

年度

6

年度

市税 286 277 267 262 255 255 257 258 255 260 264 269 272 266 271 277 276

地方交付税 137 141 150 157 162 160 165 161 168 156 148 152 153 142 179 169 179

国県支出金 97 102 133 150 135 149 173 182 177 166 170 202 191 187 201 199 220

市債 78 94 88 107 125 116 150 151 120 126 150 124 161 134 93 127 203
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年度
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年度

30

年度

元

年度

2

年度

3

年度

4

年度

5

年度

6

年度

人件費 142 148 146 141 135 138 135 136 134 140 140 146 154 153 161 154 164

扶助費 92 97 126 138 138 144 147 156 164 168 173 187 193 192 195 198 207

公債費 121 121 107 106 101 97 99 93 94 95 96 99 99 100 102 101 103

投資的経費 103 116 96 118 123 125 171 186 156 154 175 178 209 140 128 179 290

0
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100

150

200

250

300(歳 出)

（単位：億円）

（単位：億円）
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（６）財政関係指標（普通会計等）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（％） 94.6 89.8 94.8 95.4 96.8 

（千円） 47,038,710 48,738,806 47,804,659 48,477,665 48,386,545 

0.643 0.630 0.624 0.615 0.620

　注）指標のうち下線は見込み数値を表す

【用語の説明】

　　○経常収支比率

財政構造の弾力性を示す指標で、数値が低いほどゆとりがあるといえます。

人件費・公債費・扶助費などの毎年支出される経常的な経費に、地方税・普通交付税などの毎年収入

される経常的な一般財源のうちどれぐらいの割合が充当されているかを示しています。

　　○標準財政規模

標準的に収入される経常的な一般財源の大きさを示す指標です。

標準税収入額（普通交付税の算定に用いる標準的な地方税の収入額）や地方譲与税、普通交付税、

臨時財政対策債発行可能額などの合計額となります。

　　○財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指標で、指数が１を超える団体は普通交付税の不交付団体となります。

普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して求めます。

109,200,000 

152,721,454 

　経常収支比率　

　標準財政規模

　財政力指数（３ヵ年平均）

137,564,250 130,939,386 133,569,078 138,050,638 

93,880,000 87,730,000 90,430,000 95,080,000 

指　　標　　区　　分

当
初
予
算
規
模

一 般 会 計 （千円）

全 会 計 （千円）
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（７）財政健全化法関係指標

・財政悪化を未然に防ぐため「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成１９年６月に制定されました。

・法律の施行により、平成１９年度決算から下記財政指標の公表、平成２０年度決算から健全化計画策定などの

　義務づけ規定が適用されました。

・このうち、早期健全化についての基準及び指標については、次のとおりです。

早期健全化
基準

令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度

% % % % 

11.29%以上 － － － －

16.29%以上 － － － －

25.0%以上 5.6 5.8 6.2 6.5 

350.0%以上 60.7 62.2 79.8 119.7 

　注１）表中の「－」は、実質赤字額及び連結実質赤字額がないことを表している

　注２）指標のうち下線は見込み数値を表している

　将来負担比率
　・地方債残高のほか一般会計等が
　　将来負担すべき実質的な債務の
　　財政規模に占める比率

財　政　指　標　

　実質赤字比率
  ・一般会計等の実質赤字の比率

　連結実質赤字比率
　・全ての会計の実質赤字の比率

　実質公債費比率（３ヵ年平均）
　・公債費及び公債費に準じた経費
　　の財政規模に占める比率
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（８）市債の状況 （単位：百万円）

借 入 額 償 還 額

A Ｂ C （A+B-C）　D

109,806 113,694 20,259 9,825 124,128 

2,867 1,907 0 1,166 741 

112,673 115,601 20,259 10,991 124,869 

   

鋳銭司第二団地整備事業
特　　別　　会　　計

合       　　　　　 計

会　　計　　区　　分

令和４年度末
残高

令和５年度末
残高見込

令和６年度中の増減 令和６年度末
残高見込（見込み）

　一　　般　　会　　計

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

市債残高(A) 915 888 874 863 904 926 957 999 1,007 1,025 1,048 1,083 1,114 1,132 1,098 1,137 1,241

交付税措置額（B) 545 553 552 565 613 639 677 720 733 746 765 770 765 768 733 723 736

臨財債残高(C) 175 195 223 237 263 291 314 332 341 348 353 352 347 351 330 304 276

実質的な負担(A-B) 370 335 322 298 291 287 280 279 274 279 283 313 349 364 365 414 505

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

金
額
（
億
円
）

市債残高の推移（一般会計）

市債残高(A) 交付税措置額（B) 臨財債残高(C) 実質的な負担(A-B)

(C)

(B)

(A-B)

(A)

167



（９）基金の状況（一般会計） （単位：百万円）

積 立 額 取 崩 額

A Ｂ C （A+B-C）　D

3,927 2,584 402 1,337 1,649 

1,294 972 1 558 415 

1,717 1,717 0 600 1,117 

4,544 3,637 2 1,720 1,919 

4,783 4,271 2 1,614 2,659 

905 482 0 482 0 

1,157 704 0 491 213 

782 640 2 182 460 

19,109 15,007 409 6,984 8,432 

19,109 17,507 13,432 

基　　金　　区　　分

令和4年度末
残高

令和5年度末
残高見込

令和6年度中の増減 令和6年度末
残高見込（見込）

　　合併特例基金

　　その他の基金
　　 （長寿社会対策基金など）

合　　　　　　　　　　計

決算調整後基金残高（見込）

　　財政調整基金

　　地域振興基金

　　職員退職手当基金

　　減　債　基　金

　　庁舎建設基金

　　こ ど も 基 金

20

年度

21

年度

22

年度

23

年度

24

年度

25

年度

26

年度

27

年度

28

年度

29

年度

30

年度

元

年度

2

年度

3

年度

4

年度

5

年度

6

年度

庁舎 28 28 28 28 28 28 33 44 50 50 50 50 49 49 48 43 26

その他 96 87 107 117 133 150 173 207 216 225 217 181 142 155 143 132 108

合計 124 115 135 145 161 178 206 251 266 275 267 231 191 204 191 175 134

0

50

100

150

200

250

300

基 金 残 高 の 推 移

庁舎

その他

金
額
（
億
円
）
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【歳入】
　市町村交付金（社会保障財源化分）

【歳出】
　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 その他
社会保障財源
化分の市町村

交付金
その他

高齢者福祉事業 514,039 25,000 12,765 79,052 80,719 316,503

障害者福祉事業 1,152,632 208,517 327,113 181,425 88,514 347,063

児童福祉事業 14,176,818 6,217,408 2,511,574 1,133,104 876,796 3,437,936

生活保護扶助事業 1,362,200 1,021,650 0 0 69,203 271,347

小　　計 17,205,689 7,472,575 2,851,452 1,393,581 1,115,232 4,372,849

国民健康保険事業 1,176,224 166,294 539,844 0 95,526 374,560

介護保険事業 2,808,061 97,322 42,996 0 542,112 2,125,631

後期高齢者医療保険事業 3,128,241 0 563,006 10,304 519,187 2,035,744

年金事業 7,230 7,230 0 0 0 0

小　　計 7,119,756 270,846 1,145,846 10,304 1,156,825 4,535,935

疾病予防対策事業 892,784 7,485 0 29 179,896 705,374

医療提供体制確保事業 395,543 56,700 4,838 164,157 34,515 135,333

母子保健事業 314,538 43,029 16,478 3,444 51,125 200,462

健康増進対策事業 185,497 3,797 3,608 47,683 26,500 103,909

小　　計 1,788,362 111,011 24,924 215,313 292,036 1,145,078

239,807 110,608 50,920 0 15,907 62,372

26,353,614 7,965,040 4,073,142 1,619,198 2,580,000 10,116,234

社会
福祉

（１０）引上げ分に係る地方消費税収（市町村交付金の社会保障財源化分）が充てられる

（１１）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

2,580,000 千円 

26,353,614 千円 

事業名 経費

財源内訳

社会
保険

保健
衛生

上記以外の
子ども・子育てに関する事業

合計

※「児童福祉事業」及び「上記以外の子ども・子育てに関する事業」には、令和元年10月1日からの幼児教育・保育の無償化
　に係る経費を含む。

特定財源 一般財源
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（１１）財政計画

　財政計画は、令和６年度から令和１０年度までの５年間について、普通会計（一般会計・

　地域下水道事業特別会計・特別林野特別会計）で策定しています。

＜計画期間後の財政見通し＞

◇歳入 （単位：百万円）

R6当初予算 R7 R8 R9 R10

地方税 27,594 28,549 28,676 28,588 28,693 

地方交付税 17,860 17,621 17,322 17,351 17,206 

うち普通交付税 15,880 15,641 15,342 15,371 15,226 

国庫支出金 14,974 15,550 14,719 14,087 13,573 

県支出金 6,979 6,914 6,752 6,754 6,685 

市債 20,259 9,266 8,405 5,494 5,068 

うち臨時財政対策債 206 205 204 202 201 

その他 21,547 12,888 12,442 12,440 12,439 

109,213 90,788 88,316 84,714 83,664 

◇歳出

R6当初予算 R7 R8 R9 R10

人　　件　　費 16,433 15,846 16,266 15,897 16,265 

うち退職手当 980 697 1,174 850 1,269 

扶　　助　　費 20,687 20,945 20,987 21,029 21,071 

公　　債　　費 10,273 10,775 10,448 10,717 11,290 

繰　　出　　金 7,624 7,624 7,624 7,624 7,624 

普通建設事業費 28,919 13,429 12,142 8,201 7,346 

その他 25,277 25,879 25,840 25,079 24,777 

109,213 94,498 93,307 88,547 88,373 

財政収支 [歳入－歳出] 0 ▲ 3,710 ▲ 4,991 ▲ 3,833 ▲ 4,709 

基金繰入金 ー 3,710 4,991 3,833 4,709 

基金残高 13,592 12,282 9,691 8,258 5,949 

１　毎年度の予算編成において、見直すものとします。

２　Ｒ６当初予算の歳入「その他」のみ基金繰入金を含んだ額としています。

歳入合計

歳出合計
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（１２）特別会計予算

令和６年度 令和５年度 比　較 対 前 年

当初予算額 当初予算額 （Ａ－Ｂ） 当初伸率

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ/Ｂ　％

療養諸費 12,393,414

高額療養費 2,090,300

うち一般会計繰入金 1,449,006 1,465,082 ▲16,076 ▲1.1 国民健康保険事業費納付金 4,907,704

うち一般会計繰入金 984,908 865,753 119,155 13.8 

居宅介護サービス給付費 6,119,461

施設介護サービス給付費 4,890,406

うち一般会計繰入金 2,808,061 2,910,295 ▲102,234 ▲3.5 

うち一般会計繰入金

うち一般会計繰入金

うち一般会計繰入金 2,520 1,403 1,117 79.6 

うち一般会計繰入金

うち一般会計繰入金

うち一般会計繰入金 5,244,495 5,242,533 1,962 0.0 

4,752

合　　　　　計 43,521,454 42,970,638 550,816 1.3 

特別林野 4,752 5,516 ▲764 ▲13.9 特別林野管理費

7,851

国民宿舎 12,501 9,001 3,500 38.9 管理運営事業費 12,500

地域下水道事業 8,117 7,033 1,084 15.4 
佐山ハビテーション排水
処理施設維持管理費

1,166,225鋳銭司第二団地整備事業 1,168,012 418,223 749,789 179.3 長期債償還元金

12,979介護サービス事業 16,652 15,443 1,209 7.8 介護予防支援運営事業費

3,932,752
山口県後期高齢者医療広
域連合納付金

介護保険 18,177,664 18,663,395 ▲485,731 ▲2.6 

後期高齢者医療 4,048,298 3,438,817 609,481 17.7 

（単位：千円）

会　　計　　名 主な内容

国民健康保険 20,085,458 20,413,210 ▲327,752 ▲1.6 
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（１３）企業会計予算

令和６年度
当初予算額

Ａ

令和５年度
当初予算額

B

比較増減

Ａ－Ｂ

水道事業

収益的収入 4,114,327 4,122,026 ▲7,699 給水収益 3,364,866 

支出 4,008,233 3,989,247 18,986 営業費用 3,657,787 

資本的収入 3,078,861 3,060,723 18,138 企業債 2,793,100 

支出 4,567,709 4,619,586 ▲51,877 施設整備事業費 2,925,920 

簡易水道事業

収益的収入 447,130 482,156 ▲35,026 他会計補助金                                      189,044 

支出 398,733 429,444 ▲30,711 営業費用 360,055 

資本的収入 333,359 290,726 42,633 企業債 189,600 

支出 439,236 412,437 26,799 企業債償還金                                      224,668 

公共下水道事業

収益的収入 6,785,935 6,574,066 211,869 下水道使用料 2,561,934 

支出 6,810,545 6,465,321 345,224 営業費用 6,096,243 

資本的収入 5,168,197 3,314,640 1,853,557 企業債 3,182,400 

支出 7,601,354 5,749,585 1,851,769 企業債償還金                                      2,349,361 

農業集落排水事業

収益的収入 829,220 873,065 ▲43,845 他会計補助金                                      273,618 

支出 735,058 784,584 ▲49,526 営業費用 699,030 

資本的収入 69,375 44,397 24,978 企業債 5,600 

支出 311,398 291,196 20,202 企業債償還金                                      190,691 

漁業集落排水事業

収益的収入 37,287 36,282 1,005 他会計補助金                                      13,946 

支出 33,309 34,376 ▲1,067 営業費用 29,490 

資本的収入 689 689 0 他会計出資金 688 

支出 13,451 13,394 57 企業債償還金                                      8,392 

（単位：千円）

会　　計　　名 主　　な　　内　　容
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（１４）過疎対策事業債充当事業一覧（対象：ハード整備事業）

事業費 発行額

1 島地温泉ふれあいセンター管理運営費 6,225 6,200 外構改修工事他

2 やまぐちサッカー交流広場整備事業費 60,800 60,800 屋根・外壁改修工事他

3 交通結節点整備事業費 17,600 17,600 山口線駅前公衆トイレ新築工事

4 私立保育園整備費助成事業費 4,209 1,400 秋穂保育園大規模修繕

5 徳地地域診療所管理運営費 800 800 柚野診療所トイレ改修工事

6 斎場管理事務費 1,630 1,600 阿東火葬場再燃炉改修工事

7 県事業負担金 31,530 31,000 県営ほ場整備等負担金

8 林道維持管理費 34,100 22,100 林道維持補修工事（徳地、阿東）

9 海岸保全施設整備事業費 512,476 253,500 離岸堤・護岸整備工事

10 重源の郷施設改修事業費 478,300 478,300 建屋改修工事他

11 道路維持補修事業費 46,607 46,600 除雪基地整備工事・除雪車更新整備

12 生活道路改良事業費 147,000 147,000 
鍋倉東線（県委託工事）、東側線、屋戸海岸
線、黒潟長浜線改良工事

13 港湾管理事業費 17,100 17,100 防潮堤保全工事他

14 防火水槽整備事業費 13,200 13,200 耐震性貯水槽新設（徳地）

15 非常備消防自動車整備事業費 9,000 9,000 小型動力ポンプ付積載車更新整備（徳地）

16 小学校施設長寿命化事業費 35,000 35,000 
中央小トイレ洋式化、大海小キュービクル
改修工事

17 徳地文化伝承館管理運営費 5,324 5,300 展示リニューアル整備

18 徳地文化ホール管理運営費 15,861 15,800 建具改修工事

1,436,762 1,162,300 

事　　業　　名
令和６年度当初予算

事　業　概　要

合　　計

（単位：千円）
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（１５）過疎地域自立促進特別事業（過疎ソフト）充当事業一覧

事業費 発行額

1 島地温泉ふれあいセンター管理運営費 13,365 11,200 島地温泉ふれあいセンター管理運営

2 やまぐちサッカー交流広場管理運営費 10,817 8,600 やまぐちサッカー交流広場管理運営

3 秋穂コミュニティセンター管理運営費 8,896 7,100 秋穂コミュニティセンター管理運営

4 道の駅あいお管理運営費 1,174 900 道の駅あいお管理運営

5 道の駅長門峡管理運営費 15,173 11,900 道の駅長門峡管理運営

6 阿東ふるさと交流促進センター管理運営費 6,866 5,400 阿東ふるさと交流促進センター管理運営

7 森林セラピー推進事業費 6,313 4,900 森林セラピー推進事業の実施

8 願成就温泉センター管理運営費 25,984 20,700 願成就温泉センター管理運営

9 大海総合センター管理運営費 8,473 5,200 大海総合センター管理運営

10 徳地文化ホール管理運営費 14,517 10,200 徳地文化ホール管理運営

111,578 86,100 

事　　業　　名
令和６年度当初予算

事　業　概　要

合　　計

（単位：千円）
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（１６）デジタル田園都市国家構想交付金充当事業一覧
（単位：千円）

事業費
デジタル田園都市
国家構想交付金

その他の特定財源 一般財源

1 空き家利活用事業費 9,425 312 0 9,113 

2 やまぐち定住実現プロモーション事業費 7,781 2,624 0 5,157 

3 空き家活用地域活性化事業費 3,685 1,342 0 2,343 

4 三谷ふれあいセンター活用調査事業費 6,500 500 0 6,000 

5 小郡がつながる・つなげる交流促進事業費 6,000 3,000 0 3,000 

6 農山村ビジネス創出支援事業費 19,800 9,900 0 9,900 

7 関係人口創出促進事業費 17,923 8,900 0 9,023 

8 地域資源活用事業費 7,650 3,825 0 3,825 

9 農山村にぎわい創出事業費 1,000 500 0 500 

10 スマートシティ推進事業費 37,306 16,400 0 20,906 

11 地域の個性を活かす交付金事業費 199,303 1,100 500 197,703 

12 元気な地域づくり推進事業費 1,000 500 0 500 

13 大内文化まちづくり推進事業費 8,327 819 0 7,508 

14 シェアサイクル実証事業費 14,400 7,200 0 7,200 

15
新たなモビリティサービス調査・実証事業
費

10,390 5,195 0 5,195 

16 交通政策推進事業費 18,769 3,358 0 15,411 

17 介護保険特別会計繰出金 2,808,061 11,330 128,988 2,667,743 

18 保育士等人材確保事業費 2,250 500 0 1,750 

19 若者地元就職促進事業費 45,100 21,300 2,400 21,400 

20 特定求職者雇用促進事業費 1,250 250 0 1,000 

21 人材確保企業重点支援事業費 21,858 10,815 0 11,043 

22 農業経営支援事業費 102,656 1,000 87,344 14,312 

事　　業　　名
令和６年度当初予算
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（１６）デジタル田園都市国家構想交付金充当事業一覧（つづき）
（単位：千円）

事業費
デジタル田園都市
国家構想交付金

その他の特定財源 一般財源

23 スマート農業推進事業費 55,000 16,100 0 38,900 

24 中山間地域野菜増産モデル事業費 700 350 0 350 

25 みどりの食料システム戦略推進事業費 14,139 1,500 7,313 5,326 

26 地域特産物流通支援事業費 4,247 1,450 0 2,797 

27 道の駅あいお整備事業費 9,200 3,800 0 5,400 

28 都市農村交流推進事業費 1,806 585 0 1,221 

29 特用林産物担い手育成支援事業費 360 143 0 217 

30 にぎわいのまち支援事業費 2,450 1,225 0 1,225 

31 ふるさと産品営業推進事業費 326,420 4,069 0 322,351 

32
人が集い賑わいのある商店街づくり支援
事業費

41,500 20,750 0 20,750 

33 事業承継支援事業費 4,000 2,000 0 2,000 

34 産業交流拠点施設管理運営費 336,217 16,500 45,252 274,465 

35 産業交流スペース管理運営費 58,556 28,258 0 30,298 

36 新産業創出促進事業費 11,844 5,657 0 6,187 

37 デジタル技術活用・人材育成支援事業費 20,000 10,000 0 10,000 

38 重源の郷管理運営費 12,790 1,000 0 11,790 

39 インバウンド観光誘客事業費 25,300 10,296 0 15,004 

40 フィルムコミッション推進事業費 1,715 500 0 1,215 

41 湯田温泉観光回遊拠点施設管理運営費 41,135 1,500 0 39,635 

42 観光プロモーション事業費 27,393 8,146 144 19,103 

43 観光交流センター管理運営費 19,318 500 171 18,647 

44 湯田温泉パーク整備事業費 3,192,419 10,000 3,182,419 0 

事　　業　　名
令和６年度当初予算
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（１６）デジタル田園都市国家構想交付金充当事業一覧（つづき）
（単位：千円）

事業費
デジタル田園都市
国家構想交付金

その他の特定財源 一般財源

45 湯田温泉観光誘客事業費 33,362 15,931 0 17,431 

46 観光資源活用誘客事業費 75,160 26,100 3,500 45,560 

47 都市間連携観光誘客事業 60,999 29,458 0 31,541 

48 中心市街地活性化対策事業費 143,500 9,900 80,000 53,600 

49
中心市街地まちなみの魅力向上支援事業
費

35,000 13,250 0 21,750 

50 鋳銭司・陶地区文化財総合調査事業費 47,141 5,166 17,664 24,311 

7,952,105 354,804 3,555,695 4,041,606

※事業費は全体事業費を掲載しています。

事　　業　　名
令和６年度当初予算

合　　　計
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（１７）当初予算と一体的に編成する令和５年度補正予算による事業一覧

【令和５年度補正予算（１２月）】 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他 一般財源

1
物価高騰対応重点支援給付金給
付事業費

1,630,000 1,630,000 

2 子育て世帯家計応援事業費 331,000 331,000 

3
みどりの食料システム戦略推進事
業費

20,000 20,000 

4 商工業振興対策事業費 20,000 20,000 

5 安心快適住まいる助成事業費 180,000 34,262 145,738 

6
水防活動費
（排水ポンプ設備の導入）

212,000 212,000 

2,393,000 2,035,262 0 212,000 0 145,738 

432,000 74,262 0 212,000 0 145,738 

【令和５年度補正予算（１２月専決）】 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他 一般財源

1
住民税均等割のみ課税世帯重点
支援給付金給付事業費

340,000 340,000 

2
子育て世帯物価高騰対応重点支
援給付金給付事業費

192,000 192,000 

532,000 532,000 0 0 0 0 

15,864 15,864 0 0 

【令和５年度補正予算（３月）】 （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他 一般財源

1 市立保育園管理運営費 1,100 550 550 

2 へき地保育所管理運営費 200 100 100 

3 私立保育園特別保育事業費 2,025 1,350 675 

4 認定こども園特別保育事業費 450 300 150 

うち、令和６年度への繰越額

うち、令和６年度への繰越額

合　　　　　　計

事　　業　　名

事　　業　　名 事業費
財源内訳

合　　　　　　計

事　　業　　名 事業費
財源内訳

事業費
財源内訳
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【令和５年度補正予算（３月）】（つづき） （単位：千円）

国費 県費 地方債 その他 一般財源

5 地域型保育特別保育事業費 525 350 175 

6 私立幼稚園特別保育事業費 150 100 50 

7 市立認定こども園管理運営費 100 50 50 

8 医療施設・設備整備費助成事業費 80,000 40,000 40,000 

9 仁保の郷整備事業費 400,000 200,000 200,000 

10 県事業負担金（土地改良） 77,471 67,400 1,560 8,511 

11 海岸保全施設整備事業費 60,000 30,000 30,000 

12
公共下水道会計負担金
（排水ポンプ場の整備）

203,400 203,400 

13
山口市中心市街地周辺地区整備
事業費

60,000 30,000 30,000 

14 市立幼稚園管理運営費 600 300 300 

886,021 303,100 0 570,800 1,560 10,561 

858,221 289,200 0 556,900 1,560 10,561 うち、令和６年度への繰越額

合　　　　　　計

事　　業　　名 事業費
財源内訳
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